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〈特　集〉

日本の安全保障と沖縄	
―特集にあたって―

野 添 文 彬

本特集号の狙い

　本特集号のテーマは、「日本の安全保障と沖縄」である。本稿では、この特集
の狙いを説明する。
　そもそも、日本の安全保障を考える上で、沖縄は極めて重要である。
　その理由は、第一に、沖縄の地理的位置にある。すでに日本政府が琉球王国を
併合して沖縄県を設置した 1879年の「琉球処分」の後の 1886年、当時内務大
臣であった山県有朋は沖縄などを視察し、帰京後、『復命書』において次のよう
に指摘している。すなわち、「沖縄は我南門、対馬は我西門にして最要衝の地」
であり、沖縄の港などを確保する必要性があるというのである。
　このように沖縄の地理的重要性についての言及は枚挙にいとまがない。今日に
おいても、令和 5年版の『防衛白書』は次のように説明する。
沖縄は、米本土やハワイ、グアムなどと比較して、わが国の平和と安全にも
影響を及ぼし得る朝鮮半島や台湾海峡といった潜在的紛争地域に近い位置に
あると同時に、これらの地域との間にいたずらに軍事的緊張を高めない程度
の一定の距離を置いているという利点を有している（中略）さらに、周辺国か
ら見ると、沖縄は、大陸から太平洋にアクセスするにせよ、太平洋から大陸
へのアクセスを拒否するにせよ、戦略的に重要な目標となるなど、安全保障
上極めて重要な位置にある（1）。

　これと関連してそのような地理的重要性を背景として、第二に、多くの米軍
基地が沖縄には存在することである。第二次世界大戦後の日本は、1951年に調
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印され 1960年に改定された日米安全保障条約を安全保障政策の基軸としてきた
が、その根幹にあるのは、同条約第六条に基づいて日本が米国に基地を提供する
ことである。そのような中、沖縄には、面積にして 1万 8668 haの米軍基地面積
があり、それは日本全国の米軍専用施設面積のうち 70.3％を占めている（2）。前述
の『防衛白書』の説明によれば、地理的に重要な位置にある沖縄に米軍が駐留す
ることは、「日米同盟の実効性をより確かなものにし、抑止力を高めるものであ
り、わが国の安全のみならず、インド太平洋地域の平和と安定に大きく寄与して
いる」ということになる（3）。
　その一方で、米軍基地の集中によって、沖縄には米軍による様々な事件・事
故・騒音・環境破壊といった基地問題が生じている。こうしたことも反映し、
2022年の沖縄県民への世論調査によれば、沖縄に在日米軍基地のうち専用施設
の約七割が集中していることに対し、「おかしいと思う」「どちらかといえばおか
しいと思う」という回答は合わせて 84.5％にのぼった。また、沖縄の米軍基地に
ついては、「全面撤去すべきだ」という回答は 16.3％だったものの、「本土並みに
少なくすべきだ」という回答は 63.2％にのぼった（4）。
　このように日米安保条約にもとづく在日米軍基地が沖縄に多く存在しているこ
とは、日本の安全保障における沖縄の重要性を示すとともに、日米関係や日本国
内の政治的摩擦の原因ともなっている。
　第三に、歴史的背景である。「琉球処分」によって沖縄は日本に編入されたが、
さらにさかのぼって 1609年、薩摩の島津氏が琉球王国に侵攻して以来、今日に
至るまで日本と沖縄との間には複雑な歴史が横たわっている。特に 1945年、ア
ジア・太平洋戦争末期の沖縄戦において、民間人を巻き込む悲惨な地上戦が行わ
れたことは、今日においても重要な歴史問題となっている。沖縄戦の犠牲者は、
日本側 18万 8136人、そのうち沖縄県出身の軍人・軍属 2万 8228人、一般住民
9万 4000人とされるが、このような多くの犠牲者を出した背景には、当時の日
本軍が米軍による日本本土侵攻までできるだけ時間稼ぎをしようと戦略的持久方
針をとり、そのため軍民一体化を進め、いわば沖縄を「捨て石」にしたことがあ
る。しかも戦闘の中では、スパイだと疑われた沖縄住民に対する日本兵の虐殺や
軍民共死という方針の下での住民による集団自決といった惨劇が起ったのである。
日本の安全保障において、沖縄戦は民間人の多大な犠牲者を出したという点で大
きな汚点と考えられるべきである。
　その後も、1951年のサンフランシスコ講和条約によって日本が主権を回復し
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た際も沖縄は日本から切り離されて引き続き米国統治下に置かれた。1972年の
沖縄の日本復帰後も巨大な米軍基地が存在し続けている。このように、戦後日本
の安全保障においても沖縄に大きな負担をかけるという歴史が見られたのである。
　以上のように、日本の安全保障の中で沖縄を考える場合、沖縄の地理的位置だ
けでなく、その歴史や現状の様々な課題をまとめて理解することが不可欠である。
沖縄は、日本の安全保障において「何を守るのか」「何から守るのか」「どのよう
に守るのか」といったアポリアとなっているといえよう。
　さらに近年、沖縄をめぐっては新たな動きがある。中国の海洋進出と軍事力増
強に対抗し、自衛隊の離島を含む沖縄への配備も進んでいる。沖縄だけでなく奄
美諸島も含めた南西諸島における防衛態勢の強化、いわゆる「南西シフト」であ
る。2016年に与那国島に沿岸監視隊が配備されたのを皮切りに、2019年に宮古
島、2023年に石垣島に陸上自衛隊が配備されている。
　沖縄における自衛隊の増強に対して、現地では複雑な反応が見られる。前述の
世論調査では、宮古島や石垣島など南西諸島に自衛隊が配備されることについて
「日本の安全にとって、必要だ」「日本の安全にとって、やむをえない」と回答し
たのは、沖縄では合わせて 75.3％であったが、全国では合わせて 89.6％だった。
また「日本の安全にとって、必要ではない」「日本の安全にとって、かえって危
険だ」という回答は、沖縄では合わせて 22.8％だったのに対し、全国では合わ
せて 8.2％だった（5）。2024年 6月 23日の沖縄戦慰霊式典では、玉城デニー沖縄
県知事は、「広大な米軍基地の存在、米軍人等による事件・事故、米軍基地から
派生する環境問題など過重な基地負担が、今なお、この沖縄では続いています」
「加えて、いわゆる、安保 3文書により、自衛隊の急激な配備拡張が進められて
おり、悲惨な沖縄戦の記憶と相まって、私たち沖縄県民は、強い不安を抱いてい
ます」と述べている。
　今日、台湾有事の危機が唱えられる中、台湾に地理的に近く、また米軍基地や
自衛隊基地のある沖縄では戦争に巻き込まれることへの不安の声も上がってい
る。前述の世論調査によれば、日本が戦争に巻き込まれたり、他国から侵略をう
けたりする危険性について、沖縄では「非常に危険がある」という回答が 28.4％、
「ある程度危険がある」が 53.6％で、前者は全国よりも高かった（6）。
　近年、国際環境の悪化によって、沖縄が日本の安全保障上ますます重要になっ
ていることは間違いない。その一方でこれまで沖縄が抱えてきた安全保障上の負
担や歴史的な様々な問題を無視すれば地元から大きな反発を引き起こし、かえっ
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て日本の安全保障に支障をきたすであろう。実際、2024年 4月、防衛省は沖縄
県うるま市のゴルフ場跡地に陸上自衛隊の訓練場を建設することを計画していた
が、住宅地に隣接していることなどから地元住民の反発のため断念せざるを得な
くなった。日本の安全保障と沖縄を考えるにあたっては、単に軍事的観点だけで
なく、政治・社会・文化・歴史など様々な視点を取り入れなければならないので
ある。

2．特集論文について

　本特集は、このような点を踏まえて、様々な視角から日本の安全保障と沖縄に
ついて考える論文から構成される。
　まず中林論文は、沖縄を含む南西地域における国民保護の現状と課題を検討し
ている。近年、日本を取り巻く安全保障環境が厳しくなる中、武力紛争下で文民
を保護するための「国民保護」への取り組みが政府や地方自治体によって急速に
進みつつある。特に著者によれば、沖縄・南西地域は国民保護の「トップランナ
ー」といえるほどの取り組みが進んでいる。専守防衛を掲げる日本にとって、国
民保護の戦略的重要性は高い一方、「目的」と「手段」を混同するような議論も
散見される。著者は国民保護とは何よりも「目的」であることを強調し、その現
状と課題を整理し、学術的だけでなく社会的・政策的にも重要な知見を提示して
いる。
　続く川名論文は、1972年に実現した沖縄の施政権返還をめぐる交渉において、
その与件となっていたと考えられる二つの法制度上の問題を検討する。一つは在
日米軍基地司令部がもっていた施設・区域の運用に関する「内規」であり、もう
一つは返還後の沖縄における国連軍基地の指定問題である。沖縄返還交渉につい
ては多くの先行研究が存在するが、これら法制度の観点から分析したものはなく、
本論文はまったく新たな視点から沖縄返還に光をあてている。これによって沖縄
返還という歴史的出来事の解明だけでなく今日の在日米軍基地の運用についても
様々な示唆を与えている。
　さらに山本論文は、1970年代から今日に至るまで、日本政府がどのような論
理によって在日米軍駐留経費の負担を正当化してきたのか、その変遷を明らかに
している。日米安保条約において日本側が基地を提供し、米国側が兵力を日本に
駐留させることはその協力関係の根幹であるが、日本側が基地維持のため財政的
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コストも負担していることは極めて重要な部分をなしている。本論文では、特に
1990年代が大きな転機となり、沖縄をはじめとする基地周辺の地元への負担軽
減を名目に日本側による在日米軍駐留経費が増大してきたという、逆説的ともい
うべき興味深い事実を明らかにしている。
　次に池宮城論文は、1957年の岸信介首相の訪米において、日本政府がどのよ
うな沖縄返還構想を持っていたのかを検討している。1957年の岸訪米は、日米
共同声明で沖縄に対する「潜在主権」が初めて明記される一方で米国の沖縄統治
に関するいわゆる「ブルー・スカイ・ポジション」も明記されたという点で沖縄
返還をめぐる日米関係において重要な局面であった。本論文は、挫折した岸政権
の沖縄返還構想を明らかにするとともに、そこから戦後日本の安全保障政策の特
質をも示唆しており、戦後日本外交史研究に重要な知見を提示している。
　最後の波照間論文は、1996年に合意された米海兵隊普天間飛行場の返還を日
米間の問題として捉えるのではなく、米国の海外基地政策の枠組みのなかに位置
づけて検討する。その際、新たな資料を用いるとともに脅威均衡論を応用して理
論的に米国の意図を分析することで、戦略的・軍事的視点でこの問題を捉え直し
ている。普天間飛行場返還合意がなされてから四半世紀以上がたつにもかかわら
ず、同飛行場の返還・移設はまだ見通しが立たない。その意味でもこの問題の原
点に立ち返ることは極めて重要な意義がある。
　このように、本特集号における各論文は、日本の安全保障と沖縄を扱いながら
も、様々な論点を扱っている。本特集号を通して、沖縄という日本の安全保障に
おけるアポリアを解きほぐす上で有益な視点が提示されるだろう。

註
（1）　防衛省『防衛白書　令和 5年版』（日経印刷、2023年）。
（2）　沖縄県知事公室基地対策課『沖縄の米軍基地・自衛隊基地　令和 6年版』。
（3）　防衛省『防衛白書　令和 5年版』。
（4）　「復帰 50年の沖縄に関する意識調査（沖縄・全国調査）単純集計結果」https://www.nhk.

or.jp/bunken/research/yoron/pdf/20220516_1.pdf 。
（5）　同上。
（6）　同上。

沖縄国際大学准教授
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沖縄・南西地域における国民保護の課題

中 林 啓 修

は じ め に

（1）本稿の目的と構成

　2022年 12月に発表された「国家安全保障戦略」では、近年の日本が直面し
ている安全保障環境を「戦後最も厳しく複雑な安全保障環境」と評価している（1）。
この認識のもと、政府は防衛・安全保障に関するさまざまな施策を大きく推進し
ているが、その一つとして、武力紛争下での文民の保護を目的とした一連の施策
である「国民保護」を挙げることができる。特に、大隈海峡以南の南西地域、わ
けても宮古海峡以西の先島地域については、国民保護に関する施策の推進という
点で、本稿執筆時点で最も先進的な地域となっている。
　本稿は、この南西地域（以下では沖縄・南西地域と呼ぶ）における「国民保護」に焦
点を当て、その現状及び課題を論じていく。専守防衛を国是とする日本にとって、
自国が関わる武力紛争は基本的に自国領域を含む地域で展開されることが考えら
れる。その場合、戦火によって発生する社会への被害を局限化し、国民の生命や
財産を守ることを直接の目的とした政策である「国民保護」は、戦われた戦争そ
のものの正当性や戦後復興の成否に関わるという意味で極めて高い戦略的意義を
有している。にもかかわらず、このあと本稿で論じていくように、国民保護に関
する検討は住民避難の面に集中しており、中長期的な視点に立った検討となって
いるとは言い難い面がある。これは国民保護の基礎となった防災（災害応急対策）が、
生活再建や復旧・復興についても（被害の実装に対して十分な内容かどうか、という論点
はあるにしても）制度整備が進んでいることと比較すれば明白である。その最大の
理由は、これまで日本が「国民保護」に基づいて住民らの安全確保を図らざるを
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図 1　沖縄・南西地域の位置関係

得ないような状況に巻き込まれることがなく、従って具体的な被災経験がないこ
とにある。それ自体は批判されるべきことではないが、国民保護の具体的な諸制
度が防災に関する諸制度に基礎を置いているとすれば、自然災害等の事例などを
踏まえて想定される課題に備えた施策のあり方を考察することには意義があると
考える。
　本稿は係る観点から、以下のような構成で議論を展開していく。
　まず、本稿が対象としている沖縄・南西地域の概要と地域に所在する基礎自治
体の国民保護に対する認識や一般的状況を明らかにした上で、国民保護法の概要
及び最近の国の取り組みについて論じていく。ついで、近年の沖縄・南西地域に
おける国民保護の取り組みを概観し、現状と課題について考察していく。

（2）沖縄・南西地域の位置

　図 1は、本稿が対象とする主な地域を示したものである。外側の太い線で囲
まれた地域が沖縄・南西地域である。この地域には、鹿児島県の島嶼部と沖縄県
が含まれている。現在、特に国民保護に関する取り組みが進んでいる先島地域は、

　執筆者作成。
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　表 1　先島地域における 2024 年 5月 1日時点の人口推計等

世帯数
（世帯）

人口（人）
参考：2020年度
国勢調査

総数 男 女 高齢化率
（%）

居住外国人
人口
（人）

宮古島市 26,371 53,032 26,720 26,312 32.3 447

多良間村 487 1,010 555 455 35.6 11

宮古地域合計 26,858 54,042 27,275 26,767 32.4 458

石垣市 23,345 47,800 24,242 23,558 27.1 460

竹富町 2,229 3,869 2,013 1,856 28.2 26

与那国町 857 1,685 985 700 26.2 14

八重山地域合計 26,431 53,354 27,240 26,114 27.2 500

先島地域合計 53,289 107,396 54,515 52,881 29.8 958

参考：沖縄県合計 647,820 1,466,357 721,687 744,670 27.0 17,370

　沖縄県推計人口データ一覧および政府統計局 2020 年度国勢調査をもとに執筆者作成。

この沖縄・南西地域の西端に位置する 2つの地域から構成されており、いずれも
沖縄県の一部を形成している。先島地域は宮古地域（おおむね円で囲まれた地域）と
八重山地域（おおむね内側の細い線で囲まれた四角形の地域）とで構成されている。宮古
地域は宮古島市を構成する諸島（宮古島と下地島などの周辺離島）および宮古島の西に
位置する多良間村（多良間島）とで構成されており、八重山地域は、石垣市（石垣島
および尖閣諸島）と石垣島周辺に散在する離島（西表島や竹富島など）で構成される竹富
町および与那国町（与那国島）で構成されている。なお、八重山地域には、日本最
西端の有人離島である与那国島および最南端の有人離島である波照間島が含まれ
ており、文字通り日本の国境を構成する地域となっている。
　沖縄県が発表した 2024年 5月 1日時点での推計人口は宮古地域 54,042人、八
重山地域が 53,354人となっている（2）。その他の項目も含めた人口に関する詳細を
表 1に示した。時期がずれるため参考値となるが、2020年度国勢調査のデータ
によれば高齢化率は 29.8%で沖縄全体の 27.0%よりもやや高くなっている。こ
れらの地域の交通については、地域内の人の往来は空路および海路があるものの、
宮古地域・八重山地域間の往来や先島地域と沖縄本島や沖縄県外との往来は、貨
客船の定期航路の廃止により空路に限定されている。



2024 年 9 月 10

（3）沖縄・南西地域の市町村における国民保護

　国民保護法では、都道府県および市町村に国民保護計画の作成を義務付けてい
る。さまざまな事情から一部の市町村で計画作成が進んでいなかったが、本稿執
筆時点で沖縄・南西地域の全ての自治体が国民保護計画の作成を終えている。こ
のうち、鹿児島県および沖縄県の国民保護計画では、いずれも島嶼部からの避難
については、それ以外の地域（鹿児島県本土部や沖縄本島）とは区別して避難の考え
方を定めている。このうち、表 2は鹿児島県の島嶼部で想定されている基本的な
避難経路を示したものである（3）。県本土を基本としつつ、状況に応じ、比較的大
きな島（奄美大島、屋久島、種子島）を経由して避難することとなっている。特筆す
べき点として、世論島、沖永良部島、徳之島については、地理的に比較的近い沖
縄県への避難も選択肢となっていることである。

　表 2　鹿児島県国民保護計画に基づく鹿児島県内島嶼部の基本的な避難経路

奄美群島 その他の諸島

奄美大島を経由して県本土に避難
加計呂麻島
請島
与路島

状況に応じて屋久島または種子島を経由して
県本土に避難

黒島
硫黄島
竹島

県本土に直接避難

口永良部島
馬毛島

奄美大島
喜界島*

トカラ列島^

種子島
屋久島
獅子島
桂島

与論島
沖永良部島
徳之島

新島
甑島列島

状況に応じて沖縄県に避難

　 *：状況により奄美大島に一時避難
　 ^：状況により奄美大島を避難先とすることもある
　鹿児島県「鹿児島県国民保護計画」170-171 頁をもとに執筆者作成。

　他方、沖縄県については、図 2に示す通り、地域ごとに大別された比較的シン
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プルなパターン分けとなっている（4）。すなわち、宮古地域及び八重山地域はそれ
ぞれ宮古島、石垣島を経由して沖縄本島または県外に避難するものとされ、それ
以外の離島地域は沖縄本島または本島を経由して県外に避難することとされてい
る。
　沖縄・南西地域の各自治体は、このような考え方のもとで、後述のような、地
域での国民保護措置、特に避難の実効性を高めるためさまざまな取り組みを進め
ている。やや古いが、執筆者が NHK沖縄放送局と協力して 2022年 12月に行っ
たアンケート調査からは、国民保護について彼らが直面している課題状況が明
らかになっている（5）。このアンケート調査では、回答のあった沖縄県内の 39の
市町村中 32の自治体が「平素の人員や時間の不足」を課題として挙げ、これに
「基礎知識がない」と「先進事例や相談先がない」が続いた（共に 22の自治体が指摘）。
また、彼らの平素からの情報把握状況については、避難施設の収容能力（32の自

治体が平素から把握しているか必要に応じて把握できると回答）や避難させるべき住民ら
の数（28の自治体が同様の回答）についてこそ、過半数の自治体が施策の実施に資す
る水準での情報把握ができていたが、避難等の施策に必要な輸送力（交通機関が 1

日に運ぶことができる人数）などについての情報把握は低い水準にとどまっていた（輸
送力については 12団体が平素から把握しているか必要に応じて把握できると回答）。

図 2　沖縄県国民保護計画に基づく離島地域の避難の基本パターン

　沖縄県「沖縄県国民保護計画」117 頁より転載。
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1．国民保護法の概要と国の取り組み

　本稿の中心的話題である「国民保護」は、武力紛争やこれに準じた国家的な緊
急事態が発生した際に懸念されるさまざまな危険から文民を保護するための諸措
置のことである。具体的内容については 2004年 6月に成立した国民保護法（武力
攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律）を中心に規定されており、主
に、住民らの避難、避難した住民らへの救援そして、発生した被害に対する対処
（被害軽減）の 3点の措置が中心となっている。法律の正式名が示す通り、国民保
護法の適用は、「武力攻撃事態等」（武力攻撃事態および武力攻撃予測事態）の認定が前
提となっており、これら事態の認定や全般的措置を定めた「事態対処法」（武力攻
撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関す

る法律）の執行法として位置付けられている。

（1）事態認定とその効果

　既述の通り、国民保護措置は武力攻撃事態等または緊急対処事態の認定（事態認
定）を前提としている。ここでいう事態認定とは、具体的には、「対処基本方針」
と呼ばれる文書の閣議決定と国会承認（緊急の場合は閣議決定のみ）を通じてなされ
ることになる。
　対処基本方針の内容については、事態対処法第 9条第 1項に規定されており、
その内容は、事態認定に至る経緯の説明とともに、国民保護だけでなく、外交や
防衛を含む事態対処全般について記載されることとなっている。国民保護措置
に関して、事態認定により得られる効果としては、「警報により武力攻撃が迫り、
または武力攻撃が発生したと認められる地域」（警報の地域）、「要避難地域」およ
び「避難先地域」といった地域の指定および、これら地域指定に沿った国民保護
対策本部の設置や避難指示の発出あるいは救援の実施といった具体的措置を行う
べき自治体が明示されることなどが挙げられる。加えて、事態認定に伴い「特定
公共施設利用法」に基づいて示される利用指針により、空港や港湾、道路等を住
民避難等に利用する際の制約の有無や、制約が生じる場合にはその内容が示され
ることになる。
　以下、順に説明していく。まず、「警報の地域」および「要避難地域」につい
て説明する。国民保護法逐条解説によれば、「警報」とは「武力攻撃事態等にお
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いて、国民の注意を喚起して避難の準備を促すことはもとより、国民の保護のた
めの措置を迅速に行うため」に発するものであり、全国民を対象として行われる
ものである（6）。しかし、警報の発令に際して発表すべき事項には、「武力攻撃が
迫り、または武力攻撃が発生したと認められる地域」（警報の地域）が含まれている。
「警報の地域」を指定する場合、その地域は、「特段の事情がない限り屋内への避
難を含め何らかの住民の避難が行われる」地域とされるのに対して、「要避難地
域」は、「警報の地域」を含みつつも、余裕を持って避難が可能となるよう、警
報で指定された地域でなくとも指定可能とされている。これに対して、「避難先
地域」とは文字通り住民の避難先となる地域のことだが、避難先地域の指定に際
しては避難経路となる地域も含むものとされている（7）。「警報」や「避難」とい
った言葉は災害応急対策においても多用されているが、国民保護措置における用
語法と災害応急対策上の用語法では意味する地域の範囲が大きく異なっている点
には注意が必要である。
　図 3は、この点について、国民保護における警報や避難の関係と、災害応急対
策におけるそれとを比較したものである。国民保護における地域の関係について
は、既に論じた通りだが、災害応急対策においては、まず気象警報が市町村単位
で発せられ、その後、特に危険が迫っている地域に対して避難指示等が行われる。
その際の避難先については、同一自治体内にある近隣の緊急避難場所または避難
所となるのが一般的である。つまり、「警報」と「避難」の地理的範囲が国民保
護と防災では逆であり、また避難先の所在する場所も異なっている。
　自治体が国民保護措置を実施する際に指令塔の役割を果たすのが各自治体に設

図 3　国民保護における避難と災害応急対策での避難

　執筆者作成。
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置される国民保護対策本部であり、これは災害応急対策における災害対策本部に
相当する。多くの場合、国民保護対策本部と災害対策本部は、細かな部署の名称
などに差異はあっても基本的に同一の組織として計画されている。ただし、災害
対策基本法に基づき災害対策本部が各自治体の判断で自主的に設置・開設できる
のに対して、国民保護対策本部は、事態認定等に伴い出される国の指示に基づい
て設置・開設され、自治体による自主判断での設置・開設はできない点に差異が
ある。
　救援の実施についても、国民保護対策本部の設置・開設と同様に、国の指示を
受けた自治体において実施されることとなっている。主な実施先としては、避難
先地域に指定された自治体や避難経路上にある自治体が主に想定される。救援の
内容や、具体的な実施の考え方は災害救助法に準じるものとされているが、大き
な相違点として、災害救助法に適用は、災害で被災した自治体の被害の程度（人
口に対する倒壊家屋数）に応じて適否が決まり、被災自治体において実施されるのに
対して、国民保護における救援は被害が発生する（あるいは発生が見込まれる）要避
難地域ではなく、避難先地域において実施されることになる点に相違がある。

（2）国民保護における避難の様相

　現在の沖縄・南西地域における国民保護に関する検討の中心は、住民らの広域
避難である。国民保護における避難は次のような過程を経て具体化されていくこ
とになる。すなわち、対処基本方針を受けて、政府は、警報が発令される地域や
要避難地域および避難先地域の指定などを盛り込んだ「避難措置の指示」を示す。
これに基づき要避難地域に指定された都道府県が、政府の「避難措置の指示」を
より具体化した「避難の指示」を、要避難地域の市町村は「避難実施要領」をそ
れぞれ示して避難措置を具体化していく。
　市町村が作成する避難実施要領には実際に避難すべき人数や集合場所あるいは
細かな誘導経路、誘導担当者や連携すべき機関（警察、消防、自衛隊など）の連絡先
など詳細な内容を書き込むこととなっているが、緊急時にこれらを迅速に作成す
ることは非常に困難であることから、市町村には想定される事態ごとに平素か
ら「避難実施要領のパターン」を作成しておくことが求められている。その上で、
実際の避難手段は自治体ではなく指定公共機関 /指定地方公共機関に指定された
交通事業者等が提供することとなっている。図 4は「避難措置の指示」、「避難の
指示」および「避難実施要領」に記載すべき事項を整理したものである。
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　武力攻撃事態で想定される避難は実質的には「疎開」とでも言うべきものであ
り、自然災害時の避難とは様相が大きく異なる。すなわち、避難規模は全市域や
場合によっては全県単位となるような大規模なものであり、避難距離も相対的に
長く、避難期間も数ヶ月から数年に及ぶことすらありうると考えられている。な
ぜなら、実際に武力紛争となれば、避難後、紛争が終結し住民が帰還できるまで
の規範は非常に長くなることが予想されるからである。また、災害等での避難と
異なり、要避難地域および避難先地域をあらかじめ絞り込むことも困難である。
他方、こうした大規模な避難を要するような軍事的な緊急事態が突発的に発生す
るとは考えにくく、避難準備及び避難実施には一定の猶予が見込まれている（8）。
　国民保護での広域避難の基本的な考え方は、「要避難地域内の住民や推定来訪
者数」÷「要避難地域の内外を往来している公共交通機関の1日あたりの平素の輸
送力」で求められる日数を基準に、武力攻撃事態の進展状況から考えられる安全
な避難が見込める猶予日数や自衛隊等が事態に対処することで生じる避難のため
の交通インフラ等の利用への制約などを踏まえて、国、都道府県、市町村および
輸送力を提供する指定公共機関等で必要な輸送力を調整していくというものであ
る（9）。表 3は 2021年度に実施された武力攻撃に関する国重点訓練（令和 3年度高知

県・山口県・愛媛県国民保護共同実動・図上訓練）での検討を踏まえて考えられる具体的
な避難決定までのフローの一案である。この訓練では、武力攻撃事態の発生が切
迫し、武力攻撃予測事態の認定がなされたとの想定のもとバス、航空機、船舶を

図 4　国民保護での避難措置に関して国、都道府県、市町村で取りまとめるべき事項

避難措置の指示（国） 避難の指示（都道府県） 避難実施要領（市町村）
要避難地域 要避難地域 「避難措置の指示」および「避難の指

示」に示された内容の概要避難先地域 避難先地域
関係機関が講ずべき
措置の概要

関係機関が講ずべき措
置の概要
主要な避難の経路 避難の経路
避難のための交通手段 避難の手段
その他避難の方法 その他避難の方法に関する事項

避難住民の誘導の実施方法
避難住民の誘導に係る関係職員の配置
その他避難住民の誘導に関する事項
前二号に掲げるもののほか、避難の実
施に関し必要な事項

　国民保護法の各条文等を参考に執筆者作成。
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用いて約 1月間で山口県および愛媛県に全県民（約 76万人）を避難させるという内
容であった。
　なお、表には反映していないが、避難経路の検討等並行して、避難先地域の自
治体では、避難者の受け入れのための施設等の確保が進められることになる。上
記の通り、国民保護での避難は長期にわたることが予想されることから、避難先
も中長期的な滞在を前提に、公営住宅、民間賃貸住宅のほか、国の公務員官舎な
ども含めて確保することなどが考えられる。ここでも、国と自治体及び指定公共
機関等による綿密な調整が重要になる。

表 3　武力攻撃事態での避難をめぐる調整フローの一案

県・指定公共機関等 国

避難経路の確定
①候補となる港湾・空港の抽出（県）

①’ 国における輸送力の把握②�港湾・空港の制約条件の確認（県・
指定公共機関等）

輸送力の確保

③�必要な船舶・航空機数を算定（県・
指定公共機関等）

⑤�県などからの要請に基づく輸送力
の確保

④�必要船舶・航空機数の確保（県・指
定公共機関等）

県による確保
国への要請

最終調整
⑥必要船舶・航空機数の確保完了 ⑧�これまでの事項の避難措置の指示

への反映⑦運用に向けた現地調整

輸送実施
⑩�避難の指示（県）および避難実施要
領の作成（市町村） ⑨避難措置の指示

⑩’ 避難誘導（市町村等）

　令和 3年度高知県・山口県・愛媛県国民保護共同実動・図上訓練を踏まえて執筆者作成。

（3）近年の政府の取り組み：2021 年以降の国重点訓練を中心に

　国民保護法が成立した 2004年以降、近年に至るまで、政府における国民保
護に関する取り組みは必ずしも順調に発展してきたわけではなかった。例えば、
2013年に日本では初めて作成された「国家安全保障戦略」（当時）において、「国
民保護」の語は、わずかに核兵器からの脅威への対抗という文脈で、米国による
拡大抑止や弾道ミサイル防衛と並列で列挙されるにとどまっていたこと（10）、そし
て、いわゆる平和・安全保障法制の整備においても事態対処法が大きく改正され
たのに対してその執行法たる国民保護法については何ら実質的な修正がなされな
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かったことなどはその証左といえよう。
　しかし、近年、こうした状況には大きな変化が生じてきている。その第一が以
下に紹介する国の訓練見直しである。国が行う国民保護措置は内閣官房および総
務省消防庁が全般を所管している（救援については内閣府が所管）。国民保護法制定以
降、国が行ってきた代表的な取り組みとして、都道府県と協力して行ってきた実
働および図上訓練を挙げることができる。国民保護をめぐる訓練は、自治体主催
のものも含めて各地で行われてきているが、特に国が重視する訓練については国
重点訓練と呼ばれている。この国重点訓練のあり方が 2021年以降に大きく変化
している。具体的には、全国を複数の都道府県からなる 6つのブロックに分け、
輪番制で訓練を行うとともに、地域ブロック検討会が導入された（11）。ブロック制
の導入により、複数の都道府県にまたがった広域での検討が可能になったことで
武力攻撃事態に関する本格的な訓練が可能になった。また、2021年以降の国重
点訓練では、訓練の企画運営を国が集中的に引き受けることで、都道府県や関係
機関は訓練運営に必要な事務負担が軽減され、より訓練内容（国民保護措置の具体
化）に集中できるようになった点も重要である。何より、ブロック制の導入によ
って全国の都道府県は、毎年、「武力攻撃事態に関する訓練に参加するブロック」、
「緊急対処事態に関する訓練に参加するブロック」、「地域ブロック検討会に参加
するブロック」のいずれかに含まれることになり、国民保護に関する着実な政策
の浸透や成果の蓄積が期待されるようになった。
　南西地域に関しては、2023年度に、鹿児島県および熊本県を中心に武力攻撃
予測事態下での島嶼部（鹿児島県屋久島町）から鹿児島市および熊本県八代市への避
難を想定した訓練が実施されたが、これに限らず、2021年度以降の武力攻撃事
態等を想定した訓練では、着実な訓練実施に必要な事態認定前の調整等を中心に
成果の蓄積が図られている。
　こうした国の訓練見直しと前後して、約 10年ぶりに見直された国家安全保障
戦略では、「国民保護」について、「国民保護のための体制強化」という独立した
項目が置かれ、「武力攻撃より十分に先立って、南西地域を含む住民の迅速な避
難を実現」させるために、必要な計画の策定、輸送力の確保、空港港湾等のイン
フラ整備、更には国際機関との協力が謳われるなど、言及の頻度や内容が劇的に
増加した（12）。更に、同時に発表された防衛省の「国家防衛戦略」でも、「防衛力
の抜本的強化に当たって重視する能力」の一つとして「機動展開能力・国民保
護」が挙げられており、自衛隊にとっても国民保護が主要な関心事項の一つとな
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っていることが明示された（13）。

2．沖縄・南西地域の国民保護をめぐる状況

（1）取り組みの経緯と状況

　現在も続く、沖縄県あるいは九州・沖縄地域での国民保護に関する検討、ひい
ては既述の国重点訓練改革の源流は、2017年度から 2023年度にかけて陸上自衛
隊西部方面総監部で年 1回のペースで進められてきた国民保護検討会にあると指
摘することができる（14）。ここでは、武力攻撃事態等への対処を念頭に、沖縄・南
西地域に限らず広く九州・沖縄地域における国民保護のあり方について、避難や
救援のみならず復旧・復興などについても毎年度テーマを定めた上で、関係各県
および自衛隊をはじめとする国の関係機関や指定公共機関らが参加して検討を重
ねてきた。ここでの取り組みで出席者に共有された視座や役割への認識が、政府
においては既に紹介した 2021年以降の国重点訓練および地域をめぐる現在の検
討に繋がっている。

（2）広域避難に関する検討

　沖縄・南西地域をめぐる広域避難に関する検討は、2022年度に沖縄県自身が
関係機関の協力を得ながら行うようになり、2023年度以降は国との共催事業と
して実施されている（15）。
　検討は、宮古地域および八重山地域の 5市町村を避難対象地域とし、これらの
地域の住民らを九州各県に避難させる設定で行われており、検討項目は多岐にわ
たるが、概ね以下の 2つに大別できる。すなわち、必要な海空路での輸送力の運
用方法の検討と、移動させること自体が命のリスクになりうる入院患者や福祉施
設入所者、在宅療養者らの輸送要領の検討である。
　以下、順を追って論じる。

ア．輸送力の検討

　現在、沖縄本島と宮古地域・八重山地域とを定期航行で結ぶ貨客船は存在して
いないことから、輸送力の検討は、空路を中心に行われている。県内の避難経路
自体は沖縄県の国民保護計画に基づいて設定されており、石垣市、竹富町および
与那国町は石垣市を経由して避難先地域に向かうものとされ、宮古島市および
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多良間村は宮古島を経由して避難先地域に向かうものとして検討されている（た
だし、与那国町の一部は直接避難先地域に向かうことも検討されている）。図 5に避難の全
体像を示す。空路については指定公共機関たる民間航空事業者による避難が検討
されている。他方、海路については、上記の通り宮古地域・八重山地域から域外
への海路による避難に利用できる定期航路がないことから、民間チャーター船や
NPO保有船あるいは県や国が有する公船を中心に、事態が許せば海上保安庁の
巡視船のほか、自衛隊の PFI船などを視野に入れて検討が行われている。
　検討では、これらの輸送力を用いることで、宮古地域・八重山地域の住民を概
ね 6日程度で避難させることとされている。具体的には、宮古空港および新石垣
空港について、ボーディングブリッジごとのダイヤグラムを編成し、空路による
最大限の輸送力を推計するとともに、海路、特に多良間島 -宮古島間、竹富町の
各島 -石垣島間および与那国島 -石垣島間の航路については定期船を臨時定員で
運行するなどして輸送力を確保することで、上記の避難期間を算出している。こ
れに加えて、持ち込み可能な手荷物量の検討（概ね、小型機の持ち込み可能荷物：3辺

合計 100cm以内程度）や、空路の増便に伴う保安検査の実行可能性および適切な空
港内動線の検討なども行われている。搭乗に関しては、宮古島と石垣島において
空港近傍の公共施設に住民避難登録センターを設置し、事務作業の効率化が検討
されている。

図 5　先島地域からの避難イメージ（2023 年度検討段階）

　沖縄県「令和 5年度沖縄県国民保護共同図上訓練　資料 2　
　関係機関等連絡調整会議運営訓練資料」より転載。
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イ．移動させること自体が命のリスクになりうる人の避難の検討

　災害応急対策での避難と国民保護の避難の相違については既に述べた通りであ
る。そこから敷衍すると、津波や風水害に関しては、水平避難（想定される浸水地
域外への避難）だけでなく、垂直避難（浸水地域であっても、高台やビルの高層階に避難す
ることでリスクを避ける避難方法）が選択肢になりうるのに対して、国民保護、特に
武力攻撃事態等での避難は、垂直避難に相当する避難は選択肢になり得ず、原則
として全ての住民を域外へと避難させる「水平避難」が必要になることが指摘で
きる。この際、最も留意すべき避難対象者は、移動させること自体が命のリスク
になりうる人々である。こうした人々は、防災分野における避難行動要支援者よ
りも狭い概念で位置付けられる。
　災害事例を紐解けば、東日本大震災に起因する福島第一原子力発電所事故（福
島原発事故）において、原発近傍の医療機関からの避難に際して多くの死者が発生
した事例や、平成 28年（2016年）熊本地震でも、被災により倒壊リスクが発生し
た熊本市内の病院からの緊急転院で死者が発生している。そのため、こうした
人々をいかに安全に避難させることができるか、は国民保護を含めた事態対処全
体の正当性にも関わる重要事項と考えられる。
　問題は、現在の検討で対象となる規模が、福島原発事故（原発近傍の医療機関数 7

カ所）や平成 28年（2016年）熊本地震（病棟自体の緊急転院を要した医療機関は 1カ所）と
比べても圧倒的に多いことである（表 4参照）。そのため、検討では、移動させる
こと自体が命のリスクになりうるが故に特に行政による支援を要する避難者の数
の把握方法、医療施設や福祉施設からのおおまかな避難フェーズや症状別（在宅酸
素両方患者や外来人工透析患者）の具体的避難方法の検討などがなされている。
　
　表 4　宮古地域・八重山地域の医療・福祉施設数

医療施設数 高齢者施設数 障害者施設数 市町村計

宮古
地域

宮古島市 8 22 8 38
多良間村 0 1 0 1

小計 8 23 8 39

八重山
地域

石垣市 5 20 12 37
竹富町 0 1 0 1
与那国町 1 1 0 2

小計 6 22 12 40
合計 14 45 20 79

　沖縄県「令和 5年度沖縄県国民保護共同図上訓練　資料 2
　関係機関等連絡調整会議運営訓練資料」より作成。
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ウ．受け入れに関する検討

　ここまで論じてきた沖縄県主導の避難に関する検討に加えて、2023年度から
は、政府主導による受け入れに関する検討も開始された。2023年 10月に松野博
一官房長官（当時）が熊本県と鹿児島県を訪問し、知事に対して受け入れ計画検討
を依頼したことで検討が本格化していった。検討は段階的に行われており、2023

年度は、避難開始当初の 1週間から 1ヶ月程度の期間における受け入れに必要な
活動を中心に、沖縄県多良間村を要避難地域とし、熊本県八代市を避難先とする
モデル計画の検討が進められた（16）。これら初期的受け入れ計画で検討されてきた
内容は、避難民が到着する空港等から、避難先とされる市町村における公共施設
（総合体育館等の施設）を経由して、当面の滞在先となるホテルでの受け入れに至る
フローや、当面の生活支援（コミュニティーバスによる移動支援など）、要避難地域の
役場移転などが挙げられる。

（3）残留者の保護等に関する検討

　現在の国民保護法において、いわゆる「残留者」（継続的に戦闘が発生している地
域になお残留している住民ら）の保護に関して特別な規定は存在していない。他方、
2022年 2月以降のウクライナ戦争など、現代の戦争においても、戦闘が発生し
た地域にさまざまな理由で住民らが残留する事態は現に発生している。避難手段
が海空路に限定されている島嶼地域では、ひとたび戦闘が発生するなどした場合、
その時点で地域に残留している住民らが島外に避難するための手段は大きく制限
される。
　そうしたことから、宮古地域・八重山地域の 5市町村は残留者の一時的保護
を目的としたシェルター整備を政府に要望している。こうした要望などを踏ま
え、政府は、2024年 3月 29日に「武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確
保に係る基本的考え方」（以下、「考え方」）という文書を示し、「特定臨時避難施設」
の設置を表明した（17）。政府自身は 2021年以降、弾道ミサイル等の攻撃に伴う爆
風・破片による被害防止を目的として、地下鉄駅や地下街、地下駐車場、更には
地下通路など大小の既存の地下施設を「緊急一時避難施設」として指定するよう
自治体や関係機関に働きかけを強めていたが、この「特定臨時避難施設」の設置
は、そうした既存施設の利用とは一線を画した施策となっている。「考え方」で
は、武力攻撃に際して、攻撃を受ける可能性が高い地域では広域避難が優先的な
選択肢であることを明記した上で、広域避難の手段が航空機や船舶に限られ、か
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つ避難先が遠方となる地域で、広域避難のための計画策定や訓練を行っている地
域（現在のところ、与那国町、竹富町、石垣市、多良間村、宮古島市のみ）に限定して、避
難の中断や公的活動のため一定期間（2週間程度）要避難地域にとどまらざるを得な
い住民や自治体職員等のために特定臨時避難施設を整備することとされた（18）。同
時に、沖縄本島を含め、「特定臨時避難施設」の設置対象とならない自治体につ
いては、緊急一時避難施設の整備充実を進めることも示された。
　特定臨時避難施設の具体的イメージを示すものとして、「考え方」とあわせて、
「特定臨時避難施設の技術ガイドライン」（以下、技術ガイドライン）も示された（本
稿提出時点での最新版は 2024年 6月版となっている）（19）。技術ガイドラインによれば、
特定臨時避難施設が想定する外力は、爆弾、砲弾、通常弾等による爆風や破片等
とされ、これらを避けるために、できるだけ地下深くに、外部に面する場所は
30cm厚の、それ以外は 20cm厚の鉄筋コンクリートの躯体を建設することとさ
れた（20）。躯体の構造に加えて、概ね 2週間程度の滞在を念頭に、複数の出入り口
やトイレ、空調などの生活維持機能についても示された。あわせて、特定臨時避
難施設の平素の利用方法についても、会議室や地下駐車場といった具体的な想定
が、施設のレイアウト等を示したイメージ図とともに提示されている。なお、技

図 6　特定臨時避難施設のイメージの一例

　内閣官房「特定臨時避難施設の技術ガイドライン」4頁より転載。
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術ガイドラインそのものの位置付けとしては、あくまで、同施設を建設する際の
技術的な目安であり、自治体が独自により高規格な施設を建設することは妨げな
いことも明記されている。

3．課題と論点

　ここまで、本稿では、沖縄・南西地域の国民保護をめぐる取り組みについて概
観してきた。こと広域避難に関して、これほどの水準で検討が進んでいる地域は
日本国内にはなく、その意味で、沖縄・南西地域は国民保護におけるトップラン
ナーといえる。それゆえ、この地域の検討から見えてきた課題は、全てとは言え
なくとも、それ自体が日本の国民保護が抱えている課題だと指摘できる。多岐に
わたる技術的課題はひとまずおくとして、より本質的・大局的な課題として、①
更なる制度整備の必要性と、②緻密なリスクコミュニケーションの重要性を挙げ
ることができる。

（1）更なる制度整備の必要性

　沖縄・南西地域の検討からは、現行制度ではカバーできない論点、すなわち制
度整備が必要な分野も明らかになってきた。具体的には、中長期的な広域避難者
の生活やその後の帰還および帰還後の復旧・復興を支える制度群の具体化及び残
留者保護の制度化である。
　現在、九州各県で進む避難者受け入れの初期的検討は、長期に及ぶことが予想
される避難生活におけるごく最初の時期に関するものであり、その内容は避難に
関する検討の延長に過ぎない。執筆者はこれまでの論考の中で、防災分野におけ
る災害弔慰金法や生活再建支援法あるいは大規模震災復興法のような、避難措置
が実施されて以降に必要となる措置の乏しさを指摘してきた（21）。沖縄・南西地域
での検討の推進はこの問題の存在を更に浮き彫りにしている。
　また、たとえ政府が早期の事態認定を行えたとしても、それだけで住民が避難
できるわけではない。太平洋戦争の際に南洋諸島や沖縄からの住民避難が進まな
かった理由の一つとして挙げられているものに、避難先での生活保障があった。
この点を踏まえれば、具体的被害が発生していない武力攻撃予測事態の段階で避
難を開始・完了させるためには、避難以降の生活の見通しについて具体的なイメ
ージを提示できるよう中長期的な観点からの準備が不可欠である。そして、中長
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期的に必要となる支援は既存の制度だけでは提供できないことも想定される。そ
のため、既存制度の拡張や新規制度の導入などを含めた柔軟な対応を想定してお
く必要がある。これは極めて多岐にわたる話題だが、一例を挙げるとすれば、福
島原発事故の際に見られた特例事務の導入（就学案内など本来は住民票に紐づいた行政
サービスを住民票の移転がなくとも避難先自治体で提供できるようにした措置。福島事故では

法を新規に制定して実施した。）などが一案として考えられる。
　沖縄・南西地域に限らず、国民保護に関する検討では、しばしば「残留者」が
論点となることがある。本稿では、「残留者」を「継続的に戦闘が発生している
地域になお残留している住民ら」と説明したが、現在の国民保護法において、い
わゆる「残留者」の保護に関して特別な規定は存在しておらず、したがって、そ
もそも「残留者」を指す言葉も定義も示されていない。このことは、現在の国民
保護法が定める諸措置が、継続的に戦闘が発生しているいわば「戦場」とそれ以
外の地域を区別していないことを意味している。他方、国民保護法では、第 22

条などにおいて国民保護措置に従事する者の安全確保への配慮が求められている。
とすれば、少なくとも制度上は、残留者への対応（避難誘導や安否確認等）のために
自治体職員らを戦闘が発生しているような地域に残留させることまでは求めてお
らず、その結果、より危険な場所に残されている残留者に対する国民保護措置は
相対的に限定的なものになってしまう。無論、そのような状況が発生しないよう、
武力攻撃に関しては武力攻撃予測事態が規定され、事前の避難が追求されている
が、それでもなお、残留者が発生することは懸念される。戦闘地域を含む武力紛
争下での文民保護に従事する赤十字国際委員会（ICRC）などの国際機関との連携や、
安全地帯等の設定など、国際的に認められた措置について国民保護の中で位置付
け等を明確にする必要がある。

（2）緻密なリスクコミュニケーションの重要性

　既述の通り、国民保護については、政府による事態認定を経て各種措置が実施
されることとされている。この中には、例えば、警報の地域や要避難地域および
避難先地域の指定、救援措置を講じるべき自治体の指定などが含まれている。敢
えて指摘すれば、沖縄県、特に先島地域が要避難地域となるかは、ひとえに政府
が事態認定に至った情勢による。それでも、昨今の社会情勢から、先島地域が要
避難地域に指定されることについては、一定の蓋然性を認めうるが、避難先地域
となった場合、現時点で特に地域を指定するに足る根拠はなく、また制度的にも
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そのようなことはできない。
　それでもなお、九州・山口各県を対象に先島地域からの避難者受け入れを前提
とした計画検討が行われている理由は、国民保護法制定以来、避難者の受け入れ
や支援に関する具体的検討が、政府をはじめ、いずれの自治体においてもほとん
どなされていなかったことから、早急に知見を取りまとめる必要性が生じている
からに他ならない。
　他方、「受け入れ先」とされた地域での具体的検討が進めば進むほど、その地
域は、半ばなし崩し的に「避難先地域」として認識されていくことになる。しか
し、上記の通り、避難先地域とは事態認定に際して安全性の観点から指定される
べきものであり、受け入れについて具体的な検討が進んでいる地域であること
は、望ましくはあっても、前提条件となるものではない。将来、不幸にして国民
保護法に基づく避難措置を実施しなければならなくなった際に、無用の混乱を避
け、着実な避難を実施するためにも、現在行われている検討が如何なる文脈でな
され、将来ありえる実際のオペレーションとはどのような関係にあるのか、関係
者間のみならず、広く国民全体に対する丁寧なコミュニケーションが必要である。
また、ここまでの国重点訓練や沖縄県での検討では、十分な安全が確保されてお
り、航空事業者や船舶事業者については、平素と同様に業務が可能であることを
前提にしている。しかし、国民保護法に基づく避難に必要な事態認定（基本的には
武力攻撃予測事態の認定）は、それ自体が日本側から状況をエスカレートさせること
になりかねず、検討の前提を崩すことにもなりかねない。そのため、安全な避難
の実現とエスカレーション抑制を両立するために国内外との戦略的コミュニケー
ションが不可欠となる。それは、具体的には、対処基本方針などにおいて、制約
の多い島嶼地域での住民避難の特殊性を説明し、軍事的な活動を含めた日本側の
事態への対応について高い透明性をもって示すことで国際社会の支持を勝ち得る
よう努力するとともに、政府首脳と指定公共機関の経営陣との間といったハイレ
ベルでのリスクコミュニケーションによって輸送時の適切な安全確保や補償など
について合意を図り、現在検討されているような避難オペレーションを着実に実
施できるようにすることである。
　これらの戦略的コミュニケーションやハイレベルなリスクコミュニケーション
も、国民とのコミュニケーション同様、緊急時に至ってから取り組んでいては必
要な成果が得られない性質のものである。政府において、事態認定のタイミング
やその際の言説について平素から検討を重ねると同時に、現在は欠落している首
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相をはじめとする政府首脳部と指定公共機関の代表や有識者が議論を交わせる場
（例えば、防災における「中央防災会議」に相当するような、会議体）の制度化などを検討
する必要があろう。

お わ り に

　ここまで、本稿では、沖縄・南西地域での国民保護をめぐる取り組みについて
論じてきた。地元自治体では、人手やノウハウなどの不足に課題感を持ちつつも、
政府の主導のもと、現在までに、急速に検討を進めてきている。ただし、前節で
課題点として指摘した通り、そうした取り組みの意味や、実際の措置との関係な
ど、地域との共通認識が不十分なまま施策が進められている面が否定できない。
専守防衛を国是とする日本にとって、国民保護とは、巻き込まれた戦争から社会
を守り、「戦後」に社会を継続するための手段であり、本稿で指摘した通り、そ
の戦略的意義は極めて大きい。厳に慎むべきは、過去にはしばしば論じられてき
たように、国民保護を、防衛作戦にあたって自衛隊等が十全な作戦環境を得るた
めの手段として捉えるような観点である。その意味で、太平洋戦争末期の沖縄戦
における住民の犠牲拡大について、軍の作戦第一主義を指摘した原剛の指摘には
重いものがあり、その沖縄・南西地域において、国民保護に関する検討が進む現
在、改めてその指摘を想起する必要がある（22）。
　そこから敷衍して、国民保護とは、戦争における一つの「手段」である以上に
「目的」に属する性質のものであることを指摘して、本稿のまとめとしたい。
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沖縄返還交渉の制度的与件	
―在日米軍の「内規」と国連軍地位協定―

川 名 晋 史

は じ め に

　本稿は沖縄返還交渉の過程で米軍基地をめぐる米国側の交渉態度の与件となっ
ていたと考えられる 2つの法制度上の問題を考察する。
　一つは、在日米軍基地司令部がもっていた施設・区域の運用に関する「内規」
である。それは条約や協定のようなかたちで公表されない軍内部の訓令や規則、
あるいはポリシーレター（policy letter）の集合である。沖縄返還協定交渉が大詰め
を迎えていた 1970年 6月、在日米軍基地の返還と残置に関する重要な内規が策
定されている。
　いまひとつは、返還後の沖縄における国連軍基地の指定問題である。それは制
度的には国連軍地位協定によって規律される。返還後の在沖米軍基地に国連軍地
位協定が適用される可能性が出てきたことで、この問題が浮上するのである。こ
こでいう国連軍とは 1950年 6月勃発の朝鮮戦争を機に結成された多国籍軍とし
ての朝鮮国連軍のことである。その後方基地が日本にあり、2024年 5月時点で
は日本本土では横田、座間、横須賀、佐世保、そして沖縄では嘉手納、普天間、
ホワイト・ビーチが国連軍に提供されている。このうち、沖縄の 3基地が国連軍
に供されることが決まったのが 1972年 5月 15日、すなわち施政権返還の日で
ある（1）。沖縄の 3基地の国連軍基地指定をめぐる交渉は、施政権返還交渉と並行
して進められた。当初、米側の検討過程では 7つの基地が候補に挙がったが、最
終的に 3基地（嘉手納、普天間、ホワイト・ビーチ）が指定される。
　これらの問題は膨大な蓄積のある従来の沖縄返還交渉の研究では十分な考察が
行われていない（2）。しかしながら、両問題は沖縄返還交渉における米側の交渉態
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度、とりわけ米軍
0 0

基地の残置に関する意思決定に重要な影響を与えていた可能性
があるものである。加えて、国連軍の 3基地に関しては、そこでの指定が今日
にいたるそれら基地の固定化に直接・間接の影響を及ぼしていることも推察され
る（3）。国連軍基地の運用、なかんずくその整理・統合の問題は、日米間の交渉だ
けでなく、日本と国連軍地位協定を締結する諸国にまたがって交渉しなければな
らない政治的コストの高い事項だからである。そうであれば、その決定過程と基
地の戦略的位置付けを考察することは、現在の沖縄における米軍・国連軍基地の
運用のあり方とその構造を理解するうえで意義があろう。そこで本稿は、沖縄返
還交渉のいわばバックエンドで作動し、米側の意思決定を制御していたと考えら
れる上記 2つの問題を考察する。

1．在日米軍の「内規」

　1971年 6月 17日、日米両政府は沖縄返還協定に署名した。それに向けた日米
間の実務者協議が本格化していた前年の 70年 7月 31日、在日米軍司令部は日本
における米軍基地の運用原則を定めたポリシーレター、「不動産管理」を司令官
らに送付した（4）。ポリシーレターは米軍内部でガイダンス（guidance）、命令（orders）、
指令（directives）、およびプロセス（processes）等と並ぶ行政文書である。本稿はこれ
を便宜上、内規とよぶ。
　在日米軍参謀長ウェスリー・フランクリン（Wesley C. Franklin）陸軍少将名で発出
されたこの内規は、施政権返還後の沖縄を含めた日本の米軍基地の使用、維持、
返還にかかる詳細な運用指針を定めたものである。まず、その外形から確認しよ
う。

（1）入れ子構造

　内規の法制度上の根拠として挙げられているのは、関連する計 12の条約、協
定他である（図 1）。そこには日米安全保障条約（及び日米地位協定）のみならず国連
軍地位協定、米太平洋軍司令部通達、在日米軍内部の従前の訓令等が含まれる。
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図 1　在日米軍基地の運用を規定する法制度（1970 年 7月時点）
1.  日米安全保障条約第 6条（及びその実施にかかる日米地位協定・筆者追記）
2.  国連軍地位協定
3�.  �CINCPAC INST 003020.2 (series) (secret), Command Relationships in the Pacific Command 

(PACOM)

4.  CINCPAC INST 11011.1 (series), Real Estate

5.  USFJ Policy Letter 0-1, U.S. Forces, Japan Coordination Policy and Command Relationships

6.  USFJ Policy Letter 91-1, Coordination and Control of Waste Disposal Systems at USFJ Facilities

7�.  �USFJ Policy Letter 93-1, Coordination of Construction and Maintenance at USFJ Facilities 
(RCS: USJ-DJ-59)

8.  USFJ Policy Letter 50-1, Training Areas.

9.  USFJ Policy Letter, 110-4, Judge Advocate General Activities. 

10.  USFJ Policy Letter 355-1, Security of U.S. Forces, Facilities.

11.  USFJ Policy Letter 400-11, Japanese Movable Property.

12�.  �USARJ Reg 735-6, Property Accountability, Japanese Movable Property used by U.S. Forces, 
Japan.

　出典：Policy Letter Number 87-1, pp. 45-46.

　ここから分かるように、在日米軍からみたときの基地の運用ルールは入れ子に
なっている。日米安全保障条約や国連軍地位協定のような公表された取り決めだ
けでなく、軍内部の非公表文書によって全体が構成されている。日本側からみれ
ば、基地の運用をめぐる米側の交渉カードは公表／非公表の二層のルールで裏書
きされている。ゆえに米国側の手の内を知るのは容易ではない。

（2）タイミング

　内規が策定されたタイミングも重要である。第一に、すでに知られている外務
省作成の非公開文書「日米地位協定の考え方」（以下、「考え方」）が起草されたのは
1973年 4月のことである（5）。同「考え方」は、日米地位協定の運用に関する公
式見解、国会答弁、条文解釈などを根拠に積み上げた日本側にとっての「執務上
の基本的資料」である。「考え方」が作成された背景には、外務省内に施政権返
還後の沖縄に日米安全保障条約／日米地位協定が適用されることで生じる問題点
を整理しておきたいとの認識があったとされる（6）。
　外務省はこの「考え方」の原版を「保有していない」としているが、83年 12

月に作成された「増補版」については存在を認めている。ただし「情報公開法第
5条第 3号の規定により、他国との信頼関係が損なわれるおそれがあって提供で



2024 年 9 月 32

きない」との理由で開示されていない（7）。
　原版であれ、増補版であれ「考え方」は在日米軍基地の運用にかかる日本側の
内規に相当するものである。作成されたのは、米側が内規を策定した 3年後であ
り、両者のあいだには何らかの相関が推察される。米側の了解なく、日本側が一
方的に米軍
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基地の運用に関する内規を策定したとは考えにくいからである。日本
側の内規は米国側のそれと平仄を合わせていなくては、むしろ実務において支障
をきたすことになる。したがって、少なくとも日本側には、先行して作成された
米側の内規を参照する機会があったか、あるいは合同委員会等での協議、確認を
経ていたと考えるのが合理的だろう。
　第二に、沖縄返還交渉との関連である。米側の内規は沖縄返還協定の実務者協
議が進む中で策定されている。時系列的には、まず 69年 6月、愛知・ロジャー
ズ会談にて沖縄返還に向けた協議を開始することで一致する。その後、同年 11

月の佐藤・ニクソン会談にて 72年の沖縄返還合意が交わされる。そして翌 70年
2月には、ニクソン・ドクトリンにより在日米軍基地の整理・統合が打ち出され
る。71年 6月 17日には沖縄返還協定の調印に伴って、いわゆる「施設・区域に
関する了解覚書」が交わされ、計 88ヶ所の米軍基地が返還後の沖縄に残される
ことが確認される（8）。
　より仔細にみれば、69年末から 70年夏にかけて、沖縄返還協定の作成準備が
日米の実務者間で集中的に進められている。69年 10月には、米軍沖縄返還交渉
チーム（USMILONT）が発足し、12月からは既出のフランクリン在日米軍参謀長と
小幡久男防衛事務次官が返還後の沖縄における基地構造について会合をもってい
る。それと並行して、在日米軍と統合幕僚会議のあいだで米軍と自衛隊の基地の
共同使用についての協議が重ねられている（9）。そして、米側が内規を策定した直
後の 70年 8月 12日、外務省は沖縄返還協定の起案に着手する（10）。
　加えて、この時期は沖縄返還交渉と連動して進められていた日本本土における
基地の整理・統合のプロセスとも重なる。米国防総省は三沢、横田、板付、厚木、
横須賀等の基地の削減に着手し、本土の基地機能及び部隊の一部を沖縄に移転す
る（11）。この本土での整理・統合計画が日米間で合意をみたのは、70年 12月 21

日である。国防総省が計画を最終的に確定したのはその直前の 11月 16日である。
そして、それに先行するかたちで軍内部にて計画が確定に向かうのが 8月から
10月にかけてである（12）。内規が発出された 70年 7月が、沖縄を含めた在日米軍
基地の運用をめぐる米側の意思決定過程において重要な局面にあったことがわか
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る。
　沖縄返還交渉にせよ、日本本土での基地の整理・統合計画にせよ、焦点となっ
ていたのは基地の再編にかかる米軍側の条件と手順、そして日米の費用分担を含
めた責任の所在である。沖縄に関していえば、返還後の在沖米軍基地をめぐる実
務上の諸課題は手続き上、日米合同委員会に移されることになる。さらに、沖縄
に国連軍基地を置くとなれば、国連軍地位協定が定める合同会議の管理下にも入
る。内規はそうした変化を踏まえて策定されたものであり、後の基地をめぐる日
米交渉における一つの参照点となったと考えられる。

2．基地の返還

（1）施設分科委員会

　内規の主たる目的は、「日米合同委員会の施設分科委員会に米国が出席する際
の方針、手順、責任を定めること」にあり、それは具体的に次のように定められ
ている。
日本における不動産の取得、使用、維持、返還は日米地位協定、国連軍地位
協定、そして本レターの末尾に含まれる文書（図 1に示された文書のこと。筆者

注）、統合参謀本部の機密計画、国防総省および太平洋軍司令部の通達、な
らびに各種の政策、計画、そしてそれらを補足する太平洋軍司令部を構成
する諸組織が作成した文書によって規律される。本レターは（中略）、上記文
書を前提に日本における施設の運用に関する統一的な指針を示すものであ
る（13）。

　米軍基地の運用に関する実務レベルの調整は日米合同委員会で行われる。なか
でも重要な役割を担うのが施設分科委員会である。施設分科委員会は上位の会議
体である合同委員会に対して、施設及び区域の取得と返還等に関する助言を与え
るための組織である。施設分科委員会の米軍側メンバーは、在日米軍司令部の特
別命令（special orders）によって行為が規律されている。彼らが所掌するのは米軍基
地の運用のなかでもとくに政治問題化しやすい次の 5つの領域である（14）。
　すなわち、1）米国が施設及び区域を獲得または追加する際の交渉、2）米軍基
地ではないエリアを、米国が一時的に使用したり、地役権を得たり、またはエン
トリーライトを得る際の交渉、3）基地の運用条件に関する交渉、4）日本政府が
施設・区域の返還、部分的返還、もしくは在日米軍と共同使用を求めた際の交渉、
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5）在日米軍が施設・区域の返還に関する日本側への伝達、である。
　これら 5つの領域は日米地位協定第 3条、すなわち基地管理権の核心部にあた
る。基地管理権については内規でも、在日米軍は「施設及び区域内において、そ
れらの設定、運営、警護及び管理のため必要なすべての措置を執ることができる」、
「日本国内の港湾および空港へのアクセス、ならびに施設および地域間の移動の
権利が認められている」と記されている（15）。そのうえで、これらの管理権につい
ては「合同委員会による追加の合意は必要なく、また望まれるものでもない（16）」
とし、既定事項であることが強調されている。さらに、使用が認められた施設・
区域以外
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への立ち入りや移動についても、「調査や他の目的のために必要な場合
は、その権利を取得するために施設分科委員会に要請書を提出しなければならな
い（17）」とし、その可能性を留保するとともに、その適否を検討する権限を施設委
員会に与えている。
　基地の運用にかかる施設分科委員会の権限は大きく、上記 5領域に関連する事
項については、日米合同委員会の判断を待つことなく独自に検討を開始できると
されている。ただし、施設分科委員会の権限が及ぶ範囲は在日米軍司令部が有す
る権限の範囲にとどまる。この点、在日米軍司令部の権限を定めているのは、太
平洋軍司令部の通達である。図 1の文書 4、CINCPAC INST 11011.1 (series)がそ
れにあたるが、現時点では非公開である。
　内規は日本政府と在日米軍の交渉のあり方も定めている。具体的には施設・区
域に関する各種措置の調整、不動産取引および事務に関する交渉の実施、ならび
にそれに関連する在日米軍司令部の責任が規定されている。そこから分かるのは、
基地の運用にかかる米側の意思決定ラインは、日米合同委員会の外側、すなわち
日米地位協定の枠外に延伸していることである。たとえば、施設分科委員会での
協議に先行して開催されなければならない会議体として、在日米軍代表者会議が
設定されている。同会議は、在日米軍の J-4（兵站）参謀長が招集し、基地とそれ
に関連する後方支援について協議を行う。必要に応じて、太平洋軍ないし統合参
謀本部との調整を行うのも同会議である。そこで米軍内部の各レイヤー間の調整
が行われ、その結果が日米合同委員会の内側、すなわち施設分科委員会へと戻さ
れることになる。

（2）軍の保守性

　基地の運用上、とくに政治性を有する問題が施設・区域の返還である。これに
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ついては次のような指針が示されている（18）。いわく、日本の都市部では土地の取
得をめぐる競争が激しく、日本政府は米側の基地の追加要請に応じるのは容易で
はない。そのため、日米地位協定は不要になった施設を日本政府に返還すること
を義務づけているが、基地の返還手続きを行う前に、すべての軍種が現在、将来、
そして不測の事態が生じた際の必要性を十分に考慮することが不可欠である。
　つまり、一度基地を失えばそれを再び手にするのは困難であるとの認識の下、
将来の利用価値がわずかでも見込まれる場合には、返還には慎重にならなくては
ならないということである。
　このような軍部の保守的な態度については当時、米国議会でも問題視されてい
た。1969年 1月に発足したリチャード・ニクソン（Richard Nixon）政権は、先にみ
た日本本土での基地の整理・統合に取りかかっていた（19）。それに関連して、同年
2月に米連邦議会（上院外交委員会）に設置された「サイミントン委員会」は、在日
米軍基地の実態調査を行い、70年 1月にその結果を踏まえた非公開聴聞会を開
催した（20）。そのうえで、同委員会は 70年 12月に最終報告書を議会に提出、次
のように指摘した。
一旦、海外基地が設置されるとそこには生命が宿る。当初の目的が達成され
れば、新たな目的が与えられる。基地はたんに維持されるのではなく、とき
に拡張される。政府内、より端的にいえば、国務省と国防総省の内部には、
海外基地を削減・撤収しようとする自発的な動機は存在しない（21）。

　同委員会はまた、軍はつねに「緊急時の使用（contingency use）」という保険をか
けており、不要な基地までも維持しようとしてきたとして国防総省と軍部を批判、
とりわけ東京近郊の基地の削減を勧告した（22）。内規は議会でこの問題が槍玉に挙
がっていた最中に策定されているが、批判の対象だったはずの保守性がむしろこ
こで指針化されている。
　内規には基地を返還する際の日本との取引条件、すなわち代替施設の無償提供
に関するものもある。それによれば、「日本政府への情報提供のタイミングを工
夫すれば、不要になった土地を別の所要を満たせる別の土地と交換するための協
力を引き出せるかもしれない（23）」とある。つまり、不要な基地を返すことで、日
本側から別の基地の提供を引き出し得るということである。内規では、そのよう
な機会を逸しないよう、各軍の司令官に対して当該時点での、あるいは将来的に
必要と考え得る軍事的所要に関する情報を司令部に集積することが求められてい
る。
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（3）財政制約と代替施設

　上記のような米側の指針に符合する実際の事例は少なくない。同時期の事象に
限っても、たとえば日本本土の整理・統合計画では、1972年 6月末までに返還
することが決まっていた春日原住宅地区（福岡県春日市）が、それまで無関係だった
「関東計画」の一部に含まれた。いわゆる、パッケージ・ディールである。春日
原住宅地区の返還が関東計画に編入されたことで、すでに米側の費用で工事が予
定されていたはずの雁の巣空軍施設（福岡県福岡市）の建設費用を日本側が負担する
ことが決まった（24）。
　水戸射爆場（茨城県ひたちなか市）の返還問題も同様である。同射爆場は、70年 9

月の時点ですでに米軍内部ではその使用中止が決まっていた。ところが、日本側
が同射爆場の返還を強く要請していたことを逆手に取り、米側は返還に応じなか
った。水戸射爆場が交渉カードとして高い価値を有していると考えられたからで
ある（25）。しかしながら、日米地位協定上、使用実態のない基地は日本に返還しな
ければならない。そこで当時、横田基地に展開していた救難飛行部隊の訓練を水
戸射爆場で行うことで使用実態のアリバイを作っていた。そのように時間を稼い
だうえで、水戸射爆場の返還を後発の関東計画の一部に組み込んだ。それにより
日本側との交渉で優位に立った米国は、関東計画にかかる一切の費用を日本側に
負担させることに奏功した（26）。
　この問題について、内規では次のように規定されている。
日本政府が都市開発や産業開発、その他の目的のために移転を要請した場合、
米国が受け入れ可能な代替施設・区域が無償で提供されることを条件に、施
設・区域の返還に協力する（27）。

　加えて、内規にはこの問題に関する合意文書の雛形が示されている。それによ
れば、第一に、「この移転は米国政府の費用負担なしで達成される」とあり、続
いて「これには代替施設の建設費用や、旧拠点から新拠点への移転費用など、移
転に由来するあらゆる費用の支払いが含まれる」とある（28）。さらに、「すべての
代替施設は、米国政府が認める基準に従って建設または設置される」とされ、そ
こで使用される施設及びサービス（たとえば、水道、暖房、電力、下水処理、通信等）の
経費は、在日米軍司令部が普段使用する施設と同程度のものであるとの条件が付
されている。つまり、従来と相違ない環境が保障されることが移転の条件だとい
うことである。
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　実際の沖縄返還協定交渉でも、日本側の費用負担の問題は返還の条件として米
側から最初に示されていた（29）。そのため、69年 11月の佐藤・ニクソン会談に先
立ち、日米間でその大枠が合意されている（30）。実際に合意された返還協定では、
日本側が 3億 2000万ドルを米国に提供することとなり、日米地位協定上、米側
負担が義務づけられているはずの施設改善費についても日本側が負担することが
決まった。内規が示す費用負担の問題は、沖縄返還交渉のみならず、1990年代
以降にみられる沖縄の普天間基地の辺野古移設計画の推移を理解するうえでも示
唆的である。

（4）返還の公表

　仮に上記のような財政条件が整ったとしても、基地の返還が公表されるかどう
かは、別の問題である。基地の返還は政治的に敏感であるがゆえに、在日米軍司
令部はそれをいつ、どのように発表するかについての方針も定めていた。
　たとえば、施設・区域の返還に関する日米両政府の公表文書には、日米合同委
員会で公表することを了承した事項のみが記載される、とされている。つまり、
政治的に緊張を招きうる問題（たとえば、米側の地役権、リ・エントリーライト）につい
ては公表されない場合があるということである（31）。
　また、返還に関する情報を公開する場合の手順としては、まず米国から日本政
府に通知がなされる。そのうえで、在日米軍司令部が情報公開の許可を出すまで
は国民に向けた発表や、発表予定に関する告知は行わない。また、「ときには日
本政府が国内向けの発表を一切行わないよう（米側に）要請することもある（32）」（括
弧内筆者）ともある。
　それに関連して、「施設および区域の過去、現在、将来にわたる使用に関する
発言は、米政府の立場および在日米軍全体の利益に対する潜在的な影響を十分に
考慮することなく行われてはならない（33）」としている。つまり、それまでの米国
の公式発表との不整合、あるいは非公式ルートで行われる日本側との協議とのあ
いだに矛盾が生じるような、あるいは誤解を招くような発言は避けるよう指示さ
れている。そのため、各軍の司令官に対しては、日本の民間人や団体から基地の
返還や自衛隊との共同使用に関する要請があった場合には、すべての対応を防衛
施設庁に委ねることとし、日米合同委員会で承認されている場合を除いて、基地
の返還を求める人々に対して期待を抱かせるような発言を慎むよう注意が促され
ている。
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　このように、内規には基地の維持・返還に関するさまざまな規定が定められて
いるが、一部に例外が設けられている。国連軍地位協定がカヴァーする領域であ
る。具体的には国連軍司令官が在日米軍基地において国連軍としての権限を行使
する場合がそれにあたる（34）。

3．在日国連軍基地―国連軍地位協定

　1970年 7月時点で日本に連絡官を含む要員を派遣していた米国を除く国連軍
構成国は、カナダ、ニュージーランド、英国、南アフリカ、豪州、フィリピン、
トルコ、フランス、タイである。また、国連軍地位協定にもとづいて日本に設置
されていた国連軍基地は、1）横田飛行場、2）立川航空基地、3）府中航空基地、4）
キャンプ朝霞、5）キャンプ座間、6）横須賀海軍基地、7）岸根バラックス、8）佐世
保海軍基地である（35）。言うまでもなく、それらは、いずれも在日米軍基地である。

（1）国連軍基地の使用

　在日米軍基地を国連軍基地として指定するためには、国連軍地位協定第 5条 2

項にもとづき、同協定第 20条を根拠にもつ合同会議において、国連軍司令部（韓
国）と日本政府が交渉しなければならない（36）。ここでいう合同会議とは、日米安
全保障条約でいうところの日米合同委員会に相当するものであり、国連軍地位協
定の解釈及び実施に関する事項について、日本政府と国連軍地位協定を締結する
国々が協議し、合意するための機関である。しかし、内規によれば合同会議が開
催される前に、在日米軍司令部および関係する各軍司令官とのあいだで事前調整
が行われなければならない。つまり、国連軍司令部の代表性は形式的なものであ
り、実質的には在日米軍司令部が国連軍司令部に優越する場合があるということ
である。
　また、国連軍地位協定第 3条及び第 4条によれば、国連軍司令部は国連軍の要
員、船舶及び航空機の日本への出入国を事前に合同会議及び日本政府に通告する
が、内規が示すところでは、同じ情報が駐日米大使館にも共有されることになっ
ている。形式上、この問題で米国は、日本とのあいだで国連軍地位協定を締結す
る国の一つに過ぎないが、実際には合同会議をバイパスして米国政府には優先的
に情報が入る仕組みになっている。さらに、国連軍の艦船および航空機が日本に
入国する場合、それに先立って座間の国連軍後方司令部、ならびに使用が予定さ
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れる米軍基地の司令官による事前調整が行われることになっている。

（2）権利の保障

　在日米軍基地を使用する国連軍の要員には、米軍とその家族、軍属とほとんど
同等の権利が保障されている。米軍とその家族、軍属には与えられるが、国連軍
の要員には与えられない権利としては、たとえば、米国の税関免除、一部の医療
サービス、家族が通う学校の授業料免除がある。それを踏まえれば、国連軍の要
員は米軍基地内の軍用銀行で働く米国人、そして技術アドバイザー、コンサルタ
ント、歌手などのエンターテイナーとして基地で働く米国人とほぼ同じ待遇にな
る（37）。
　米軍と国連軍のこうした地位の「対等性」は、国連軍地位協定によって担保さ
れている。同 23条によれば、仮に日米地位協定の特定の条項が改定される場合、
それに対応する国連軍地位協定の条項も同水準に改められなければならない（38）。
国連軍地位協定は、日米地位協定と明示的に連動しているのである。このことが
もつ日本側からみたときの政治的意味は大きい。たとえば、他国に類例のない条
項としてときに問題視される日米地位協定第 3条（基地管理権）についても、これ
と同様の規定が国連軍地位協定側にある。国連軍地位協定第 5条 3項及び、同
合意議事録がそれである。同 5条 3項は、「国際連合の軍隊は、施設内において、
この協定の適用上必要な且つ適当な権利を有する」と規定する。そして、その具
体的な解釈を同合意議事録が補足する。同議事録によれば、それは「国際連合の
軍隊がその使用している施設を使用し、運営し、警護し、及び管理する権利を有
することを意味する（39）」ものである。これは日米地位協定第 3条の文言、すなわ
ち「合衆国は、施設及び区域内において、それらの設定、運営、警護及び管理の
ため必要なすべての措置を執ることができる」と、ほとんど同一と言ってよい。
　つまり、日米地位協定第 3条を改定する場合には、国連軍地位協定第 5条もま
た改定しなければならない可能性があるということである。そうなれば、この問
題は日米の二国間問題ではなく、国連軍地位協定を批准する英国や豪州、カナダ
等（2024年時点では日本を除く 11カ国）とのあいだの問題に転化する。第 3条を含め
た日米地位協定の改定のハードルが高いと考えられる理由の一つはこれである。

（3）国連軍地位協定の沖縄への適用

　沖縄返還交渉はこの国連軍地位協定の沖縄への適用の問題を内包していた。米
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軍統治下の沖縄では、米軍以外の第三国軍はおそらく無制限に基地に入ることが
できた。しかし、施政権返還後の沖縄において第三国軍が米軍基地を使用する場
合、その法的根拠は国連軍地位協定第 5条に見出すしかない。そのため、沖縄の
施政権が返還されたその日に、嘉手納、普天間、ホワイト・ビーチが国連軍基地
に指定された。しかしながら、この指定について日米間、そして国連軍司令部が
どのような交渉を行ったのかは従来の研究からはみえてこない。これまでの沖縄
返還交渉研究では、沖縄に新たに適用される日米安全保障条約／日米地位協定の
問題と、それに根拠づけられる米国への提供施設の問題が焦点だった。考察の対
象はあくまでも米軍

0 0

基地だったのである。
　では、一方の国連軍基地の問題はどのように処理されたのか。嘉手納、普天間、
ホワイト・ビーチが国連軍基地に選ばれたのはなぜか。米国ないし国連軍司令部
はそれら 3基地を戦略的にどのように位置づけていたのだろうか。経緯をみてい
こう。

4．国連軍基地の選定

　沖縄の施政権が日本に返還された 1972年 5月 15日、外務省にて日米合同委
員会が開催された。そこで、計 88ヶ所の沖縄における施設・区域が米国に提供
された。その直後に開催されたのが、国連軍の合同会議である（40）。

（1）合同会議

　合同会議は次のようなメンバーで構成されていた（41）。国連軍の代表者はリチャ
ード・リー（Richard M. Lee）米陸軍少将とジェームズ・マイルス（James S. Miles）米
陸軍大佐である。この他、米軍からは、マイルス（兼任）を含む 5名（陸軍 3名、海

軍 2名）が出席している。また、後方司令部の連絡官として豪州から 5名（空軍 2名、

海軍 1名、陸軍 2名）、カナダから 2名（空軍 2名）、フランス 4名（空軍 1名、陸軍 2名、

海軍 1名）、ニュージーランド 1名（文官）が出席した。日本側の代表者は、吉野文
六・外務省アメリカ局長であり、副代表として、島田豊・防衛施設庁長官が入っ
ている。このほか防衛庁、農水省、法務省の担当者を含め、計 10名のメンバー
が出席した。
　手続き的には次のような手順を辿った。まず、国連軍側から嘉手納飛行場、ホ
ワイト・ビーチ地区、普天間飛行場を国連軍基地として使用できるよう日本側に
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要請がなされ、日本政府はそれに同意した。そのうえで、日本政府は米国に対し
て、かような日本政府の同意に米軍が同意するよう要請し、米側が同意した。こ
れにより、国連軍地位協定第 5条 2項にもとづき、3つの在日米軍基地を国連軍
が使用することが決まった。
　なお、国連軍代表者であるリーは、日米合同委員会の米側代表者でもあった。
また、座間に置かれた国連軍後方司令官はマイルスだった。しかし、国連軍と米
軍は法的には独立の存在として整理されるため、上記のような手順を踏む必要が
あった。

（2）交渉の経緯

　現時点で入手できる史料に照らせば、国連軍基地の指定をめぐる交渉の起点
は 1971年 6月 5日である（42）。この日、吉野とリチャード・スナイダー（Richard 

Snyder）駐日首席公使は会談をもち、そこで施政権返還後の在日米軍基地の指定が
済み次第、日本側は遅滞なく沖縄における国連軍基地の指定に応じることに合意
した。それに関する具体的な手続きについても合意された。すなわち、施政権が
日本に返還されるその日に、あるいはそれからほどなくして、国連軍の合同会議
を開催し、そこで国連軍基地の指定に応じるというものである。これが実際に行
われたのが、既出の合同会議（5月 15日）である。
　このとき日本側は、国連軍の要請には以前から協力的であり、沖縄での基地指
定についても困難はないとの見方を示した（43）。ただし、沖縄における米軍基地の
確定作業が先であり、それが終わった後に国連軍基地の指定に関する協議が行わ
れるべきとの意向を示した（44）。また、沖縄における国連軍基地の使用目的につい
ては、合同会議に先立って説明がほしいとも伝えている。
　施政権返還後の沖縄にどの米軍基地を残すかという問題の検討と並行して、米
軍内部では国連軍基地の指定に関する検討が進められた。71年 12月 3日、リー
は在日米軍司令部の J-5（計画・戦略部門）と J-3（作戦部門）に対して、国連軍基地の
指定に関する検討を行うよう要請した（45）。このとき、在韓の国連軍司令部は、キ
ャンプ・コートニー、ホワイト・ビーチ地区、キャンプ瑞慶覧、嘉手納飛行場を、
国連軍基地の候補として挙げていた。それらはいずれも国連軍による事態対処計
画（contingency plans）の支援拠点としての使用が想定されていた。外務省の橘正忠・
アメリカ局長心得は、このときすでに、こうした国連軍側の 4基地の検討に前向
きに応じる意向を示していた（46）。しかしながら、リーにはそれら 4基地が旅団規
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模の部隊を駐留させられるかどうか不安があった。そのため、当時、広大な米軍
基地が広がっていた沖縄本島読谷村にある読谷補助飛行場を候補に加えたいと考
えていた。一方、在日米軍の参謀らは、読谷補助飛行場については沖縄側から強
い返還要請が発せられており、基地を維持するのは容易ではないとみていた。
　J-5の検討結果は 12月 22日に届いた（47）。リーが関心を示していた読谷補助飛
行場はその広さと、この時点では十分に活用されていないという理由から、沖縄
を一時的に通過する旅団クラスの部隊の事前集積拠点として申し分ない、とのこ
とだった。また、第三海兵水陸両用軍（後の第三海兵遠征軍）の宿舎が利用できるこ
とも、一定規模の部隊を一時展開させる地点として経済的に魅力的だとされた。
沖縄側からの返還・縮小の圧力はあるにせよ、国連軍基地として有力な候補にな
るとの見方を示した。ホワイト・ビーチ地区と嘉手納飛行場は、艦船及び航空機
の日本への入国拠点であり、キャンプ瑞慶覧は、大規模な部隊を展開させるポテ
ンシャルをもつと評価された。これらのことから、キャンプ・コートニー、ホワ
イト・ビーチ、キャンプ瑞慶覧、嘉手納飛行場、そして読谷補助飛行場の 5件を
沖縄における国連軍基地として相応しいと結論づけた。
　ところが、その直後に国連軍司令部から計画の見直しが伝えられた（48）。12月
27日のことである。国連軍司令部はすでに候補としていた既出の 4基地、すな
わち嘉手納、キャンプ瑞慶覧、キャンプ・コートニー、ホワイト・ビーチに加え
て、J-5が推す読谷補助飛行場、そして牧港補給地区と普天間飛行場の 3基地を
候補としたいとの意向を伝えたのである。そのうえで、在日米軍司令部に対し、
それら計 7件を国連軍基地として提供できるよう、駐日大使館と外務省とのあい
だで調整を始めるよう要請した。ここにきて、はじめて普天間の名前が登場する。

（3）基地の機能

　国連軍司令部は沖縄の国連軍基地を次のように位置づけていた（49）。まず、国
連軍として、平時に同部隊を日本ないし沖縄に駐留する予定はない。しかし万が
一、韓国において敵対的な事象が生じた場合には、国連軍司令部は日本政府に対
し、関連する国際協定（国連軍地位協定、吉田・アチソン交換公文、吉田・アチソン交換
公文等に関する交換公文）に沿って国連軍が行う軍事作戦を適切に支援することを期
待する。日本の外務省は「兵站」という言葉の定義に、部隊の一時的な宿営や訓
練を含んでいない（50）。なぜなら、在日国連軍のための「施設」は、韓国における
国連軍のための「十分な兵站上の援助（adequate logistic support）を与えるための必要
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な最小限度」のものに限られるからである。それが、国連軍地位協定の合意議事
録が定めるところである。
　しかしながら、他方で合意議事録は「施設」が意味するものとして「国際連合
の軍隊が訓練場を必要とするときは、その訓練場を含む」と定めている。さらに、
1960年 1月に「吉田・アチソン交換公文等に関する交換公文」を交わしたこと
で、吉田・アチソン交換公文（51年 9月 8日）の有効性は、この時点でも揺るがない。
つまり、吉田・アチソン交換公文が規定する日本側の支援、すなわち「国際連合
加盟国の軍隊が極東における国際連合の行動に従事する場合には、当該一又は二
以上の加盟国がこのような国際連合の行動に従事する軍隊を日本国内及びその附
近において支持（support）する（51）」は、なおも生きている。それゆえ、国連軍が日
本に一時的であれ駐留する（あるいは、宿営する）こと自体は、仮に近年それが行わ
れていないからといって、国連軍基地の目的として相応しくないわけではないと
考えていた。緊急事態における将来的な使用の可能性（possible future use）は排除さ
れていないということである（52）。
　国連軍司令部はこのような認識を示したうえで、沖縄における国連軍の運用に
ついても、韓国で敵対行動が再発した場合の状況に依存するとして、そのあり方
に含みをもたせた。また、現時点でそれを特定するのは困難であると断ったうえ
で、有事においては訓練部隊、輸送部隊、指揮部隊、基地の管理部隊が沖縄に展
開することになるとの見通しを示した。また、日本本土の国連軍基地については
引き続き、後方司令部を東京近郊に置き続けるとする一方、不要な基地は適宜、
返還していくとの意向を示した。そしてそこで返還した基地の機能を沖縄に移転
させるつもりはないとも伝えた。

（4）施政権返還交渉との交差

　国連軍基地の指定をめぐるこれら米軍内部の動きは、施政権返還交渉の準備作
業と連動していた。沖縄返還にかかる米側の交渉体制は、駐日大使館を中心とし
たワシントンの省庁間グループ、沖縄の高等弁務官、既出の米軍沖縄返還交渉
チーム、そして在日米軍司令部によって編成されていた。そのため、たとえば
1971年 12月 29日には、在日米軍司令部内部の会議において国連軍基地指定の
問題と施政権返還交渉に矛盾がないことが確認されている。具体的には、読谷補
助飛行場を国連軍基地として指定することについて、施政権返還後の米軍基地の
指定を検討していた在日米軍司令部の J-4（兵站）が同意する手続きが取られてい
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る（53）。
　そして施政権返還がなされる直前の 72年 4月 26日、国連軍司令部は嘉手納
飛行場、ホワイト・ビーチ、普天間飛行場の 3基地を国連軍基地として指定する
ことを決定した、と在日米軍司令部に伝えた。そこに至る詳細は明らかでないが、
何らかの理由でキャンプ瑞慶覧、キャンプ・コートニー、読谷補助飛行場、牧港
補給地区が候補から外された（54）。
　国連軍司令部による決定を受けて、在日米軍司令部は米太平洋軍司令部に対し、
上の 3基地を国連軍基地として指定することを了承するよう求めた（55）。その際、
在日米軍司令部は、3基地が国連軍地位協定第 4条第 2項（すなわち国連軍の艦船と
航空機によるアクセス）に基づくものであること、そして国連軍の実戦部隊の駐留は
予定されていないこともあわせて伝えた。
　このように国連軍基地の選定過程においては、形式上は日本政府が任意の基地
を国連軍が使用できるよう米側に要請するという形をとっているものの、実際の
プロセスでは国連軍司令部と在日米軍司令部によってほとんどの決定がなされて
いた。また、この検討過程に他の国連軍参加国が関与していたことを示す資料も
見つかっていない。

お わ り に

　ここまで本稿は、沖縄返還交渉において米側の意思決定を制御したと考えられ
る法制度上の与件を考察してきた。その一つは、在日米軍司令部の内規であり、
いま一つが国連軍地位協定である。これら 2つは、とりわけ基地の残置と返還の
ような事項に関して、米側のとりうる選択肢を規定していた可能性がある。たと
えば、内規では基地を再取得することの困難性を前提として、将来の使用可能性
に傾斜をかけた評価を行うことが推奨されていた。また、返還ないし移転が決ま
った基地についてはその費用を日本側が全額負担することが規定されていた。そ
れと平仄を合わせるかのように、施政権返還後の沖縄には遊休施設を除くと、そ
れまであった基地の大半が残った。また、返還・移転にかかる費用は原則、日本
側が負担することになった。内規は沖縄返還そのものを左右した「財政取り決
め」にかかる条件を再確認するものだったといえる。
　沖縄のどこに、どの基地を残すかという問題は米軍だけでなく、国連軍の問題
でもあった。実際、嘉手納、普天間、ホワイト・ビーチは米軍基地としてだけで
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なく、国連軍基地としても維持されることになった。それらの基地は、朝鮮有事
が再発した際に国連軍が使用する兵站拠点（事前集積拠点）として位置づけられてい
た。また、基地の選定は在日米軍司令部と国連軍司令部の協議によって進められ
ていた。このことから国連軍、あるいは国連軍地位協定は手続き的にも実際のプ
ロセスにおいても、施政権返還後の沖縄における米軍基地の配置と構成に影響を
与えていたことが分かる。
　日本にいる米軍と国連軍は、法的には前者が日米安全保障条約と日米地位協定
に根拠づけられており、後者は吉田・アチソン交換公文と国連軍地位協定に根拠
づけられている。本条約が異なる以上、両者は相互に独立の存在であるというの
が法の建前である（56）。しかしながら、実際の運用において両者は密接に連動して
いた。国連軍の日本への入国や基地の使用については内規上、日本政府、あるい
は合同会議に諮る前に在日米軍司令部、そして場合によっては太平洋軍司令部等
の上位組織が了承することになっていた。この問題に関する国連軍と米軍の関係
は内規の上では並列というよりも、米軍を優越させるものだった。両者の関係性
は公表されている条約や合意からは明らかにならないものだろう
　本稿の現代的意義についても触れておこう。まず、内規については、当時のも
のがそのまま今日まで残っているとは考えにくい。行政組織における内規は適宜、
更新されていくものだからである。とはいえ、その大枠は現在も維持されている
可能性がある。というのも、入手できる比較的、近年の在日米軍司令部の通達
（USFJ Instruction 32-7, 2000年 3月 15日）には、本稿でみた内規とほとんど同様の規定
が並んでいるからである（57）。国連軍基地の運用をめぐる規定もほとんどそのまま
維持されている（58）。
　1970年代以降の国連軍の運用を示す具体的な手がかりは少ないが、実態とし
て 2018年以降、沖縄の国連軍基地の使用は増加している。その目的は、2017年
9月に採択された対北朝鮮安保理決議（国連安保理決議 2375号）にもとづく「瀬取り」
監視にあるとされる（59）。沖縄では 2018年 4月から 2022年 10月にかけて、英国、
豪州、フランス、ニュージーランド、カナダが国連軍の立場で、普天間と嘉手納
を計 23回使用した（60）。米国はそれらの第三国を「国連軍派遣国」と明確に位置
づけており（61）、2018年 1月には、事実上の国連軍会合ともよべる外相会議を招
集している（62）。中国はこうした動きを、対中抑止と訓練拡大の口実とみており（63）、
2023年 10月には嘉手納基地から台湾海峡上空までを飛行していたカナダ軍哨戒
機に対して中国軍戦闘機がフレアを発射した（64）。本稿でみた事前集積拠点として
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の沖縄における国連軍基地としての役割が顕在化しつつあるようにもみえる。
　本稿の議論から明らかなように、沖縄を含めた日本の米軍基地の運用を定める
法制度は、その入れ子構造ゆえに、部分と全体の関係を系統的に理解し、その実
際の政策決定への適用のあり方を明らかにするのは容易ではない。沖縄返還交渉
の事例も基地の取り扱いに関する一部の境界条件を設定していたのは、日米安保
条約の外側にある米軍の内規や第三国を含む国連軍地位協定だった。このことは、
在日米軍基地に関する従来の政策決定過程分析の限界を示している。今後の研究
の一つの方向性は、米国の政策決定過程の下位レイヤーに蓄積される行政文書や
実務の了解事項の分析にあるだろう。

　本稿は科学研究費助成事業基盤研究（C）「在日国連軍基地の研究―日本に駐留する国連軍
と地位協定の存続をめぐる政治過程―」の成果である。
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在日米軍駐留経費を正当化する論理の	
歴史的変遷

山 本 章 子

は じ め に

　本稿の目的は、日本政府がどのような論理によって在日米軍駐留経費の負担を
正当化してきたのか、その変遷を明らかにすることにある。
　在日米軍駐留経費の日本負担に関する研究は、その起源や開始の過程を解明す
るもの（1）と現状分析（2）に大別される。日米地位協定第 24条は、在日米軍に基地・
施設を提供するための軍用地接収や借用にかかる費用を日本政府の負担とし、そ
の他の在日米軍の維持費は米国政府の負担としている。だが実際には、在日米軍
基地で働く日本人従業員の給与や在日米軍の施設整備費、光熱費なども日本政府
が負担している。先行研究では、法制上の正当性がないことから、日本が在日米
軍駐留経費の肩代わりを受け入れる際の日米交渉で米側がどのような圧力をかけ
たかに焦点が当てられてきた。
　日本の米軍駐留経費負担額は、米軍が駐留する他国と比較して突出している。
米国が 2004年に公表した米軍駐留経費の負担率も日本が最も多く 74.5％となっ
ており、イタリアの 41％、ドイツの約 33％、韓国の 40％と比べて非常に高い（3）。
これは、図 1のように国別の駐留米軍兵力数で日本がドイツ、韓国を引き離して
首位に位置することと関係している。駐留兵力数が多いことが在日米軍駐留経費
の負担を重いものとし、米側が日本に負担の肩代わりを求める主な要因となって
いると考えられよう。
　加えて、図 2のように 1970年代以降、東アジア全体の駐留米軍兵力数はヨー
ロッパを下回り、2000年代に入ると中東、ヨーロッパに次ぐ兵力数となっている。
いわば米国にとって東アジアの軍事的重要性がヨーロッパや中東と比較して相対
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図 1　国別の駐留米軍兵力数（2020 年）（4）

図 2　地域別の駐留米軍兵力数（5）
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的に低いにもかかわらず、在日米軍駐留兵力数だけが突出して高いという状況に
おいて、多額の在日米軍駐留経費を米国が負担することに米連邦議会や米世論が
理解を示すことは難しいだろう。このことも米側が日本に負担の肩代わりを求め
る要因となっていると考えられる。
　他方、日本がなぜ在日米軍駐留経費の肩代わりを受け入れたのかについては、
その開始の過程を分析した野添文彬の研究（6）をのぞいて十分に明らかになってい
ない。とりわけ、バブル崩壊やリーマン・ショックによる不況、東日本大震災復
興予算の政府財政圧迫といった日本経済の悪化をへても、なぜ経費の増額を受け
入れ続けてきたのか解明されているとはいいがたい。そこで本稿では、日本政府
がどのような論理から在日米軍駐留経費の増額に応じてきたのか考察する。
　先回りして結論を述べると、米海軍厚木基地（神奈川県）での在日米軍訓練によ
る深刻な騒音が住民に与える被害を解決すべく、日本側が訓練移転を要請したこ
とを機として 90年代以降、「住民の負担軽減」が在日米軍駐留経費の日本負担を
維持・増大させる論理となった。とりわけ「沖縄の負担軽減」は、日本経済が悪
化しても在日米軍駐留経費の日本負担が膨張し続けることを正当化した。
　本稿の構成は次の通りである。第 1節では、在日米軍駐留経費の起源と開始の
過程を概観し、同経費が冷戦終結前後には「国際貢献」という論理によってその
正当性を維持したことを指摘する。第 2節では、「住民の負担軽減」という論理
が登場する契機となった、厚木基地の米空母艦載機離着陸着艦訓練の移転経緯を
新史料を用いて明らかにする。第 3節では、「沖縄に関する特別行動委員会」報
告と在日米軍再編計画が法制上の根拠と積算根拠のない日本の経費負担を生み出
し、米連邦議会主導の再編計画見直しによってそれが是正された過程を一部、新
史料も用いて検証する。また、2010年に尖閣諸島近海で中国漁船が海上保安庁
巡視船に衝突した事件を機に、民主党政権が「中国の脅威への対応」という新た
な負担正当化の論理を採用し、その後の自民党政権も同論理を引き継いだことを
確認する。

1．「思いやり」から「国際貢献」へ

（1）起源としての沖縄返還密約

　1945年の沖縄戦から米軍占領統治下におかれた沖縄の施政権返還交渉の中で、
経済・財政上の取り決めは一貫して重要な課題であった。米国はベトナム戦争の
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最中にあって国際収支の悪化や財政赤字の膨張に苦しんでいたこともあり、佐藤
栄作内閣の要望に応えて沖縄を返還する以上は米側に財政負担を一切かけること
なく、返還に伴う財政負担を日本側が負うべきだと主張したためである（7）。
　1969年 11月、大蔵省の柏木雄介財務官と米財務省のジューリック（Anthony J. 

Jurich）財務長官特別補佐官は、沖縄返還に伴う経済・財政上の秘密の覚書を交わ
した。すなわち、日本政府は沖縄返還に伴い、次のような支払いを行うというも
のである。
・�沖縄のドルを円と交換する通貨交換について、6000万ドルまたは実際の
通貨交換額のいずれか大きい金額をニューヨーク連邦準備銀行の無利子口
座に 25年間預け入れる。

・�民生用および共同利用の資産として 1億 7500万ドル（現金による 5年間の年

賦払い）を支払う。
・�「復帰に関連する軍事施設の移転コストおよびその他のコスト」として

2億ドル（物品・役務により 7年にわたって提供）を支払う。〔筆者注：2億ドルは

その後 7500万ドルに減額され、うち 6500万ドルを「施設修繕費」として、日本側が

「物品と役務」を提供することになる。〕

・�社会保障費として 3300万ドル（基地従業員の年金などの増加分）を支払う。
　1971年 6月、愛知揆一外相とロジャーズ（William P. Rogers）国務長官との会談で、
ロジャーズは施設修繕費 6500万ドルの使途について日米地位協定第 24条の「リ
ベラルな」解釈を求めた。ニクソン（Richard M. Nixon）政権は、施設修繕費を沖縄
だけではなく日本本土の米軍基地の施設改善・修繕費用、電気水道などの維持費
用としても利用しようとしたのである。愛知がこれに応じた結果、沖縄だけでは
なく日本本土の米軍基地にも物品と役務を 5年間提供することになる。
　また、四番目の了解事項は、沖縄返還に伴い、在沖米軍基地の日本人従業員が
日米地位協定下で日本政府による間接雇用の対象となるにあたっての措置である。
沖縄の基地従業員にも日本国内法令が適用され社会保障費の負担が発生した場合、
支払いは困難だとして、財政赤字に苦しむ米国が日本に負担させた。米軍にとっ
て、賃金はともかく、社会保険料の事業主負担分や福利厚生費、労務管理費など
は直接必要でない経費であった。
　この取り決めの背景には、日本人基地従業員の社会保障費に関する日米間の見
解の相違が存在している。日米地位協定第 12条第 5項は、基地従業員の社会保
障費については日本の法令が適用されるが、「別段の合意」がある場合は例外だ
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と定めている。しかし、条文上の「別段の合意」にあたるのは第 12条第 6項の
保安解雇の規定にかんするもののみ、という日本の解釈に対して、米側は基地従
業員が結ぶ基本労務契約も「別段の合意」にあたり、日本の労働法令を遵守する
必要はないと主張してきたのである（8）。
　柏木・ジューリック覚書における施設修繕費の使途および日本側の社会保障費
負担は、1978年以降本格化した日本政府による在日米軍駐留経費負担の起源に
なったといわれる（9）。

（2）「思いやり予算」誕生と項目拡大

　1977年に発足したカーター（Jimmy E. Carter）政権は当初から、インフレや失業
率の上昇によって悪化していた米国経済の立て直しのために国防費削減を目指
し、アジアにおける米軍プレゼンスの効率化に取り組んだ。その一環として同盟
国による負担分担の増大を目標とし、国内の物価が上昇している日本に対しては、
1978年末までに在日米軍基地での米国の労務費への日本側のより大きな財政上
の支援を引き出そうとした。当時、在日米軍は基地従業員の削減を進めていたが、
にもかかわらず 1968年には 1億 4300万ドルだった労務費は 1975年には 4億ド
ルへと増大していた。
　1977年 3月の日米首脳会談で、カーター大統領は福田赳夫首相に対し、在日
米軍基地の日本人従業員の費用が急激に上昇して米国議会でも問題になっている
と指摘、その一部を日本側が分担するよう要請する。福田は、現在の日米地位協
定の条件を超えることはできないが、地位協定の枠内で米側を支援する「方法と
対策」を探す準備があると応じた。
　外務省は当初、労務費を日本側が負担することは日米地位協定上困難だとして、
米軍基地のある岩国・三沢などに在日米軍の住宅を建設することで米側の負担を
相殺するという代替案を提案した。他方、対米発言力の増大を狙う防衛庁・防衛
施設庁は労務費の負担分担に前向きであり、沖縄などで基地従業員の大規模解雇
による混乱が生じていたことに対処する観点からも積極的に検討した。
　外務省と防衛施設庁、内閣法制局が検討した結果、日本政府は日本人基地従業
員の福利厚生費の負担であれば地位協定上可能だと判断した。日米合同委員会は
1977年 12月、日本人基地従業員の労務費のうち 61億 8600万円（当時の米ドルで
約 2500万ドル）を、日本側が負担することで合意した。
　米側は重ねて 1978年 4月、ラヴィング（George G. Loving）在日米軍司令官が丸山
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昇防衛次官らを訪れ、円高ドル安で基地外に住む在日米軍人の家賃が上昇し基地
内に住宅などを建設する必要があるとして、在日米軍駐留経費の負担増大に対す
る支援を要請した。金丸信防衛庁長官は米国のアジア関与縮小への懸念や、安全
保障問題における自身の政治家としての影響力増大という動機から、「日本側が
思い切ったテコ入れをしないと、在日米軍は財政面でパニック状態になってしま
う」として、「思い切った増額」の検討を指示する。外務省も施設費の引き受け
は代替施設の建設に限るとした 1973年の「大平答弁」を修正。大平答弁は「在
日米軍の（施設などの）新規提供を禁じたものではない」という新たな見解が、同
年 6月の衆議院内閣委員会で亘理彰防衛施設庁長官によって述べられた。
　米側は、施設費のみならず労務費についてもさらなる分担を要求する。そうし
た中で 6月末の参議院内閣委員会では、金丸が有名な「駐留経費の問題について
は〔中略〕「思いやり」の立場で地位協定の範囲内でできる限りの努力を払いたい」
という答弁を行う。7月には日米地位協定第 24条について新見解がまとめられ、
日本政府は施設の新築のための費用を引き受けることができ、労務費負担も国会
承認があれば可能とされた。1978年 12月、日本政府は約 280億円の施設費と労
務費を負担することを決定した（10）。日本人基地従業員の福利厚生費や管理費に加
えて、新たに格差給や語学手当等も日本側の負担となった。
　その後も米国の不況や円高を背景とした米国からの増額要請が続き、日本政府
は「対象、期間も限定された暫定的かつ特例的措置」として特別協定を結ぶこと
で負担増に応じることになる。
　1981年 5月に訪米した鈴木善幸首相を迎えたレーガン（Ronald W. Reagan）大統領
は、首脳会談後の日米共同声明に、日本が「在日米軍の財政的負担を軽減するた
めなお一層の努力を行うよう努める」という一文を入れさせた。レーガン政権は
施設費の増額に加え、日本人基地従業員の給与の全額負担、米軍基地の光熱費お
よび水道料金の日本負担などを求めていく。日本政府は施設費の増額には応じた
が、日米地位協定の解釈上、基地従業員の給与や光熱水料の日本側負担は困難だ
という見解を繰り返した。
　しかし、1985年 9月、先進国 5カ国がドル高是正のために為替市場への協調
介入に合意した「プラザ合意」が成立すると、円で支払われる基地労働者の給与
は円高の影響で米側に年間 2億ドルの負担増大をもたらす。翌 86年 9月、ブッ
シュ（George H.W. Bush）副大統領は訪米した栗原祐幸防衛庁長官に対し、重ねて基
地従業員の給与を中心とした日本の在日米軍駐留経費の負担増を求めた。85年
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には米国の貿易赤字 1485億ドルのうち対日赤字が約三分の一にあたる 497億ド
ルに達し、日米貿易摩擦は激化していた。中曽根康弘内閣は日米関係の悪化を避
けるため 86年末、光熱水料の負担には日米地位協定上応じられないが、給与に
ついては日米地位協定に関する労務費特別協定を締結して応じるという決断を下
す（11）。
　1987年 6月に発効した最初の特別協定で、日本側は日本人基地従業員の調整
手当、扶養手当、通勤手当、住居手当、夏季手当、年末手当、年度末手当および
退職手当の計 8種類の経費二分の一に相当する金額を限度として、負担すること
に同意した。日本側はこの労務費特別協定をあくまで暫定的な特例措置とし、有
効期間を 86年度から 5年間とした（12）。

（3）「国際貢献」と在日米軍駐留経費の交錯

　1987年に浮上したペルシャ湾の安全航行問題は、米政府の財政事情への配慮
という初期の論理とは異なる、「国際貢献」の一環としての在日米軍駐留経費負
担という新たな論理を登場させた。
　1980年に勃発したイラン・イラク戦争において、両国は互いの戦争継続能
力を奪おうとペルシャ湾を航行するタンカーに攻撃を行った。そのため米国は
1987年に入るとペルシャ湾に艦船を派遣したが、同年 5月にペルシャ湾で米軍
艦がイラク軍に攻撃されると、米議会を中心に、安全航行確保のため日本や欧州
の同盟国に応分の軍事的役割を担わせるべしとの機運が高まった。レーガン政権
は 9月、中曽根康弘内閣に対して「目に見える貢献」を求め、①自衛隊の掃海艇
派遣、②米海軍の追加的作戦費用の半分の分担（年間 1億ドル）、③米軍艦の修理費
用分担、④在日米軍経費負担の大幅増額という選択肢を示す（13）。
　加藤博章によれば、レーガン政権は日本の掃海艇派遣が困難であることを理解
していたため、一義的には財政的支援を望んでいたという（14）。実際、米側は 10

月の日米防衛首脳会談で別途、安全航行援助のための電波システムへの協力を打
診。日本政府はこれを受けて資金面に限る「ペルシャ湾における自由安全航行確
保のための貢献方針」を発表し、在日米軍経費の負担増方針も示した（15）。
　1988年 3月、竹下登内閣は労務費特別協定の改正を決定、労務費の日本負担
の上限を緩和することとした。調整手当など 8種類の手当は経費の二分の一から
「全部または一部」に上限が改められ、同年には 50％だったものが 89年には 75

％、90年には 100％負担することになる（16）。
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　1989年から日米貿易不均衡の是正を目的とした日米構造協議が始まると、米
議会の日本に対する負担分担要求は強硬なものとなった。米議会は同年 11月、
翌年度の国防歳出法案との関連で在日米軍駐留経費のうち直接経費の負担を日
本に要求する決議を採択した。この問題を担当するために国務省に新設された
防衛分担大使が翌 90年 6月に来日、駐留経費のうち円建て部分の全額負担を日
本側に要請する。円建て経費には日本人基地従業員の労務費、光熱水料、電話
料金、廃棄物処理経費、艦船修理費などが含まれていた。アマコスト（Michael H. 

Armacost）米国駐日大使も講演で、在日米軍駐留経費の全体の約半分を日本側が負
担するよう求めた（17）。
　しかし、1989年 12月に米ソ首脳が冷戦終結宣言を行ったことで、日本国内で
は日米安保ひいては在日米軍基地の存在意義が揺らいでいた。90年 4月 9日の
衆議院予算委員会では、公明党の市川雄一書記長が防衛予算の三年間凍結や日米
安保体制の縮小を提案する（18）。金丸信も同年 7月、日本戦略研究センター委員会
で「来年度の〔防衛〕予算は今年度と同じでいい」と発言している（19）。しかも、当
時の自民党はリクルート社から同党の複数議員への贈賄に関して野党やメディア
から厳しい批判を浴びており、首相は弱小派閥出身で派閥の長でもない海部俊樹
であった。このような政治状況では、在日米軍駐留経費のさらなる負担増を実現
するのは困難だった。
　潮目が変わったのは 1990年 8月のイラクによるクウェート侵攻である。小沢
一郎自民党幹事長を中心に「国際貢献」の重要性が強調され、米側の圧力も新た
な段階に入ったことが在日米軍駐留経費増大に大義名分を与えることになった。
　同年 9月末に訪米した海部俊樹首相は、ブッシュ大統領から湾岸危機と関連す
る案件として在日米軍駐留経費があると切り出され、91年に「一層の増額を実
現できれば米連邦議会に対するよい印となる」と要請を受けた。日米首脳会談直
前の 9月 12日には、米下院が在日米軍駐留経費の全額を日本政府に負担させる
ことを求める、91会計年度国防歳出権限法案の修正条項を可決。日本側が応じ
ない場合、在日米軍の兵力を毎年度 5,000人ずつ減らすことを提案していた。海
部首相は、当時策定中だった中期防衛力整備計画の中で「最善の努力を払う」と
応じる（20）。
　同年 12月に決定された新中期防衛力整備計画には、「日米安全保障体制の円滑
かつ効果的な運用に資するため、在日米軍駐留経費負担に関する新たな措置を講
じる等、在日米軍駐留支援のための各種政策を引き続き推進する」ことが盛り込
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まれた。また、同日の内閣官房長官談話で、基地労働者の基本給や光熱水料の日
本側負担を翌 91年度から段階的に引き上げ、中期防衛力整備計画最終年度の 95

年度に全額を負担する特別協定を、米国との間で締結することが発表される。91

年 1月に署名された 5年限りの在日米軍駐留経費特別協定は国会で承認され、以
前締結された労務費特別協定は有効期間の終了を待たずに失効する。
　新協定では、失効した労務費特別協定で日本が負担していた調整手当等 8種類
に加え、日本人基地従業員の基本給および時間外手当と船員関係の諸手当が新た
な対象となり、計 44種類の給与支払い経費の全額または一部を負担することに
なる。加えて光熱水料の全額または一部も負担することが決められた。なお日本
側は、米側から要求された電話料金や廃棄物処理経費については応じなかった（21）。

2．「住民の負担軽減」論理の登場

　1973年に米海軍横須賀基地（神奈川県）が米空母の母港とされたころから、三沢
基地（青森県）と米海兵隊岩国飛行場（山口県）で米空母艦載機離着陸着艦訓練（FCLP。

夜間訓練は NLPとも呼ばれる）が問題化した。FCLPとは戦闘機が陸上の滑走路で行
う空母着艦の模擬訓練で、滑走路進入後ただちにエンジンを全開にして再離陸、
急上昇をくり返すので長時間にわたり耳をつんざく轟音が発生する。夜間に海上
に停泊する空母に安全に着艦できるよう、パイロット一人あたり 45分間の夜間
訓練を最低 4回行う義務がある。約 60機の戦闘機が空母出港前に集中的に行う
FCLPは日中から場合によっては深夜 3時頃まで続く。
　1982年に厚木基地で夜間の FCLPが始まると、基地周辺の自治体は日本政府
に対して訓練の移転を強く求めていく。また、周辺の都市化によって厚木基地は
訓練時間や利用できる艦載機の数が限られ、訓練に適さないという米軍の事情も
あり、米側も 1982年の日米安全保障高級事務レベル協議や翌 83年 8・9月の日
米防衛首脳会談にて、関東地方等で代替地を急いで探すよう日本側に要請した（22）。
　そこで 1983年 9月には、防衛施設庁が伊豆・小笠原諸島を移設先候補に挙げ
る。だが、海上自衛隊航空基地のある硫黄島を視察した在日米海軍関係者は、同
島が厚木基地から遠距離にあるとして検討対象にしなかった。折しも同月に火山
噴火が発生した三宅島では、12月に村議会が夜間の FCLP受け入れを前提とし
た空港誘致意見書を可決、中曽根首相と谷川和穂防衛庁長官に提出する。そこ
で中曽根首相は 1985年 2月、国会答弁にて夜間 FCLPの三宅島移転を希望する。
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この前月には、レーガン大統領やアーミテージ（Richard Armitage）国防次官補が代
替訓練場の確保を強く要請していた。
　ところが、三宅島村議会の意見書は住民への事前説明なしに、村長不在の中で
東京都とも事前協議を行わずに可決されたものであったため、ただちに大多数の
住民が反対の意思表明を行い、1984年 2月の選挙をへて村議会の圧倒的多数を
反対派が占めることになる。日本政府は地元の反対と米側の要請との間の板挟み
となった。1986年 2月には自民党が 700億円以上の三宅島振興開発計画を取り
まとめたが、住民の反発を強めただけで説得に至らなかった（23）。
　これまでの研究では明らかになっていなかったが、このような状況で、米政府
は公明党が三宅島の住民を説得する役割を果たすことに期待を寄せていた。公明
党に対する米側の働きかけは、レーガン政権が横須賀基地を母港とする空母ミッ
ドウェイの艦載機の訓練場所確保をいかに重視していたのか示している。
　1986年 3月、アーミテージは竹入義勝公明党委員長との会談を控えているワ
インバーガー（Caspar W. Weinberger）国防長官に対し、次のようなメモを提出した。
公明党は 1980年代を通じて、中立主義からやや保守寄りの立場に転換した。
1984年には栗原防衛庁長官はあなた〔注：ワインバーガー〕に対して、公明党は
三宅島で訓練の問題を解決することに批判的だと言ったが、竹入委員長はそ
の後、米国への「お土産」として三宅島の問題に協力する方向に傾きつつあ
るようだ。公明党執行部とマンスフィールド駐日大使、自民党執行部（二階堂
進副総裁と加藤紘一防衛庁長官含め）はみな、あなたが竹入委員長に会うよう要
望している。ガストン・シグール国務次官補（東アジア太平洋担当）と矢崎新二
防衛事務次官を通じて、加藤はあなたが竹入に三宅島移転の支援を求めるよ
う強く要請してきた。会議では〔中略〕訓練と三宅島移転の竹入の協力の重要
性をこの上なく強調すべきだ（24）。

　当時、公明党は竹入訪米をきっかけに防衛費の国民総生産（GNP）比 1％枠の撤
廃といった、中曽根内閣の新たな防衛政策方針を支持するのではないかと見られ
ていた。同党は 1985年末の大会で自民党など保守勢力との「大胆な連合」を打
ち出しており、竹入が「まず防衛の中身の論議をすべきだ」と防衛費の問題に柔
軟な姿勢を見せたことが、自民党との連合実現への布石ではないかという推測に
つながった（25）。
　当時、三宅島の公明党組織は FCLP反対の署名に名を連ねており、米側が公明
党に期待していたのは地元の党組織の説得工作だったと考えられる。
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　ワインバーガーと竹入との会談内容は不明だが、米側の竹入への接触は続く。
1986年 4月、竹入と会談したマンスフィールド（Michael J. Mansfield）米国駐日大使
は、「竹入は 6月に衆院選（のための解散）を控えているという制約から、公明党が
この問題で三宅島島民の希望を尊重する以上のことは言えないと述べた」という
電報を国務長官宛に送った。マンスフィールドは同時に、「選挙が終われば公明
党はこの問題についてさらなる研究を行う」と竹入が発言したことを報告してい
る（26）。
　しかし、同年 7月の衆議院・参議院ダブル選挙で公明党は衆議院議席を 59か
ら 55に、参議院議席を 11から 9に減らし、竹入はその責任をとって委員長を
辞任した（27）。後任の矢野絢也委員長は 1988年 4月の訪米時、カールーチ（Frank 

Carlucci）国防長官との会談で三宅島に代わる案を研究し政府に申し入れたいと思
っていると述べ、同島移転案は無理だという判断を示した。
　1987年度の国家予算に三宅島の空港建設計画策定に必要な調査工事費 2億
7000万円が計上され、同年 7月から同島で気象観測柱の設置工事が実施された
が、地元住民が座り込みによって工事の阻止を図ると、機動隊が投入され住民を
排除・逮捕する騒動に発展した。工事強行により三宅村や住民の協力が一層得ら
れなくなったことで、FCLP移転計画の実現は困難となった（28）。
　こうした状況において日本政府は 1988年 5月、在日米海軍に対し「三宅島の
反対がおさまるまでの一時的な解決策として」、厚木基地から硫黄島へと FCLP

を移転するよう要請した。米軍側は硫黄島の暫定使用を承認する代わりに、同島
の海上自衛隊航空基地の施設整備を要求した。具体的な内容は、海軍が購入する
予定だった自動着艦装置の購入・設置を日本側が肩代わりすることであった。日
本側は 1992年にこれを了承したが、装置の購入は米政府の対外有償軍事援助を
通じて行われることになったため、米軍が購入した場合の 180万ドルから 630

万ドルへと見積もり金額が増大する。
　加えて、FCLP実施中の施設のメンテナンスと修理も日本政府の責任とされた。
自衛隊、防衛施設庁職員、日本政府が契約した企業のいずれかもしくは三者が連
携して負担を請け負うことになった結果、米側は厚木基地で FCLPを実施するよ
りも硫黄島の方が訓練費用がかからなくなった。実際にかかる費用は厚木基地よ
りも硫黄島の方が大きくなったが、厚木基地で訓練を行う場合との差額が米国政
府に払い戻されるようになったからである。払い戻しは直接的な金銭の償還によ
って行われるのではなく、在日米軍駐留経費の施設改善プログラム（FIP）を利用
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する形で、日本政府が厚木基地の米軍使用エリアでのメンテナンス・修理に資金
を提供する形式をとった（29）。
　日本側負担による硫黄島の施設整備と厚木基地のメンテナンス・修理は、訓練
移転費を肩代わりする予算根拠がない中で、FIP増額という形で実質的に費用を
日本側が負担したことを意味している。在日米軍が硫黄島で二回の試験飛行と実
際の訓練を開始した 1991年から（30）、訓練移転費の日本側負担は始まっていたと
いえよう。
　1995年 9月末、翌年度から始まる新たな駐留経費特別協定が日米間で成立し
国会で承認される。前協定と同様に 44種類の基本給等の手当と光熱水料が日本
負担とされたことに加え、厚木基地の夜間の FCLPの硫黄島移転などにかかる訓
練移転費が新たな日本側の負担として課された。訓練移転には訓練にかかる経費
じたいは含まれず、燃料費、食費、住居費、周辺対策費などが対象とされた。そ
の代わり、日本側が負担する経費の上限が定められ、基本給等の手当の上限は日
本人基地従業員 2万 3055人分まで、光熱水料は上限調達量までと決まった。訓
練移転費の上限は規定されなかったが、96年度以降 4億円で推移した（31）。
　新協定実施と同年、日本側が在日米軍の訓練移転費を負担するもう一つの取り
決めに関する合意も日米間でなされる。沖縄の基地負担軽減を目的として設立さ
れた「沖縄に関する特別行動委員会（SACO）」における、1996年 4月の中間報告
および 12月の最終報告で明記された、米海兵隊普天間飛行場等 11の在沖米軍専
用施設の県内移設と在沖米軍の訓練の県内外移転にかかる経費の負担である（32）。
　1996年度の SACO関係経費の支出済み歳出額は 2億 1300万円だったが、翌
97年度は 92億 7900万円、98年度は 162億 4800万円、99年度は 224億 7500万
円と増大の一途をたどる。同経費は 2003年度の 389億余円をピークに減少傾向
を見せるが、代わりに伸長するのが 2006年度から SACO関係経費の一部を引き
継いだ米軍再編関係経費であった（33）。
　このように、基地周辺住民の負担軽減を図る目的から日本政府が在日米軍の訓
練移転費を負担するようになったことは、在日米軍駐留経費の膨張に大きく寄与
した。
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3．「沖縄の負担軽減」と在日米軍駐留経費の変質

（1）2006 年の在日米軍再編計画

　日米両政府が 2006年 5月に発表した在日米軍再編計画には、沖縄に駐留する
第三海兵師団の司令部要員を中心とする 8,000人とその家族 9,000人のグアム移
転が含まれていた。
　米軍再編じたいは 2001年 9月 11日の同時多発テロを受けて国防省が世界的
な米軍のフォーメーションを見直したもので、当初は沖縄の米軍は対象に入って
いなかった（34）。しかし、2004年 8月に普天間飛行場でイラク戦争出撃訓練を行
っていた米海兵隊ヘリが沖縄国際大学に墜落、炎上する事故が起きると、小泉純
一郎内閣は在日米軍再編協議を「沖縄の負担軽減」とリンクさせるよう米側に要
請。小泉首相とブッシュ（George W. Bush）大統領は同年 9月、防衛政策の見直し
協議を加速する代わりに沖縄の負担軽減を実現する「パッケージ・ディール」に
合意した（35）。
　在日米軍再編協議の結果、次の経費を日本側が負担することで合意された。す
なわち、米海兵隊キャンプ・シュワブにおける普天間飛行場代替施設の建設と、
その完成を前提とした第三海兵師団司令部のグアム移転、キャンプ座間の在日米
陸軍司令部の改変、および厚木基地から米海兵隊岩国飛行場（山口県）への空母艦
載機部隊の移転である。また、SACO関連経費のうち以下の経費が米軍再編関係
経費に引き継がれた。
・�普天間飛行場代替施設の建設費用や北部訓練場のヘリパッド建設費用、県道

104号線越え実弾射撃訓練の県外移転やパラシュート降下訓練の米海兵隊伊
江島補助飛行場への移転の費用、米空軍嘉手納基地の旧海軍駐機場移設や遮
音壁整備にかかる経費
・ �SACO事業の対象となる基地・施設が所在する市町村に対する、公共施設
の整備、防災や生活環境の改善、開発事業を目的とした交付金（36）

　在日米軍再編で最大の問題となったのは、第三海兵師団のグアム移転にかかる
費用を日本側が負担する根拠であった。在日米軍駐留経費は日本に駐留する米軍
のために使用する経費であり、米軍撤退にかかる費用を負担する日米地位協定上
の規定や前例は存在しなかった。
　米側は当初、米軍関係者による事件・事故に関する賠償金を日米両政府が分担
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して負担することを規定した日米地位協定第 18条〔民事請求権〕に準じて、グア
ム移転費用の総額の 75％を日本が、残りを米国が負担する方法を提案した。地
位協定では米側のみが責任を有する場合には賠償金の 25％を日本が、75％を米
国が分担することになっている。在沖海兵隊のグアム移転は日本側の要求の結果
であり、米軍再編とは無関係だという米側の考えの表れであった。これに対して
日本側は、移転に直接関係する新庁舎・隊舎等の建設費など具体的項目の積み上
げによってその分担額を決めるべきだと主張した（37）。
　最終的には、移転費総額 102億 7000万ドルの 59％にあたる 60億 9000万ドル
を日本が負担し、そのうち日本側の無償支援は 28億ドルを上限とすることで合
意が成立した。残りの日本側負担は出資・融資等の形をとり、将来的に米側が支
払う家賃やインフラ使用料などで回収することによって、直接的な財政支出額は
米国よりも日本の負担の方が少なくなる計算であった（38）。
　日米両政府は 2008年 12月、グアムに移転する海兵隊と家族の数字の根拠に
ついて率直に意見を交わした。翌年 2月に締結されることになる在沖海兵隊グア
ム移転協定で、移転費用に関する日米の具体的な負担方法や割合を取り決める必
要があったためだ。
　2006年に設定された第三海兵師団 8,000人という数字は、移駐対象となる部
隊の公式の数をもとに基本的原則として合意された数字であった。また、家族
9,000人という数字は、部隊が全員移駐する場合に家族を帯同すればという仮定
の計算に基づいていた。8,000人および 9,000人は実のところ、日本における再
編計画の政治的価値を最大化すべく意図的に最大限に見積もった数字であり、日
米ともそれらが在沖海兵隊とその家族の実数とは異なることを理解していた。
　また、移転する部隊との数字上のバランスをとるため、2006年には 1万人の
海兵隊が沖縄にとどまるとされ、それらが所属する部隊もリストアップされた。
しかし、再編計画について協議していた 2004年から 2006年にかけて、在沖海
兵隊の実数は約 1万 3000人であり、公式の 1万 8000人には満たなかった。同
様に家族も 9,000人には達していなかった（39）。
　これまで知られていなかったが、実数と異なる政治的合意が先行した結果、米
側は 2008年末になってもどの部隊が移転するか提示できなかった。そこで、公
式文書の 8,000人／ 9,000人という数字が曖昧なせいで日本国内での誤解・曲解
があいついでいるとして、締結予定のグアム移転協定から家族 9,000人という数
を削除して、「米軍関係者」という表現に替えるよう圧力をかける。だが、日本
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側はこれに強硬に反対する。
　日本側は再編計画に合意して以降、グアムに移転する部隊に同伴する家族の実
数に関する詳細を米側がずっと提示できないことにいら立っていた。米側が沖縄
の米軍住宅を過剰に保持し、日本政府にグアムで必要以上の米軍住宅を建設させ
ようとしているのではないかという疑念を呈するほどであった。米側が移転する
米兵・家族についてこれ以上の情報を明らかにできないことは日本政府にとって
重大なリスクだとして、日本側は米側の「約束違反」を非難する。
　米側は、焦点はどんな能力を持った部隊がグアムに移転するかであって、誰が
実際に行くかではないと反論した。その上で、移転する部隊の家族を全員同伴し
ても実際の数よりも少ない 8,000人になること、沖縄に残る部隊も 1万人よりも
少なくなるであろうことを説明した。日本側はこの点について基本的には了承し
たが、グアム移転協定で数字を変更することには同意しなかった。
　日本側は、今後の在沖米軍基地整理のためには、移転する部隊の能力だけで
はなくどの基地の部隊が移転するかの説明が必要だと強調する。というのも、
SACO最終報告と在日米軍再編計画では「嘉手納基地以南の相当規模の土地の返
還」が合意されていた。だが米側は、どの部隊がグアムに移転するかということ
と、基地整理・土地返還は直接リンクしていないという立場をとった（40）。
　これは沖縄県内の基地を返還する意思がないという意味ではない。基地返還は
第三海兵師団の一部のグアム移転後、残った在沖海兵隊で再編した部隊を沖縄県
内の各基地に再配備し、そこで初めて空いた場所を返すというプロセスを想定し
ていた。グアム移転協定では結局、再編が「一括」のものであり、嘉手納以南の
土地返還が在沖海兵隊のグアム移転の実施にかかっている旨が冒頭で明記され
た（41）。
　日本側が移転部隊や人数などの提示を米側へ求めた背景には、2007年の衆議
院議員選挙で民主党が大勝してねじれ国会となり、政権末期の自民党が国会で予
算を可決させるためには十分な説明が必要との認識があったと推察される。
　また、小泉内閣は 2006年 5月、稲嶺恵一県政が辺野古移設の受け入れ条件と
し小渕恵三内閣が閣議決定していた代替施設の「15年使用期限」「軍民共用」を
白紙撤回し、早急に辺野古への代替基地建設を進める方針を閣議決定していた。
同じ月に日米両政府が合意したのが第三海兵師団のグアム移転であり、沖縄が求
めていた条件に替わる新たな負担軽減策であった。だが稲嶺知事が再編計画への
同意を事実上拒否し、後継の仲井眞弘多知事も見直しを求めていた状況において、
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自民党政権は沖縄側に再編計画の具体的目途を示して同意を得る必要があったと
考えられる。

（2）2012 年の再編計画見直し

ア．米連邦議会によるグアム移転予算凍結

　2008年のリーマン・ショックと翌 09年のオバマ（Barack H. Obama）政権発足に
よって、米国内では在日米軍再編計画に対する懸念が論じられるようになった。
2011年 8月には、予算管理法によって 10年間で 4500億ドルと見積もられる額
の国防費削減が義務づけられる中、米連邦議会は 11年度の国防予算権限法の審
議において、在沖海兵隊のグアム移転じたいは支持するもその関連費用を大きく
削減する。
　下院軍事委員会では、政府監査院（Government Accountability Office: GAO）が発表し
たグアムのインフラ整備問題に関する報告書が取り上げられ、地域の民生インフ
ラ整備にかかる費用についての包括的な計画や報告が存在していないことが指摘
された。また、そのために環境保護局（Environmental Protection Agency: EPA）の環境
影響評価が低く見積もられていることも言及された。同委員会はこれらの問題か
ら大幅なコスト超過が引き起こされることへの懸念を示し、国防総省と内務省の
協力によるグアム民生インフラ計画の策定に向けた準備を進めるよう勧告する。
　さらに上院軍事委員会は、次の点を要求する勧告を行った。すなわち、①普天
間代替施設の建設が国防総省や在沖海兵隊の要請に応える形で「具体的な進展」
を見せている証明、②グアムの地元住民や環境への悪影響を極小化する計画を含
む文書、③国防総省の負担による民生インフラ等整備の見積もり、④グアムにお
ける 8,000人の海兵隊員とその家族、一時建設作業員を支える地元住民の要望に
応えるための計画、⑤海兵隊訓練区域に必要な土地取得の着実な進展を求めるこ
と、などである。
　こうした要求の背景には、沖縄県と名護市が 1999年 12月に辺野古での普天
間代替施設建設を承認したにもかかわらず、環境アセスメントの遅れや市民の海
上座り込みなどの反対運動で工事が遅れていることへの懸念が存在した。2009

年に誕生した民主党政権の鳩山由紀夫内閣が普天間県外移設を検討（するも翌年に
断念）、また 2011年 3月の東日本大震災で日本の財政状況が悪化する中、上院軍
事委員会のレヴィン（Carl Levin）委員長らは 11年 5月、普天間飛行場の辺野古へ
の移設は不可能であり嘉手納統合案を検討すべきとの見解さえ示した（42）。
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　米議会は 2012年度の国防予算権限法でグアム移転予算の執行を凍結する。グ
アムで必要な施設・インフラ建設に関する十分な情報が国防総省によって示され
ないこと、日本政府による普天間代替施設建設に「具体的な進展」が見られず米
軍再編のリスクとなっている状況が問題視されたのだった。したがって、予算執
行は国防長官による費用やスケジュール等のマスタープランの提出と、普天間代
替施設建設の具体的進展の証明が条件とされる（43）。

イ．リバランス政策

　国防総省は 2010年 2月の『4年ごとの国防見直し』報告書（QDR2010）において、
中国が「大量の先進的な中距離弾道・巡航ミサイル、先端兵器を搭載した新型の
攻撃型潜水艦、能力向上が進む長距離防空システム、電子戦能力、コンピュータ
ー・ネットワーク攻撃能力、先進的戦闘機、対宇宙システムを開発・配備」して
いる点を強調。中国軍の弾道・巡航ミサイル戦力の急速な伸長に対応して、米軍
の態勢を見直す必要性を指摘した。オバマ政権はこれ以降、アジア太平洋におけ
る前方展開態勢を再編し、中国のミサイル脅威が比較的低いグアムやオーストラ
リアへの兵力の分散配置を進めていくことになる（44）。
　2011年 10月、クリントン（Hillary R. Clinton）国務長官は「米国の太平洋の世紀」
と題する論文で、10年間にわたって米国の膨大な軍事予算と兵力を投入したイ
ラク・アフガニスタンから、アジア太平洋地域へと外交、経済、戦略上の投資を
増大していく方針を示した（45）。同月には、野田佳彦内閣の複数閣僚が仲井眞弘多
沖縄県知事を訪問、普天間代替施設建設に必要な環境影響評価書を年内に県に提
出する予定を伝えた。
　同年 11月、オバマ大統領もオーストラリア議会における演説で「リバランス」
政策を表明、財政難で国防費の大幅削減が課題となる中で、中国が急速に台頭す
るアジア太平洋地域における軍事プレゼンスと任務の拡大を最優先事項とする方
針を打ち出す（46）。
　このオバマ訪豪に際しては、豪北部ダーウィンに最大約 2,500人の海兵隊を
展開することが米豪間で合意された。2013年 3月には、シンガポールへの沿岸
戦闘艦の展開も開始された。米比間でも、米軍の展開を強化するための協定が
2014年 4月に署名された。これらはいずれも常駐ではなくローテーション展開
である（47）。
　他方、2011年 12月 26日には、防衛省が沖縄県あてに環境影響評価書を郵送
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したが、辺野古移設反対派による阻止活動で配送業者が県庁に入ることができな
かった。結局は同月 28日午前 4時過ぎ、沖縄防衛局の職員が直接、評価書を県
庁の守衛室に持ち込んだ（48）。
　パネッタ（Leon E. Panetta）国防長官は翌 12年 6月、「リバランスの取組の一環と
して、東南アジアとインド洋地域におけるプレゼンスを強化する」と述べ、地域
における能力強化の一環として、太平洋と大西洋で均等に配分していた艦艇を
2020年までに 6：4の割合にする計画だと述べた。同年に公表された「国防戦
略方針」では、「台頭する中国をにらみながら米国の戦略的基軸をアジアに移し、
中国とリバランスを目指す」ことがうたわれる（49）。
　リバランス政策に対応して、2012年 4月 27日の日米安全保障協議委員会（SSC）

共同発表では、普天間移設の進捗と在沖海兵隊の一部のグアム移転の切り離しが
明記され、普天間代替施設の完成を待たずに在沖海兵隊 9,000人をグアム、ハワ
イ、オーストラリアなど国外に移転させることが公表された。
　また、グアムに移転する海兵隊の兵力は「第 3海兵機動展開旅団司令部、第 4

海兵連隊ならびに第 3海兵機動展開部隊の航空、陸上および支援部隊」とされ、
移転人数も約 5,000人に替わった。沖縄に残留するのは「第 3海兵機動展開部隊
司令部、第 1海兵航空団司令部、第 3海兵後方支援群司令部、第 31海兵機動展
開隊および海兵隊太平洋基地の基地維持要員の他、必要な航空、陸上および支援
部隊」となった（50）。2006年には主に司令部要員がグアムに移駐する計画であっ
たのが、戦闘部隊の移駐に替わったということである。

表 1　再編計画見直し前後の米海兵隊配備数（51）

2006年 2012年
日本（岩国・沖縄） 13,800 14,954

グアム 9,700 4,776

ハワイ 8,200 8,830

オーストラリア －　 2,485

米本国 － 800

計 31,700 31,845

　再編計画の見直しに伴い、米国政府が試算した在沖海兵隊のグアム移転に関
する費用見積もりは 86億ドルに圧縮された。また、日本側の財政的負担は 2009

年のグアム移転協定で規定された無償支援 28億ドルが限度額とされ、それ以外
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の出資・融資等の形式での負担は負わないこととなった（52）。
　なお同年 12月、沖縄防衛局は環境影響評価を補正した評価書を県に再提出、
評価手続きを事実上終えた（53）。2013年 3月、安倍晋三内閣のもとで公有水面埋
め立て承認願書が沖縄県に提出される。同年 12月、沖縄県は埋め立ての承認を
表明した（54）。
　このように、米連邦議会がグアム移転予算執行の条件とした普天間代替施設の
建設が遅れる中、オバマ政権は中国のミサイル能力伸長に対応して、グアム移転
と普天間代替施設建設を切り離して前者を先行させることを決断した。米連邦議
会は在日米軍再編計画見直しを受け、2013年度国防予算権限法案においてグア
ムの基地整備に関連する一部費用を計上した（55）。

（3）中国の脅威への対応

　米連邦議会の批判と中国の台頭を受けた再編計画見直しの結果、米軍再編関
係経費にかかる日本の負担割合は軽減されたが、図 3の通り在日米軍駐留経費、
SACO関係経費、米軍再編関係経費を合わせた総額は増加を続ける。

図 3　在日米軍関係経費の推移（56）
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　在日米軍駐留経費が 2000年度から減少傾向にある理由の一つとして、日本政
府が 2000年、米軍基地内の娯楽施設の改修・新築費用の負担については今後、
「精査する」意向を明らかにしたことが挙げられる（57）。FIPの採択基準を策定し、
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ショッピングセンターやスナック、バーなどの娯楽・収益施設の新築は行わない
ことで米側と合意した（58）。
　もう一つには、2001年度から実施された特別協定で基地外の米軍住宅の光熱
水料は日本負担の対象としないこと、米軍基地内の光熱水料の上限調達量を 10

％引き下げることが合意された。これによって、日本が負担する基地の光熱水料
は 33億円軽減された。同協定では、日本側が労務費を負担する日本人基地従業
員の上限を 2万 3055人にすえおくことも合意された（59）。
　民主党政権下の 2011年 1月には、同年 4月に始まり 15年まで続く特別協定
において日本が負担する労務費と光熱水料を段階的に引き下げ、その減額分は
施設整備費に加算して、在日米軍駐留経費を 2010年度予算 1881億円を目安に 5

年間維持することが決まった。具体的には、日本政府が労務費を負担する日本人
基地従業員の数を、2011年時点でも 2万 3055人が維持されていたところを 15

年までに 2万 2625人まで削減した。また、2009年と 10年には日本が 76％（年
間 249億円）負担していた光熱水料について、段階的に 72％まで削減した（60）。
　光熱水料の日本負担額は 2016年度から始まった特別協定でも維持され、その
ため負担割合が 72％から 61％まで引き下げられた。ただし同協定では、日本
側負担の基地従業員の上限が 2万 3178人に引き上げられ、在日米軍駐留経費
は過去 5年間の水準より年 10億円超多い年平均 1893億円となった（61）。加えて、
2006年度から日本が負担するようになった米軍再編関係経費は在日米軍関係経
費全体を再増加させ、2016年度には 6000億円を突破する。これを可能にしたの
は、民主党政権期に浮上した中国の脅威への対応という新たな論理であった。
　自民党政権下の 2008年、民主党は特別協定改定の議論の中で、労務費にボー
リング場など娯楽施設で働く日本人基地従業員の人件費が盛り込まれていること
を批判。「基地従業員の給与のうち、娯楽施設の人件費の負担は好ましくない」
として国会採決で協定に反対していた。そうした経緯から民主党政権が成立する
と防衛省は当初、2011年度から始まる特別協定の交渉に向けた同年度予算概算
要求で、在日米軍駐留経費として 2010年度比 1.2％減の 1859億円を計上した（62）。
　ところが 2010年 9月、尖閣諸島近海の日本の領海で操業中の中国漁船を海上
保安庁巡視船が発見、退去を求めたが、漁船が巡視船に近づき衝突する事件が発
生した。海上保安庁が船長を逮捕したことに中国は強く反発、船長の即時釈放を
要求した。日本側は日中関係を考慮して船長を釈放し中国へ送還したが、中国か
ら日本へのレアアースの輸出手続きが事実上止められたり、その後も中国で反日
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デモが続いたりするなど日中関係に大きな影響を及ぼした。
　同年 10月になると、菅直人内閣は在日米軍駐留経費について 2011年度以降
も現行水準 1881億円を維持する方針へと転じた（63）。2011年 1月、前原誠司外相
は特別協定に署名した際に「これからは『思いやり予算』という言葉は使わない。
お互いの戦略的観点に基づくものだと、ここに宣言したい」と表明する（64）。
　2011年にオバマ政権がリバランス政策を打ち出し、2015年 4月に日米両政府
が「新たな日米防衛協力のための指針」に合意すると、米側は 2016年度から 5

年間適用される特別協定に向けた交渉で在日米軍駐留経費の日本側負担分の増額
を要求した。米国は哨戒機 P8や無人偵察機グローバルホーク、イージス艦など
の最新装備の日本配備を計画しており、駐留費増大が予想されていた。日本側は
最終的に、装備品の整備などに関わる従業員の労務費負担対象者を 1万 8217人
から 1万 9285人に増やす（代わりに、娯楽・収益施設で働く従業員の日本側労務費負担対
象者を削減する）ことで負担増に応じた（65）。
　日米両政府は 2021年 12月、翌 22年度から始まる特別協定では新たに訓練資
機材調達費という項目を設け、年平均 2110億円の在日米軍駐留経費を日本が負
担することで合意。また日本政府は同時に、在日米軍駐留経費の通称を「思いや
り予算」ではなく「同盟強靭化予算」とすることを発表した（66）。このように、在
日米軍駐留経費は中国の脅威に対応して日米同盟を強化する予算として正当化さ
れるようになっている。

お わ り に

　国際収支の悪化や財政赤字に苦しむ米国の負担の肩代わりとして始まった在日
米軍駐留経費の日本側負担は、「国際貢献」と「基地周辺住民の負担軽減」とい
う論理によって冷戦終結後も正当化され、維持どころか増大していった。中でも
「沖縄の負担軽減」という論理は SACO関係経費を誕生させ、在日米軍の海外移
転にかかる費用も日本側が一部負担する米軍再編関係経費につながった。2000

年度を境に在日米軍駐留経費じたいは若干の減少傾向となるが、「沖縄の負担軽
減」のための SACO関係経費と米軍再編経費が在日米軍関係経費の総額を押し
上げる。
　2009年の政権交代と 2011年の東日本大震災は、在日米軍関係経費を縮小させ
る転機となる可能性があった。しかし、2010年に尖閣諸島の領有権をめぐる対
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立から日中関係が緊張したことで、「中国の脅威への対応」という新たな論理が
登場、在日米軍関係経費の総額を維持し再度の増大に向かわせる作用を果たした。
　SACO関係経費と米軍再編経費に含まれる訓練・部隊移転費は、移転完了まで
負担が続くこと、普天間飛行場の辺野古移設と在沖海兵隊のグアム移転が地元の
反対や計画修正によって進捗が遅れていることの二点から、在日米軍関係経費の
膨張要因となり続けている。在沖米軍の国内外移転がすべて実現するまで、この
構図に変化はないだろう。
　「沖縄の負担軽減」という論理は、米軍撤退にかかる費用を法制上の根拠どこ
ろか正確な積算もなく日本側が負担することを可能にした。日本政府の要求は積
算根拠の提示を求めることにとどまり、不透明な積算が費用を超過させる可能性
を問題視して、米政府にグアム移転計画の再検討と予算圧縮を行わせたのは米連
邦議会であった。
　また、辺野古移設の進捗の遅れを問題視した米議会によるグアム移転予算凍結
を解消したのは、オバマ政権によるリバランス政策の提唱であり、日本政府が沖
縄県との間で辺野古沖の埋め立て工事着手に合意したのはその後であった。
　このように、外交交渉と国内交渉のいずれでも日本政府の弱さが露呈した「沖
縄の負担軽減」に対して、「中国の脅威への対応」という新しい論理は、在日米
軍関係経費の日本負担増を日米同盟の強靭化というポジティブな印象に転じさせ
るものとして登場した。民主党政権から自民党政権へとその論理が引き継がれた
ことは、その証左の一つといえるのではないだろうか。
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1957 年岸訪米と沖縄返還問題をめぐる	
日本外交

池宮城　陽子

は じ め に

　1957年 2月に発足した岸信介政権は、同年 6月の訪米の際に、首脳会談の議
題として沖縄返還問題を取り上げた。それは、沖縄の施政権返還に関する日本側
の具体的な要望を、日本の首相が米国政府首脳に対して公式に提示した初めての
機会であった（1）。また、首脳会談後の日米共同声明においては、極東における脅
威と緊張がなくなるまで米国の沖縄統治が継続されるという、いわゆるブルー・
スカイ・ポジションが明記された一方で、沖縄に対する日本の「潜在主権」が初
めて確認された。その意味で、1957年 6月の岸訪米は、沖縄返還に至る政治過
程の重要局面であった。
　沖縄返還問題をめぐる従来の研究は、訪米に際して岸政権が、返還後の米軍基
地の存続を前提に、10年後の返還の実現という期限付き施政権返還案を米国側
に提示していたことを明らかにしている。また、この 10年という期間は、岸が
目指していた憲法改正に必要となる時間との関連から決められていたことが指摘
されている。他方で、首脳会談後の共同声明については、沖縄に対する日本の
「潜在的かつ究極的主権（residual and ultimate sovereignty）」という文言を挿入するこ
とを米国側に要求したものの、この試みが挫折していたことが解明されている（2）。
　しかしながら、以上のような岸政権の沖縄返還に関する対米要求の内容とその
政策的背景については、必ずしも明確になっていない部分が存在する。それは、
返還後の米軍基地の態様に関する、岸政権の立場である。この点について、岸政
権が返還後の沖縄における米軍基地の存続を保証し、その自由使用を認める構想
を有していたことを指摘する研究がある（3）。しかし、そこでの分析は、米国政府
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の史料のみに依拠しているため、岸政権の構想の内実を十分に解明しきれていな
い可能性がある。したがって、訪米の際の沖縄返還問題をめぐる岸政権の構想に
ついては、近年利用可能になった日本政府の史料にも基づきながら、再検討する
余地が未だ残されているといえる。また、このような作業は、当時の岸政権が、
日本の安全保障政策において施政権返還後の沖縄をどのように位置づけようとし
ていたか、その構想を浮かび上がらせることにも繋がるであろう。
　本稿は、岸政権の発足から 6月の訪米までの時期に焦点をあて、返還後の基地
の態様に関する立場に着目しながら、その沖縄返還構想を解明する。これにより、
岸政権が米国側に示した沖縄返還構想は、返還後の基地権の維持を米国側に保証
しようとするものではなく、むしろ保証に消極的な発想に基づくものであったこ
とが明らかとなるであろう。

1．訪米に向けた準備の開始

（1）岸と沖縄問題との接点

　1957 年 2月 25日に第一次岸信介政権が発足すると、岸は外務大臣を兼任しな
がら、重要な対米外交課題のひとつとして沖縄返還問題に取り組み始めた。もっ
とも、1956年 12月 23日に発足しながら短命に終わった、前任の石橋湛山政権
でも外相を務めた岸は、その時期にはすでに沖縄問題を日米間で調整すべき重要
課題と位置づけていた（4）。
　沖縄をめぐる問題に岸が関与するようになったきっかけとして重要であるのが、
1955年 8月の重光訪米への随行である。当時、日本民主党の幹事長として、鳩
山一郎政権の重光葵外務大臣の訪米に随行した岸は、重光とダレス（John F. Dulles）

国務長官との会談に出席する機会を得ていた。8月 31日に行われた会談において、
日本側が沖縄に対する日本の「潜在主権」の保有の確認を求めたのに対して、ダ
レスは、「residual sovereigntyの件についてはサンフランシスコの会議で述べた
ことに背反するようなことはしない」と言明しながらも、日本側の要求を拒絶し
た（5）。これらのやりとりについて、岸がいかなる感想を抱いたのかは、一次史料
上明らかではない。しかし、岸が「独立の完成」を最大の政治的眼目としていた
ことを踏まえれば（6）、同会談におけるダレスの態度を受けて、失地回復たる施政
権の返還に対する問題意識を高めたであろうことは想像に難くない。
　加えて、1956年 6月に軍用地問題との関連で米国側が公表した「プライス勧
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告」も、岸にとって沖縄問題に対する関心を高める契機になったと考えられる。
「プライス勧告」は、沖縄の軍用地問題に関する米国下院議院軍事委員会による
報告書であり、前年の 1955年 11月のプライス（Charles M. Price）下院議員を団長
とする調査団が行った、沖縄現地における視察に基づいて出されたものであっ
た。1952年 4月のサンフランシスコ講和条約の発効以後、米軍による土地収用
の際に沖縄の地主に対して支払われた用地料は不当に安く、さらに 1954年 3月
には、現地の統治機関である米国民政府（United States Civil Administration of the Ryukyu 

Islands; USCAR）が「軍用地料一括払いの方針」を発表していた（7）。「プライス勧告」
は、以前から住民が反対し続けていた、軍用地一括払いや新規土地接収といった
米国民政府の政策を支持する内容となっていたため、これを契機に沖縄では「島
ぐるみ闘争」と呼ばれる大規模な反対運動が行われるようになった（8）。
　当時自由民主党の幹事長を務めていた岸は、「プライス勧告」の内容とその発
表時期に強い不満を抱いた。同勧告の公表直後に門脇季光外務次官から説明を受
けた岸は、「わが参議院議員選挙を控え、国民感情を刺戟するかかる報告書の発
表を行った米側の政治的センスのない態度」は「遺憾」であるとの見解を示し
た（9）。「プライス勧告」が発表された時期は、自民党の結党後に初めて行われる
国政選挙であった参議院議員選挙（7月 8日投票）を間近に控えており、岸は同勧告
の発表が選挙に影響を与える可能性を懸念していた。実際、この時の参議院議員
選挙では、日本社会党などの野党勢力が三分の一の議席を獲得する結果になり、
選挙後の岸は、「社会党の勝利と言わざるを得ない」と吐露した（10）。石橋政権の
外相就任後も岸は、「プライス勧告」の間の悪さを改めて指摘している（11）。他方
で、門脇外務次官からの説明を受けた際に、岸は、軍用地問題の深刻化によって
「日米間の親善関係が破られざるよう配慮する」必要があることにも言及してい
た（12）。この発言からは、沖縄問題をうまくコントロールしない限り、日米の良好
な関係は維持できないとの問題意識を岸が抱いていたことが読み取れる。
　このように、石橋政権への入閣前から沖縄問題に接点を持っていた岸は、首相
として沖縄返還問題に本格的に取り組むようになったのである（13）。

（2）米国政府による沖縄政策見直しの動き

　1957年 2月末に岸政権の発足を迎える頃、国務省を中心に沖縄の政治情勢に
対する米国政府の危機感が強まっていた。そもそも、1956年 6月の「プライス
勧告」の公表後から、米国政府内に沖縄情勢に対する危機意識は存在していた。
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同勧告に対しては沖縄のみならず、日本本土においても強い批判が巻き起こった
ため、米国政府は事態に対処する必要に迫られたからである。実際、同勧告公表
直後の 6月 27日にアリソン（John M. Allison）駐日大使が声明を発表し、沖縄に対す
る日本の潜在主権を米国が容認していることを表明することで、米国政府は沖縄
や日本本土における対米不満の緩和を図った（14）。ただし、この時のアリソン声明
では、米国政府の沖縄政策自体に変化はないことが強調されていた（15）。
　しかし、その後の「島ぐるみ闘争」の激化は、米国政府内における沖縄政策見
直しの気運を醸成した。そのような動向は、アリソンによる提言がきっかけとな
っていた。アリソンは、1956年 9月 21日付で起草した「日本との新たな出発」
と題する報告書において、沖縄政策を再検討すべきだと指摘した。「島ぐるみ闘
争」の盛り上がりを踏まえた場合、沖縄における民族感情の存在をもはや無視し
得ないというのが、その理由だった（16）。そして、1957年 1月 7日になると、ロ
バートソン（Walter S. Robertson）国務次官補によって、沖縄政策を早急に再考する
ことの必要性がダレス国務長官に進言された（17）。ダレス自身も、「プライス勧告」
公表以来の沖縄の情勢を憂慮していた。ダレスは、翌 1月 8日付のウィルソン
（Charles E. Wilson）国防長官宛の書簡において、米国による沖縄統治の現状が、近
い将来に外交問題に深刻な影響を及ぼすことで、結果的に沖縄での米国の軍事基
地の維持を危うくするかもしれないとの懸念を表明し、沖縄政策の再検討の必要
を説いた（18）。「島ぐるみ闘争」の激化という沖縄情勢を目の当たりにし、沖縄で
の軍事的地位の維持に関する危機感を強めたことで、国務省は沖縄政策の修正を
思案せざるを得なくなっていたのである。
　沖縄政策に関するこうした問題意識は、日本の中立化や米国からの離反に対す
る米国政府の懸念と連動して抱かれていた。その懸念は、米ソ冷戦の揺り戻しと
いう国際情勢の変化と、反米感情と相まった反基地運動の高まりという日本国内
の政治情勢を背景として（19）、1956年の春以降、駐日大使館によって示され始め
ていた（20）。NSCの下部組織である行動調整委員会（The Operations Coordinating Board; 

OCB）も、同年 6月付で作成した対日政策の進捗報告書において、1955年に対日
政策 NSC5516/1を決定した当時よりも、日米の絆が弱まってきていると論じた（21）。
このように、米国政府内で日本の中立化や米国離れが懸念されるなか、「島ぐる
み闘争」により沖縄における米国統治への反発の強さが可視化されたことで、国
務省は沖縄政策の修正を喫緊の課題と位置づけるようになったのだった。すなわ
ち、沖縄をめぐる問題が日米間の懸案事項であり続けた場合に、日本の中立化や
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米国離れが加速することを危惧し、これを防ぐための措置として沖縄政策の修正
を考慮せざるを得なくなっていたのである（22）。
　実際、前述したウィルソンへの書簡においてダレスは、「プライス勧告」に対
する沖縄住民の不満は日本への復帰への支持を強め、これが日本の領土回復主義
的な感情を刺激していることを指摘した。そこで、そのような沖縄と日本本土と
の相互作用（interplay）が将来的に再び起きないよう、ダレスは対応策を講じる必
要があるとの考え方を示したのだった（23）。米国政府内で共有されていた日本の中
立化や米国離れに対する懸念の存在が、沖縄政策の修正を早急に取り組むべき政
策課題へと押し上げていたのである。
　沖縄政策の修正の必要に迫られた米国政府が取り組んだのは、沖縄における統
治機構の再検討であった。ダレスは、先の書簡において、沖縄統治のあり方の再
考を目的とした国務国防両省による合同作業班の設置をウィルソンに提案してい
た（24）。その後、同年 3月末から重ねられた作業班の会合の結果、米国政府は岸
の訪米直前の 6月 5日に沖縄統治に関する大統領行政命令を発布することにな
る。この命令により、沖縄統治に関する従来の命令系統が廃止され、新たに国防
長官に直属する高等弁務官が沖縄統治の最高責任者となった。これらの措置は、
沖縄統治を長期的に継続するという米国政府の確固たる方針を反映したものだっ�
た（25）。
　もっとも、国務省内には、沖縄政策の見直しの一環として、沖縄の施政権を日
本に返還する案も存在した。先述した 1月付のダレスへの書簡において、ロバー
トソンは沖縄返還問題の再考を提言していた。そこでは、検討に値するひとつの
解決策として、米国が長期的な基地権を維持した状態（with the extension of long-term 

base rights）で、沖縄を日本に返還することが提案されていた（26）。しかし、この提
案の直後から、沖縄における統治機構の検討作業に向けた準備が進められたこと
からは、少なくとも 1957年初頭の時点で、米国政府にとって沖縄返還問題は具
体的に検討すべき政策課題ではなかったことが分かる。
　つまり、日本の中立化や米国離れに対する危機感を背景として、米国政府は、
1957年初頭から沖縄政策の見直しに向けて動き始めていた。ただし、その危機
感は、沖縄の施政権返還を早期に考慮しなければならないほど、強いものではな
かったのである。周知の通り、ダレスら国務省が、対日政策の修正の軸として沖
縄の施政権返還を検討するのは、1958年に入ってからのことである（27）。
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（3）返還後の基地権保証案の提起

　米国政府内に沖縄統治政策を再考する動きがあることを、岸は首相就任前から
把握していた。その情報は、谷正之駐米大使からもたらされた。1957年 1月 11

日、谷によって作成された米国の対日政策に関する報告書が、石橋政権の外相就
任から間もない岸のもとに届けられた。さらに谷は、翌月の 2月 8日にも岸宛て
に報告書を提出している。谷によるこれら二つの報告書が、のちに岸訪米に向け
た外務省の準備作業の基礎資料となり、沖縄返還問題に関する日本政府の方針の
基軸が作られることになる。
　1月 11日付で作成された、「日米関係に対する考察」と題する報告書（以下、谷
第一報告書）（28）は、谷が「当地における米国政府との接触より得たる印象を基礎
として作成」したものだった。谷第一報告書は、日本の中立化や米国離れに対す
る米国政府の懸念を端的に指摘した。すなわち、日本に関する「米国の関心は経
済的安定から政治的安定に移行」し、「米国が当面第一義的に希望するところは、
日本の政治的安定」にある。しかし、米国から見れば、現在の日本国内における
民族主義的態度は、左翼勢力によって誘導されつつあり、日本国民が「全体とし
て無意識の裡に輿論が左へ driftする傾向にあることを危険視」せざるを得ない
のだという。
　さらに谷が 2月 8日付で作成した「米国の対日政策研究に関する国務省員の内
話報告」（以下、谷第二報告書）（29）では、米国務省において検討中の対日構想が詳細
に伝えられた。そこでは、日本の政治経済の安定化に伴い、国務省内では①日本
国内における安全保障問題に関する「特異な雰囲気」が変化すること、その間に
は、②日本の防衛力増強が進み、在日米軍及び米軍基地が整理・縮小され、かつ
③日本政府が憲法 9条を改正して「自衛体制確立のための国内措置を積極化する
こと」の 3つが期待されていることが述べられた。そして、それらの「国内施策
完了」のうえで、現存の日米安保条約を「双務的相互防衛条約に改訂」すること
を、国務省は指向しているのだという。
　谷第二報告書によれば、このような国務省の対日構想において、沖縄の施政権
返還問題は、「同盟体制完了」に伴って解決されるべき米国の課題として位置づ
けられていた。国務省のその様な沖縄返還構想は、「日本国民の民族主義的要求」
に応える必要があるとの動機に基づいていた。同報告書は、国務省の沖縄返還構
想が以下の三つの要素から構成されていることを記した（30）。第一に、返還後の
基地機能の維持に対する保証である。国務省にとって、沖縄における「米軍基地
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に関しては日本の内地のものと異なる特殊のより安定せるステイタス」の確保が、
沖縄返還の前提条件であった。この条件が充たされれば、米軍部も施政権返還に
反対しなくなるのではないかと予想されたからである。第二に、目標時期の設定
である。「同盟体制完了」という日米間の新体制の実現を「例えば三年後」とし、
沖縄返還はそれ以降の目標とし得るのだという。第三に、施政権返還前の統治
への日本の参画である。国務省には、「中間的に同島施政に日本の発言権を認め、
一種の日米両国のコンサルテイションの方式」を採用する案が存在していた。
　では、以上の国務省の沖縄返還構想を踏まえたうえで、日本政府はどのような
対応策を講じればよいのか。沖縄返還問題に関する谷の提言は、国務省の沖縄返
還構想に沿う形で作成されていた。そのポイントは以下の三点にまとめることが
できる。第一に、将来的な施政権返還に関する確約を取り付けることである。前
述の通り、前年の 6月に発表されたアリソン声明で、米国政府は、沖縄に対する
日本の潜在主権を確認していた。それは、重光訪米時の日本側の要求を満たすも
のだったが、将来的な日本への施政権返還を確約するものではなかった。それゆ
え谷は、「積極的、かつ、明瞭な米側の意思表示」を引き出す必要性を指摘した。
第二に、段階的な施政権返還の要求である。すなわち、「中間的に民政権の移譲
等の段階を経て最終的には領土権の返還を求める」ことの提案である。サンフラ
ンシスコ講和条約発効後間もない時期から、日本政府内には段階的な施政権返還
の実現を目指す動きが見られたが、沖縄統治の長期化を図る米国政府の政策を前
に、打開策を見いだせない状況にあった（31）。しかし、国務省内に、沖縄を「日米
両国のコンサルテイションの方式」で統治する案が存在するとの情報を得たこと
で、谷は改めて段階的な施政権返還の追求を提案したのだった。
　谷の提言で注目すべきは、第三のポイントとして、施政権返還後の沖縄の基地
に関する保証の必要性を指摘したことである。上述の国務省の対日構想からも明
らかな通り、米国が日本への施政権返還を拒み、沖縄統治を継続する最大の理由
は、基地の自由使用にあった 。そのため、米国に施政権返還を要求するのであ
れば、「米軍の駐屯に対する明確な保証を与えること」が重要であると谷は考え
た。ただし、ここで谷は、「米軍の駐屯に対する明確な保証」による返還を目指
す場合には、その時期が重要であるとした。その時期とは、「日本内地及び東亜
各地米軍基地との関係において沖縄における米軍基地計画が大略最終的体制に達
する時期」である。換言すれば、米国が沖縄で必要とする基地権を法的枠組みに
よって最大限保証することで、米軍部の軍事的要請を満たし、施政権返還の実現
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に繋げるべきであるとの提言だった。
　要するに、谷は、①米国から将来的な施政権返還に関する確約を取り付け、②
統治への日本の参画を含む、段階的な施政権返還の方式を提案し、その際には、
③返還後の沖縄における基地権の保証を提示することを進言したのである。

（4）外務省 3月案―基地権保証案の反映

　1957年 3月 14日、前月末に駐日大使に着任していたマッカーサー（Douglas 

MacArthur II）との会談で、岸は訪米を打診された（32）。これを受けて、外務省は訪
米に向けた準備に精力的に取り組むことになる。その作業の結果作成された、沖
縄返還問題に関する岸政権最初の対処案は、上述した谷第二報告書の提言の大部
分を反映させるものとなっていた。
　1957年 3月付で外務省が作成した、「日米協力関係を強化発展せしめるために
とるべき政策」と題する文書（以下、3月案）では、重要政策の 4番目に「領土問題
の適正なる解決」が挙げられた。そこでは、日本政府が、「沖縄の有する軍事上
の重要性を再確認する」とともに、米国に対しては、「究極的施政権」の確認と、
日本による沖縄統治への段階的な参画を求める方針が示された（33）。これは、谷に
よる提言のうち、①将来的な施政権返還に関する確約の取り付け、②民政権の先
行移譲を含む、段階的な施政権返還の提案を反映させたといえるものだった。
　同時期に作成されたと思われる「沖縄施政権返還のための措置」と題する文書
は、以上の方針を具体化した内容となっていた。それは、返還までの過程を三段
階に分ける構想だった。第一段階は、「軍用土地の接収並びに補償などの行政事
務及び教育行政」について日本の意見を反映させるようにし、そのために沖縄に
関係する日本政府職員を派遣、駐在させることであった。第二段階は、第一段階
での措置を「他の行政事務に対しても拡大適用」することだった。最後の第三段
階では、「日本政府は、沖縄における米国の軍事上の要件を満足に充足せしめる
との条件の下に、米国政府は施政権を全面的に日本に返還する。右目的を達成す
るため日本政府は、軍事上必要なる土地、建物などの接収について特別の立法措
置をとるものとする」ことが提示されていた（34）。これは、谷による提言のうち、
③返還後の沖縄における基地権の保証に関する具体案といえるものだった。
　ここで留意すべきは、保証すべき対象が「軍事上必要なる土地、建物など」と
されていたことである。この文言からは、返還後の沖縄において米国に保証すべ
きものとして想定されていたのは基地施設であり、基地機能の維持については未
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だ検討されていなかったことがうかがえる。
　つまり、3月に作成された沖縄返還問題に関する外務省の対処案は、①将来的
な施政権返還に関する確約の取り付けと、②段階的な施政権返還を提案し、併せ
て③返還後の沖縄における基地の存続を保証しようとする内容となっていた（35）。
沖縄返還問題に関する従来の日米間の共通理解は、極東における脅威と緊張がな
くなれば、沖縄の施政権が日本に返還されるというものだった（36）。このことに鑑
みれば、米国務省の構想に準じていたとはいえ、岸政権発足を契機に外務省が考
案した対処案は、問題の大幅な進展を図る大胆なものだったといえる。

2．訪米準備の本格化

（1）中川アジア局長の沖縄視察報告

　以上のような外務省の対処案は、1957年 3月に国会議員の代表らとともに沖
縄を視察した中川アジア局長の報告書をきっかけに修正されることになる。
　中川は、1953年 12月に外務省アジア局長に就任して以来、施政権返還問題や
軍用地問題などの沖縄をめぐる問題に対処する主導的な立場にあった。そのよう
ななか、日本政府議員団に随行する形で沖縄視察が実現したことは、中川にとっ
て、沖縄の現状を自身の目で確かめられるまたとない機会となった。中川は、レ
ムニッツア（Lyman L. Lemnitzer）極東軍司令官兼琉球列島米国民政長官からの招待
に基づき、1957年 3月 11日から 3日間、沖縄を視察した。この視察は、前年 6

月の「プライス勧告」の公表後、日本政府が繰り返し米側に申し入れていた沖縄
への調査団の派遣が、ようやく実現したものだった（37）。視察団のメンバーは、中
川のほか、自民党の沖縄問題特別委員の床次徳二、高岡大輔ら国会議員 5人と、
経団連会長の石坂泰三ら財界人 5人に加えて、石井通則南方連絡事務局長（38）の合
計 12人であった（39）。視察団のメンバーのひとりであった高岡は、この時の視察
では「希望の全部を満し得た」ことを明らかにしている（40）。
　中川が 3月 23日付で作成した沖縄視察報告（以下、中川報告）で注目すべきは、
沖縄問題に対する米国の立場に関する考察である。中川は、前年 6月の「プライ
ス勧告」公表以降の沖縄情勢をめぐり、米軍関係者が対応に苦慮する様子を記し
ていた。「プライス勧告」が住民からの猛反対にあい、さらに日本の世論が一致
して沖縄住民を支持したことで軍用地問題が政治問題化していたため、「米側は
余程困った」状態にあるのだという。他方で中川は、国務省の見解を次のように
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推察した。「米軍とは別に国務省はもっと大きな見地より沖縄問題を憂慮してい
ると思われる」。というのも、同問題が「日米間の感情阻隔の大きな原因」であ
るということ、また沖縄における米軍統治が「米国の伝統的民主主義に反するも
のとして世界に宣伝されている」からであった。
　このような中川の推察は、国務省から軍司令官の政治顧問として沖縄に派遣さ
れていたサイプ（Peter A. Seip）総領事代理との懇談内容に主に依拠していた。サイ
プは中川に、「沖縄の日本復帰運動は全く頭痛の種」なのだと嘆いていた。米国
は、「共産圏に対する軍事上の必要がなくなれば直ぐにでも引揚げる」つもりで
いるが、この説明を沖縄住民は信用せず、米国の沖縄統治が永久に続くと考え
ているというのが、サイプの見立てだった。そしてサイプは、「これは全く私見
だが」と断ったうえで、「もし日本が平和条約第三条に付属プロトコールを設け、
沖縄に施政権を行使する期間を例えば二十年間と明定することを提議したら米国
政府は大喜びで飛付くだろう」と述べていた。サイプは、沖縄の施政権返還の時
期的な目途をつけることによる、問題の進展の可能性をほのめかしたのだった。
それは、前節で確認した、1957年初頭の米国務省内に存在した沖縄構想と同様に、
返還時期の見通しを立てることを説いたものだった。
　先述した二つの谷報告書を通じて、国務省内の構想を既に把握し得ていた中川
にとって、サイプの「私見」は「極めて示唆に富んだ言葉」であり、傾聴すべき
提案だった。そこで中川は、視察報告の最後で、返還時期の目途をつけること
を提案した。すなわち、「米国の沖縄施政に期限を明定し（例えば今日より十年又は
十五年間）そのうえでそれまでの準備期間においても出来るだけ日琉関係を緊密化
する方法を考えるのが大局的政策である」、との提言がなされたのだった（41）。

（2）外務省 4月案－基地権保証案の後退

　返還時期の目途付けに関する以上の中川の進言は、沖縄返還問題に関する外務
省の対米折衝案に新たに反映されることになる。1957年 4月 1日付で作成され
た「領土問題（対米申入れ用メモ）」と題する文書（以下、4月案）は、「領土問題を解
決するための一案」として、「平和条約第三条後段に基く米国の施政権の行使に
一定の期限」をつけることを提案した。その具体的な期限として提示されたの
は、「10年」という期日であった。文書は、「10年」という具体的な期間を設け
て、米国による沖縄施政に期限をつける利点として、①米国統治の恒久化に対す
る沖縄の住民及び日本国民の危惧の払拭と、②沖縄における米国の軍事的地位の
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安定化を挙げた。日米両国が合意のもとで沖縄返還の時期に目途をつけ、日米関
係を良好にできてこそ、沖縄における米国の軍事的地位は安定するとの主張だっ
た（42）。
　沖縄の施政権返還の実現目標時期を「10年」後とする理由は、岸が目指して
いた憲法改正構想と関連していたようである（43）。以下で見るように、4月に行わ
れた岸とマッカーサー大使との会談で、この外務省 4月案に基づいて施政権返還
に関する日本側の要望が示される。その直後にモーガン（George A. Morgan）駐日米
大使館参事官と面会した中川は、返還までの期限を「10年」と設定する理由を
次のように述べていた（44）。期限の年数についてはいくつかの案があり、最終的に
事務当局から提案されたのは「7年」だったが、これを岸が「10年」に修正した。
岸にとって「10年」は、沖縄返還について「政治的に実行可能で有用な（politically 

feasible and useful）」期間である。例えば、10年以内には憲法改正が実現するだろう。
つまり、「10年」後という施政権返還の目標時期は、岸の憲法改正構想との関連
で設定された可能性が示唆されていたのである。
　また、3月案で記された中間的な行政権の移譲については、4月案においても
引き継がれた。沖縄においては、「軍事上の必要と両立する限り、できる限り広
範に、日本国の行政が及ぼされるように配慮し、また、現地住民の民政参与を認
める」ことが求められた。
　4月案で注目すべきは、3月案に明記されていた、返還後の基地権を保証する
文言が削除されたことである。もっとも、4月案では、「十年の期間の経過後に
おいてなお極東の緊張状態が十分に緩和される見込がない」場合には、日米の間
で沖縄や小笠原諸島における「共通の防衛上の利益を擁護する」方法を協議する
案が示されていた。10年後に極東の安全保障環境が十分に改善されていなけれ
ば、沖縄における米軍基地の態様を日米間で協議することが想定されていたので
ある。しかし、返還後の基地権に関する文言は外されており、これを保証しよう
とする外務省の姿勢は明らかに後退していた。
　このように、4月案で返還後の基地に関する対米保証案が撤回された理由は、
史料上明らかでない。ただし、外務省が、米軍基地の態様について、返還後の沖
縄は日本本土と同一の条件下に置かれるべきであると考えていた可能性は高い。
4月案は冒頭で、従来、「極東における緊張状態が続く限り琉球諸島におけるそ
の地位を保持する必要がある」と米国政府が声明を発しているため、「琉球諸島
が西太平洋における防衛線の一環として重要な地位を占めるであろうことは、推



2024 年 9 月 86

察できる」として、米国のアジア戦略における沖縄の存在意義への理解を示して
いた。だが、続けて、「日本自身もこの防衛線の一環であり、また、それゆえに
現に米軍の配備を認めている」にもかかわらず、軍事上の理由により沖縄や小笠
原に限って施政権を米国が行使し続けていることは「日本国民の理解し得ないと
ころ」であると訴えていた。このような主張からは、外務省が、米国のアジア戦
略において防衛線の一環としての沖縄と日本本土の「地位」は同等であるはずで
あると考えていたこと、そしてその「地位」を理由に沖縄の施政権返還が困難だ
とする米国政府の説明に疑問を抱いていたことがうかがえる。言い換えれば、米
国のアジア戦略、そして日米の安全保障協力関係において、沖縄と日本本土は同
等の位置づけを与えられるべきであるとの見解を外務省は有していたのである。
　また、4月案で返還後の基地権に関する対米保証案が撤回された理由として、
返還後の基地存続自体に否定的な立場を示していた中川アジア局長の意見が反映
された可能性もある。先に見た中川報告では、返還後も米軍基地が残された場合、
「共産党や社会党の基地反対運動」が激しくなり、かえって日米間の摩擦は「激
化」する可能性が高まるとの予測が示され、返還後の基地存続が日米関係に与え
る影響が危惧されていたからである（45）。いずれにしてもこの時期の外務省が、10

年後に施政権返還を目指す場合、返還後の沖縄において米国に基地権の維持を保
証することに消極的であったことは間違いない。
　要するに、中川報告を受けて完成した外務省 4月案は、① 10年後という施政
権返還の時期的見通しを立て、②段階的な施政権返還を目指すことを提案した一
方で、返還後の基地権の保証に関する記述が削除されたものとなった。つまり、
二つの谷報告書を通して知り得た米国務省の沖縄返還構想の前提条件であった、
返還後の沖縄における米国の基地権の維持について、日本政府は対米折衝時に議
論することを避ける判断を下したのである。

（3）米国政府による否定的対応

　1957年 4月 4日、岸はマッカーサー大使を通じて、アイゼンハワー（Dwight D. 

Eisenhower）大統領から米国への公式訪問の招待を受けた。そこで訪米の準備とし
て、4月から 5月にかけてマッカーサーとの予備会談が行われることになった（46）。
ただし米国側は、日本が取り上げる議題に関して、東京でマッカーサーを通じて
米国政府の見解を示すよりも、岸訪米の際の首脳会談において直接回答するほう
がよいと考えていた（47）。そのため、岸・マッカーサー予備会談は基本的に、沖縄
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返還問題をはじめとした諸問題に対する日本側の見解を披露する場となった。
　4月に行われた予備会談において、岸は、沖縄や小笠原の領土問題に対する日
本社会の不満が、日米関係の阻害要因となっていることを強調した。すなわち、
沖縄が軍事上きわめて重要であるとはいえ、依然として米国の統治下にあり、半
永久的統治であるとの疑惑によって、民族意識に起因する日本国民の「対米反
感」が強まっているとの見立てである（48）。加えて岸は、沖縄の政治情勢がこのま
ま推移すれば、一層悪化するとの見通しを披露していた。そのうえで、これらの
状況を改善し、沖縄や小笠原における「米国の地位とこれをめぐる日米両国間の
関係を安定した基礎のうえにおく」ためには、サンフランシスコ講和条約に基づ
く「米国の施政権の行使に一定の期限をつける」ことが必須であることを主張し
た。岸がマッカーサーに提示した具体策は、① 10年後を目途に沖縄の施政権が
日本に返還されること、それまでの間にも、軍事上の必要と両立する限り、②日
本の行政権行使が認められる段階的な施政権返還を実現することであった（49）。こ
れらの提案が、外務省 4月案に沿ったものとなっていたことからは、外相を兼任
していた岸と外務省が、協同して沖縄返還問題の対処策を練っていたことがうか
がえる。
　外務省と同様に、岸も返還後の沖縄における基地権の維持についての対米保証
に消極的であったと思われる。一連の予備会談において、返還後の沖縄における
米軍基地の態様に関する見解を、岸がマッカーサーに表明した形跡は見当たらな
い。また、会談の際に日本側がマッカーサーに手交した文書の冒頭には、沖縄の
「地位」について外務省 4月案と同内容の主張が展開されていた（50）。さらに、訪
米後ではあるが、岸は、沖縄の基地の態様について、いずれ現状よりも限定的な
ものにしたいと考えていることを示唆する答弁をしていた。1957年 11月 5日の
予算委員会において、「われわれとしては、一応アメリカがこれ（沖縄、引用者注）

をある程度軍事基地として用いているということ自体をすぐ否認しようというわ
けではありません」と述べていた（51）。「すぐ否認しようというわけではありませ
ん」との発言からは、将来的には沖縄における米軍基地について何らかの変更を
加えたいとする岸の思惑を読み取ることができよう。結局、マッカーサーとの予
備会談において、外務省 4月案同様に、岸は、返還後の沖縄における米軍基地の
態様に関する見解を示さないまま、施政権返還について時期的な目途をつけるこ
とを米国側に提案したのだった。
　返還後の基地権に関する意向を明らかにしないままなされた、沖縄返還に関す
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る岸政権の申し入れは、米国政府内において既に存在していた基地権の維持に関
する疑念を深めることになった。事前に駐米大使館員から日本側の要望を知らさ
れたパーソンズ（James G. Parsons）国務次官補は、沖縄の米軍基地が日本防衛のた
めだけではなく、極東全域にとっても重要な存在であることを日本政府は「困
却」しているとの認識を示した。加えて、米軍事当局が、「日本における米軍基
地に関連せる情勢よりみて」、沖縄の施政権が日本に返還された場合に、沖縄に
おける基地機能に影響がでるものと憂慮していることを明かした（52）。
　米軍部が指摘したとされる「日本における米軍基地に関連せる情勢」とは、
1957年 1月 30日に起きたジラード事件を契機とした、日本国内における反基地
感情の高まりであったと考えられる。ジラード事件は、群馬県相馬村の米軍演
習場において、薬莢を拾いに来た日本人女性を米陸軍兵士のジラード（William S. 

Girard）が射撃し、死に至らしめた事件だった。2月に入るとすぐに社会党議員が
国会で事件を取り上げ、当時の石橋政権に調査を求めたほか、各地で集会を開き
世論喚起を行っていた（53）。そして、裁判管轄権をめぐる日米両政府の対立が明ら
かになると、日本の国内社会の怒りは一層強まり、1956年以来既に存在してい
た反基地感情がさらに高まるという状況にあった（54）。
　駐日大使館も、軍部と同様の考え方を示した。すなわち、日本側の要望通りに、
10年後の 1967年に沖縄の施政権を日本に返還した場合、返還後に米国が沖縄に
軍事基地を保持できる可能性はほとんどないことを、予備会談に関する報告書に
おいて論じていたのである（55）。換言すれば、沖縄返還に関する岸政権の要望は、
返還後の沖縄において米国の基地権の維持が極めて困難であり、そのアジア戦略
に変更が必要となることを米国側に知らしめるものだった。日本への配慮を優先
する傾向のある駐日大使館がこのような見解を示していたことからは（56）、返還後
の基地権維持の可能性の低さが米国政府内において共有されていた様子がうかが
える。
　したがって、日本側の要望は現段階で米国の沖縄政策とかけ離れており、到底
受け入れられないというのが国務省の結論だった。もっとも、「沖縄を終局的に
は日本に返還することは確定的であるが、現在これを公式に言明することに問題
がある」との見解も、併せて明言された（57）。返還後の基地権に関する明確な保証
もなく、沖縄の施政権返還を要望する日本側の提案は、沖縄返還問題を早急に解
決すべき政策課題とは見なしていなかった米国政府に、その方針の妥当性を認識
させるものだったのである。
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3．岸訪米と沖縄返還構想の挫折

（1）訪米前の最終提案

　5月に行われた予備会談においてマッカーサーは、米国政府が沖縄返還に関す
る岸の提案を受け入れられないことを伝達した。米国政府は沖縄を「窮局的には
返還すること」を明らかにしているにもかかわらず、日本が沖縄返還問題につい
て「一方的な扱い」をすることについて「反感」が存在する旨が申し送られた。
マッカーサー自身も、沖縄の施政権の行使に期限を付けることも直ちに返還する
ことも可能でないことを断じ、日本側の申し入れを全面的に拒絶した。
　米国政府が沖縄返還に関する岸政権の提案を拒否する理由を、マッカーサーは
二つの側面から説明した。第一に、沖縄の基地機能の重要性である。極東におけ
る米国の軍事戦略は、「必要に応じ展開（deploy）しうる自由な機動的攻撃力（mobile 

striking force）を有することを必要として」おり、沖縄の米軍基地が出撃拠点とし
て重要であることが強調された（58）。実際、この時期において米国は、沖縄の出撃
基地としての機能を強化していた（59）。そのため、沖縄のような狭い土地で施政権
を分離しようとしても、「有効な軍事基地を提供し、及び軍事的要請を満たすこ
とはできない」のだという。加えて、「沖縄の軍事的支配は日本のみならず、ア
ジア全自由諸国及びその他自由陣営諸国にとっても必要なものである」として、
米国のアジア戦略における沖縄の米軍基地の役割が力説された。第二に、施政権
を返還した際に生じうる、沖縄の米軍基地の自由使用に対する制限の可能性であ
る。マッカーサーは、「これは自分が外交官として申上げるのではなく、またあ
るいは間違っているかも知れないが」と前置きをしたうえで、「実際問題として
みた場合、施政権を分離するときは、社会党、左翼分子、共産主義者らが圧力を
加えて、軍事基地の使用にだんだん制限が加えられて行く」のではないか、との
懸念を表明した（60）。
　以上のマッカーサーの発言は、基本的に 5月 8日に国務省がマッカーサーに
送付した、岸との予備会談に臨む際のガイダンス資料に基づいたものだった。ガ
イダンスは、日本が沖縄地域を防衛できないため、米国は講和条約第 3条に規
定された地域に対する全面的統治を継続する必要があり、それゆえ、現段階で米
国の統治に明確な期限を設けることは困難であるとの米国政府の立場を記してい
た（61）。要するに、米国側は、最終的には沖縄の施政権を日本に返還する方針で
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はあるが、米国が出撃拠点として重要視する沖縄地域を日本が防衛できないため、
米国によってこれを引き続き統治することがアジアの自由主義国にとって不可欠
であることを、沖縄返還に関する岸政権の提案を拒否する理由として説明したの
である。
　もっとも、以上のような、沖縄の軍事戦略上の重要性から岸の提案に否定的な
米国側の厳しい姿勢を、駐米大使館を通じて得ていた情報に基づき、日本政府は
事前に察知していた。岸政権は、沖縄返還の実現に向けて、沖縄における軍事的
地位の維持に固執する米国側の姿勢を変えるべく、対処策を講じる必要性を認識
できる状況にあったのである。
　そこで、岸政権が米国への新たなアピールとして表明したのは、国内体制の整
備により国内政局の安定化を図るという構想だった。マッカーサーによって沖縄
返還に関する提案を拒否された岸は、沖縄や小笠原の「施政権の返還について、
アメリカ側において難点としている一つの理由として考えられるのは、率直にい
って、日本政府の態度についてアメリカ側が心配している」ことであり、「米側
においては日本内地の基地についても約束通りに行かぬということが心配であろ
うと思う」との考えを明らかにした。言い換えれば、日本本土の在日米軍基地を
めぐる米国側の懸念が、沖縄返還問題に関する判断に影響しているとの分析であ
る。そのうえで、岸は、「自分の内閣では国内の体制を確立したい」として、社
会党のバックボーンであった総評の弱体化を国内体制整備の具体例として語っ
た（62）。この構想を具現化し、沖縄返還問題に関する米国側の理解と信頼が得られ
れば、同問題の進展の可能性があるのではないかとの期待を、岸はマッカーサー
に示したのだった。
　国内体制の整備に努めようとする岸の展望は、その改憲構想とも関連していた。
予備会談とは別の機会に行われたマッカーサーとの会談において、岸は、沖縄返
還問題と自らの憲法改正構想との関連性を語っていた。岸によれば、憲法改正に
必要な衆参両院における三分の二の議席を獲得するためには、遠からず実施すべ
き総選挙と 2年後の参議院議員選挙に自民党が勝利し、政治的安定を得る必要が
ある。これを実現するために、今回の訪米で、二大議題である安保改定と沖縄や
小笠原諸島の施政権問題の解決を実現したいと岸は訴えたのだった（63）。沖縄返還
問題の解決と安保改定を訪米の手土産に、岸は憲法改正に向けた政治的基盤作り
を試みようとしていたのである。
　結局のところ、5月の会談でマッカーサーに対して語られた以上の岸の構想は、
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米国側が極東戦略における沖縄基地の重要性から、沖縄統治の継続の必要性を強
調したのに対し、日本側が国内政治の論理による説得を試みていたことを意味し
た。それは、沖縄返還問題を論じるうえでの争点が日米両政府の間で嚙み合って
いないことを如実に表していた。
　ただし、5月以降の外務省内には、返還後の基地の態様について再び検討する
動き自体は存在した。例えば、外務省は、返還後の沖縄で「在日米軍基地に関連
して起こっている情勢」が起こることを確実に避けられるのかと米国側に問われ
た場合には、「沖縄を返還する際に、米軍が必要とする施設及び区域は留保して
置けば、基地拡張をめぐる問題の発生は避けられる」と回答することを想定して
いた（64）。換言すれば、返還後の沖縄で米国が必要と考える基地施設や軍用地につ
いては、日本に返還せずに米国による使用を継続することを認める措置の発案で
ある。しかし、この案も訪米時に提起するものとして検討されていたわけではな
かったと思われる。外務省は、訪米時のダレスとの会談において行う岸の発言の
一案も用意しており、そこでは、施政権の返還までの 10年の間に、「両国政府
当局が真に善意と熱意をもって」協議し、日本による「施政権の行使」と米国の
「純軍事的要件」を両立させる方法を見つけ出すことが想定されていた（65）。つま
り、外務省は訪米を間近に控えるなかで、返還後の基地権に関する米国の懸念へ
の対処の必要性を認識していた一方で、訪米時に何らかの具体的な提案を行う用
意はなかったのである。
　最終的に、岸が訪米前にマッカーサーに対して、米軍基地の態様に関する意見
を表明することはなかった。岸が外務省同様、返還後の沖縄における基地権を米
国に保証する必要性を検討していたのかは定かではない。しかし、訪米時にその
ような保証に関する提案をする必要はないとの判断を下していたことは間違いな
い。6月に入ってもなお、岸は、返還後の基地の態様に対する明確な支持と保証
を示さないまま、日本の共同声明案として、① 10年後の施政権返還を前提とし
た、②段階的な返還を約する文言を盛り込むことを提起した。また、声明案では、
③沖縄に対する日本の究極的主権の確認を明文化することが目指されていた（66）。
　つまり、岸政権は、外務省 4月案作成段階から訪米前まで一貫して、① 10年
後という施政権返還の時期的見通しを立てたうえで、②段階的な施政権返還を目
指す姿勢を、米国側に示し続けた。これに加えて、訪米直前には、③沖縄に対す
る日本の究極的主権の確認に関する文言を共同声明に明記することを要望した。
他方、5月になると、返還後の基地権に関する米国の懸念への対処策を外務省は
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再び検討するようになっていたものの、これが岸によって米国側に提起されるこ
とはなかった。その代わりに岸が明らかにしたのは、④国内体制の整備を通じた
国内政治の安定化を図るという構想だった。

（2）首脳会談－米国政府による正式な拒絶

　1957年 6月 19日から始まった日米首脳会談の場で、岸はアイゼンハワー大統
領やダレス国務長官に、段階的な施政権返還を改めて要望した。この要望につい
て具体的に語る前に、岸は、沖縄の軍事的重要性を日本が理解していること、そ
して将来の施政権返還の期日が明確でないことによる日本国民の不安を強調し
た。すなわち、日本は沖縄が「極東における安全保障のため必要なことは十分わ
かる」ものの、「軍事基地として必要であるが故に施政権の全部をゆだねねばな
らぬということは了解し難」く、「米国政府は沖縄を終局的（ultimately）には日本に
返還するというも、施政権が無期限であるため、日本国民は米国民の意図に不安
を抱からざるをえない」との説明であった。米国側の資料によれば、このとき岸
は、「日本人が」沖縄における米軍基地の軍事的重要性を理解しており、基地の
存在自体には反対していないのだと踏み込んだ発言をしていた（67）。そのうえで岸
は、「基地すなわち軍事的の必要性と施政権すなわち民生の問題との分離がなか
なか困難であることはわかる」としつつも、「施政権返還についての国民感情を
理解してもらいたい」と付言しながら、段階的な施政権返還の実現を要望したの
だった（68）。
　だが、段階的な施政権返還について述べる際に、岸が 10年後という施政権返
還の時期的見通しについて言及することはなかった。先に見たように、訪米直前
にマッカーサーに示された日本の共同声明案にまで盛り込まれていた、返還時
期に目途をつけようと試みる方針が、首脳会談の場では放棄されていたのであ
る。その理由は、史料上明らかではない。ただし、訪米に向けて重ねられていた
対米折衝を通して、返還の時期的見通しを立てるとの試みの実現可能性の低さを
痛感したことで、岸が首脳会談の場でこれを持ち出さなかった可能性は考えられ
る（69）。また、返還後の基地権に関する米国の懸念への対応として、国内体制の整
備を通じた国内政治の安定化を図るという構想も、岸は首脳会談の場で披露しな
かったが、これも同様の理由によるものだったと思われる。
　以上のような岸の発言に対して、アイゼンハワーは、沖縄返還問題に関する日
本側の要望を受け入れられないとの立場を示した。すなわち、「領土問題につい
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ては米国としては侵略がおきた場合に、迅速に行動しうるような立場にあること
が必要であることを指摘したい」との回答だった（70）。ダレスも同様の見解を岸に
表明した。ダレスは、国民感情に対する理解を示し、施政権は軍事的に必要がな
くなってまで確保する意図はないとしつつも、「自由世界と米国の防衛上に必要
な現状からみて、現在沖縄の施政権を手放す可能性はない」ことを強調し（71）、今
回の岸の訪米に際して「何等かの重要な声明（any significant statement）」を出すこと
は難しい旨を言明した（72）。
　もっとも、岸との首脳会談の前日に行われた米国政府首脳による準備会議にお
いて、アイゼンハワーは、冷戦の状況次第で近い将来に沖縄を含めた西太平洋か
ら米軍が撤退する可能性を探る姿勢を見せていた。冷戦の緊張緩和の進展に伴い、
兵力を撤退することは可能なのかを首脳陣に尋ねていたのである。しかし、クオ
ールズ（Donald A. Quarles）国防副長官は、それは短期的にはありえないことだと指
摘し、沖縄の施政権を日本に返還する時期にないことを強調した。このクオール
ズの返答を聞いたアイゼンハワーは、米国が沖縄に留まるのは、共産主義の脅威
のみを理由としていることを指摘し、米国が沖縄に留まる期間は、日本における
米国の地位を維持できる期間との関連で決まるのだとする、米国政府の立場が確
認された（73）。
　要するに、アジアにおいて共産主義の脅威が未だ存在し、かつ、反米反基地感
情の高まりを背景として日本における米国の軍事的地位が盤石でない現状では、
沖縄の施政権返還について議論の余地はないというのが、米国政府首脳の結論だ
った。それゆえ、首脳会談後に発表された共同声明において、極東における脅威
と緊張がなくなるまで米国の沖縄統治が継続されるという、ブルー・スカイ・ポ
ジションが明記されたのである（74）。こうして岸は、首脳会談において、段階的な
施政権返還という沖縄返還問題に関する要望を、正式に拒絶されたのだった。
 

（3）岸訪米の「成果」

　共同声明については、20日の夜から行われた日米事務当局間による協議の結
果作成された草案を基礎に、21日に首脳間で話し合うという段取りとなった（75）。
事務当局間で妥結した草案には、日本側が要求していた返還時期の目途に関する
文言はなかったものの、沖縄に対する日本の「潜在的かつ究極的主権（residual and 

ultimate sovereignty）」を指す文言が盛り込まれた。6月 20日に作成された米国側
の共同声明最終案にも、同様の文言が使用されていた（76）。この文言が実際の共同
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声明においても残されれば、施政権返還の時期に目途は付けられないまでも、返
還の確約が公式化することになるはずであった。
　しかし、これにダレスが待ったをかけた。ダレスは、「ultimate」の削除を提
案したのである。意味が不明確であること、さらに講和条約後からその時まで、
「residual」の語句のみ使っているというのがその理由だった（77）。これに対して岸
は、「ultimate」という語句は、4月のダレスの新聞会見で使われた語句であるこ
とを指摘し、日本人にとって「潜在的（residual）」という語句は意味が分かりづら
く、最終的に日本に返還される意味を含んでいるとは理解されていない旨の説明
をした。実は、4月 23日の新聞記者会見で、ダレスは、沖縄返還問題に関する
従来の米国政府の方針に変化はないかと問われた際に、米国が沖縄や小笠原諸島
に対して「究極的な主権（ultimate sovereignty）」を手にしたことはなく、それは日
本に残されていると説明していた（78）。しかし、首脳会談の場で岸の指摘を受け
たダレスは、「ultimate」はあくまで非公式な新聞会見における発言であると「弁
解」に努め、「residual」以上の意味を持つ語句を使用し、沖縄の地位に変化を生
じさせることはできないと釘を刺した。こうして共同声明では、日本が沖縄に対
して「潜在的主権（residual sovereignty）を有する」ことのみが確認されたのである（79）。
　ただし、岸は最終会談において、アイゼンハワー自身から「潜在主権（residual 

sovereignty）」の「residual」の意味は、「米国が一定期間その権利を行使し、その
後主権は日本に返還される、というのが残留の意味だ」との発言を引き出してい
た（80）。沖縄に対する日本の究極的な主権の確認の公式化は実現しなかったもの
の、会談の場で岸は、アイゼンハワーの言質を獲得することには成功していたの
だった。

お わ り に

　本稿で明らかにしたように、岸政権は、1957年 6月の訪米の際に沖縄返還問
題を進展させるべく、政権発足直後から対米要請の内容を決めるための準備作業
に取り組んだ。作業開始当初から一貫して目指されたのが、段階的な施政権返還
の実現であった。これは、施政権返還前までの期間は、日本による沖縄への行政
権の行使や住民の自治の容認を併せて求める構想であった。そして、中川外務省
アジア局長の沖縄視察を契機に、施政権返還の実現は 10年後と設定された。そ
の時期には、岸が目指していた憲法改正が実現していることが想定されていた。
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このような構想は、1957年 4月から始まった岸とマッカーサーとの予備会談以降、
継続して米国側に伝えられたものの、最終的に首脳会談の場で岸がこれを披露す
ることはなかった。加えて、訪米直前の時期からは再び、沖縄に対する日本の究
極的主権の確約を取りつける方針が採られた。
　他方で、対米折衝を通じて岸政権は、返還後の基地権に関する米国の懸念に対
処する必要に迫られた。訪米に至るまでには、基地施設の存続に関する特別な立
法措置をとる方法や、重要な基地施設や区域の返還を留保する方法、さらには返
還合意後に日米で協議を実施する方法が外務省内で検討されていた。しかし、い
ずれの案も岸によって米国側に提示されることはなかった。岸は、沖縄の軍事的
重要性への理解を示しながらも、憲法改正などの国内体制の整備による国内政局
の安定を目指す構想を説明することで、米国側の懸念の払拭を図った。ただし、
そのような構想についても、岸が首脳会談の場で実際に語ることはなかった。
　これらの事実を踏まえて、岸政権の沖縄返還構想は、以下の二点から特徴づけ
ることができる。第一に、その沖縄返還構想は、返還後の米軍基地の態様に関す
る合意形成を先送りするものであった。岸や外務省は、少なくとも、返還に際し
て米軍の軍事的要請を受け入れること自体は所与としていたと考えられる。その
場合、米国の要請を可能にする法的枠組みが必要となるはずであり、論理的に考
えれば、日本側が施政権返還の要請をする際に、法的枠組みに関する見解を米国
側に表明したとしてもおかしくはなかった。だが、訪米の段階において、岸政権
はそのような対応は必要ないと判断していたのである。
　第二に、こうした沖縄返還構想は、憲法改正という日本の安全保障政策に関す
る岸の長期的目標と関連していた。岸は、沖縄返還問題の「解決」と安保改定を
訪米の手土産とすることで、その後数年の間に行われる予定であった選挙に勝利
し、憲法改正を可能とする政治的基盤を作り出すことを目指していた。そして、
施政権返還までの 10年の間に憲法改正を実現したうえで、沖縄の日本復帰を成
し遂げようとしていた。つまり、岸政権の沖縄返還構想は、岸の憲法改正構想と
連動していたのである。
　これらを踏まえた場合、岸が憲法改正後に、米国と締結することを希望してい
た相互防衛条約を日本本土と同様に日本復帰後の沖縄に適用する構想を抱いてい
た可能性が浮かび上がる（81）。つまり、本稿で確認した、日米の安全保障関係にお
いて沖縄と日本本土を同等に位置づけようとする岸政権の発想からは、返還後の
沖縄における米国の軍事的要請に応えるために、特別協定などの本土とは別の法
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的枠組みは必要ないと考えていた可能性が読みとれるのである。
　以上のように、1957年 6月の訪米に際して岸政権が用意した沖縄返還構想は、
返還後の基地権の維持を米国側に保証するものではなく、むしろその保証に消極
的な岸政権の姿勢を反映するものであった。それゆえその構想は、沖縄における
基地権の維持を望んでいた米国政府からは拒絶される結果に終わったのだった。
返還後の沖縄における米国の基地権について、日米両政府が論点化するのは、佐
藤栄作政権の誕生後のことである（82）。その意味で、1957年 6月の岸訪米は、返
還後の米国の基地権に関する日本側の姿勢が明らかとなった初めての機会として、
沖縄返還交渉史における重要な転機と位置づけられるのである。

〔付記〕本稿は、科学研究費補助金（特別研究員奨励費、課題番号 22KJ1264）による研究成果
の一部である。
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普天間飛行場返還合意の条件	
－米国の認識を中心に－

波 照 間 　 陽

は じ め に

　本稿の主眼は 1996年に合意された米海兵隊普天間飛行場の返還を日米間の問
題として捉えるのではなく、米国の海外基地政策の枠組みのなかに位置づけるこ
とにある。海外基地は敵対国に対する抑止、有事への迅速な対応、同盟へのコミ
ットメント・保証、さらに余剰の担保として、米国の優位性を支え、国益に資す
るものである（1）。一旦設置されれば、既得権益や経路依存が生じ、持続的に維持
される傾向にある（2）。
　他方、基地が閉鎖されるのは戦争の終結後や米国の戦略に変更があった場合で、
財政上の制約も作用して米国は自発的に整理縮小する（3）。しかし、ケースは少な
いが、接受国からの要求によって基地が閉鎖されることもあり、その場合は争点
となる基地が無条件に返還されたり米本土へ撤退したりするのではなく、軍事的
要請を満たすよう統合・移転といった措置がとられる傾向にある（4）。
　こうした、米国の基地ネットワークの変動というマクロな視点に立つならば、
沖縄に所在する米軍基地をめぐる問題は米国にとってどのような意味をもつのか。
本稿は、今なお政治的・社会的問題として存在する米海兵隊普天間飛行場の移設
問題の発端である 1996年の同飛行場返還合意を事例に、なぜ、どのような条件
で米国は基地の返還に合意するのかを検討する。
　冷戦の終焉後、米国は西ドイツを中心に大幅に基地を縮小したが、アジアでは
そのような大きな変化は見られず、むしろ 1995年にアジア太平洋地域で 10万
人の兵力を維持し、それを支える基地も維持する（自発的には閉鎖しない）方針を打
ち出した。一方、95年 9月の沖縄での少女暴行事件を機に反基地感情が高まり、
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日米両政府が対応せざるを得ない事態に発展した。その後、沖縄県民に対する駐
留米軍の「負担を軽減」し、それによって日米の同盟関係を強化するため、「沖
縄に関する特別行動委員会（Special Action Committee on Okinawa：SACO）」が設置され
た。SACO協議の末、96年 12月に県内移設を条件とした普天間飛行場の返還を
含む様々な措置が日米安全保障協議委員会に承認された。
　普天間飛行場返還問題をはじめ沖縄の米軍基地をめぐる諸問題に関する研究に
は重厚な蓄積があり、SACO協議の内実を明らかにする回顧録や報道・ルポ、学
術研究も豊富である（5）。これらの先行研究の多くは、普天間飛行場の返還をめぐ
る問題を日本の国内政治や日米同盟内の問題として扱っており、戦略的観点や国
際環境の変化が基地配置に与える影響に焦点が当てられていない。他方、反基地
運動や国内アクター間の相互作用に焦点を当てた基地政治の研究が展開されてお
り、基地が政治争点化する過程や要因を明らかにしている。しかし、基地が政治
争点化されたのちに米国がその返還に合意するまでのプロセスは明らかにされて
いない（6）。そこで本稿は、沖縄の反基地感情の高まりに直面した米国が、争点と
なった普天間飛行場の戦略的重要性をいかに評価し、返還合意に至ったかを明ら
かにする。なお、同様の視角からこの問題にアプローチする先行研究もあるが（7）、
本稿は脅威均衡論を応用して理論的に米国の意図を分析し、それらの研究が参照
していない資料も用いながら論証する。当時の米国側の認識を検討することによ
り、日本の国内問題として扱われがちなこの問題の発端に立ち返って、戦略的・
軍事的視点で捉え直すという点で重要である。
　本稿の議論は次の通りである。代替を条件として米国が基地の返還に応じた理
由は、東アジア地域には明白な脅威が不在でありながらも不確実性が高いという
米国の国際情勢認識にある。不安定な情勢下で日本との同盟関係を維持・強化す
る必要があり、在日米軍基地の安定的な維持を可能にするために、普天間の返還
に応じた。また、その返還に応じる条件として、不測の事態に対応できるよう、
争点の基地と同等の機能と能力を備えた代替が求められた。本稿で明らかにされ
るのは、沖縄にある米軍基地が日米間の問題として扱われる以前に、東アジア・
太平洋地域における米国の前方展開政策が固まっており、基地に関する交渉はそ
の範囲の中で行われたということである。
　以下、第 1節では、米国が争点の基地の返還に応じる条件についての仮説を
設定する。第 2節では、問題の背景として、普天間飛行場の役割と機能を概観
する。第 3節で、1990年代前半と SACO協議期間中の米国の脅威認識を確認
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する。ここでは国防総省の戦略文書及び軍部高官の議会公聴会での証言といっ
た対外的に発信されたものと、米国内部の視点を提供する回顧録や 2次資料を
使用する。第 4節では、前節でみた脅威認識から普天間飛行場の評価をリンク
させ、国防長官や軍高官がどのように当該基地の戦略的重要性を把握・説明し
ていたかを探る。第 5節では、普天間飛行場の代替に求められる要件を整理し
た上で、複数の代替案が検討され、最終案に絞られる過程を検証する。米公文
書はまだ公開されておらず入手可能な資料は限定的だが、ここでは主に Digital 

National Security Archive（DNSA）に収められている “Japan and the United States: 

Diplomatic, Security, and Economic Relations, Part III, 1961-2000”と、我部政明の
科学研究費補助金基盤研究（C）研究成果報告書「東アジア多国間安全保障枠組創
出のための研究：米軍プレゼンスの態様」に収録されている米公文書を活用し、
SACO協議期間中の米国側の内部調整を明らかにする。また、日本側の政府高官
らの回顧録や SACO関係者へのインタビューも補足資料として用いる。

1．仮説の設定

　基地の閉鎖や返還は、そこに展開していた米軍が消失するということを意味し
ない。所属部隊や基地機能は多くの場合どこかに移転される。すなわち、代替基
地が必要とされる。ここでは、どのような代替基地があれば米国は争点の基地の
返還に応じるか理論的に整理する。
　ある基地が政治的争点になっている場合、その基地（そこに駐留する部隊）が担当
する特定の地理的地域（管轄地域、area of responsibility）における外敵脅威について米
国がどのように認識しているかを検討することが重要である（8）。脅威均衡論（9）を
援用して米軍の前方展開について推論すれば、兵力をどこにどれだけ配置するか
は、敵対国の総合的な軍事力だけでは規定されず、特定の地域における想定され
る脅威によって規定されると考えられる。基地及び部隊は、敵対国の軍事行動か
ら不測の事態まであらゆる脅威に対処する任務が各々に与えられており、効率的
に軍事作戦を遂行できるよう配置・維持される。したがって、脅威の度合や種類
が変化すれば、基地の戦略的重要性も変化すると推論できる。
　さらに、米国の脅威認識は、基地の代替にも影響を与える。脅威認識が変化せ
ず、前方展開兵力を下げることができないと判断される場合は、争点の基地がも
つ能力や機能は維持される必要があり、同じ地域のなかでレプリカ（複製）を設け
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ることが代替となる。現存する脅威に対抗するために代替基地は争点の基地が有
する能力と機能を担保することが求められる。反対に、現存の脅威が低下してい
ると認識していれば、それに応じて基地の能力を下げることができ、その地域内
で部隊や基地機能を分散移転することが代替となる。展開規模の縮小や即応性、
軍事的効率性の制限につながるが、縮小傾向の脅威に対抗する軍事力全体には影
響しない。
　この仮説から、1990年代半ばに合意された普天間飛行場の返還については次
の予測が導き出される。冷戦期のソビエト連邦という強大な脅威が消失した 90

年代には、東アジアにおける米軍の存在理由（raison d’être）も大きく減じるはずだ
ったが、休戦状態の朝鮮半島、中国の動向、日本の経済的影響力、未解決の領土
紛争といった不確実性が顕在化し、前方展開の維持が必要とされた。このような
冷戦後の米国のアジア戦略の下、米軍基地に対する沖縄の反発に応じて、米国は
態勢・兵力の配置を大きく変更しないという条件で普天間飛行場の返還に合意し
た。次節以降、当時の米国の脅威認識から普天間基地の返還合意までのリンケー
ジを検証していく。

2．普天間飛行場の役割と機能

　まずは普天間飛行場の成り立ちを確認する。普天間飛行場は沖縄戦下で米軍に
よって日本本土攻撃のために建設されたが、終戦によって戦闘機用として整備さ
れたのち、しばらくは予備の飛行場として置かれていた（10）。1954年に滑走路を
2,700メートルに延長し、地対空ミサイルのナイキ基地が建設された（11）。55年に
岐阜県各務原や山梨県北富士などに駐留していた第 3海兵師団が沖縄に移転され
ることになった（12）。60年には普天間飛行場の管轄が空軍から海兵隊に移された。
さらに、70年代に関東平野地域の米軍基地の整理・統合（いわゆる「関東計画」）に
伴い厚木海軍飛行場所属の航空機が普天間に移転された結果、所属機数が 20倍
に増え、使用頻度も急増した（13）。76年に第 1海兵航空団の司令部が山口県・岩
国飛行場から普天間に移されたことにより、地上及び航空部隊が一体となって作
戦を遂行できる能力が高まった（14）。
　次に、普天間飛行場の使用者である海兵隊について、その基本的な任務は、敵
地に侵入し、橋頭保を築き、後続の統合部隊の進入に必要な基礎を固めることで
ある。海兵隊の特徴は、地上、航空、海上のドメインにおける兵力を統合した戦
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力である。基本となる組織は海兵空陸機動部隊（Marine Air-ground task force: MAGTF）

であり、司令部隊、陸上部隊、航空部隊、兵站（補給）部隊の 4つの要素で構成さ
れる。任務に応じて規模の異なるMAGTFを編成するが、最小のものは大隊規
模の「海兵遠征部隊」（2,000～3,000人）、中規模機動部隊の「海兵遠征旅団」、そ
して最大のものは、大規模な有事や危機に対応する主要戦闘部隊の「海兵遠征
軍」（20,000～90,000人）がある（15）。
　第 3海兵遠征軍（Third Marine Expeditionary Force: III MEF）は海外配備されている唯
一の海兵遠征軍であり、主に第 3海兵師団、第 1海兵航空団、第 3海兵兵站群、
第 3海兵遠征旅団、第 31海兵遠征部隊、第 3海兵遠征軍情報群で構成されてい
る。これらの大部分が沖縄に駐留している。第 3海兵師団はキャンプ・コート
ニーを拠点とし、普天間飛行場は第 1海兵航空団の重要な飛行場であり、キャ
ンプ・シュワブとキャンプ・ハンセンは兵舎や訓練場、弾薬庫などを備えている。
キャンプ・キンザーは備蓄物資の倉庫群を有する。他にも訓練場や飛行場が、沖
縄本島や周辺離島にも点在している。これら海兵隊の基地は米空軍嘉手納飛行場
と共に、沖縄本島において大きな面積割合を占めている。
　普天間所属の航空機は歩兵部隊と砲兵部隊に空輸を提供する、足の役割を果
たす。1991年 4月の時点で、普天間飛行場には 74機が所属しており、貨物と完
全装備の海兵隊員を輸送できる CH-46F中型ヘリ 24機と CH-53E大型ヘリ 12機、
加えて AH-1W攻撃ヘリ 8機と UH-1N汎用ヘリ 9機の合計 53機のヘリコプター
が含まれていた（16）。そして、回転翼機や固定翼機に空中給油を提供できる KC-

130輸送機 12機のほか、UC-12Fや CT-39Gの人員・貨物輸送機などを含む 21

の固定翼機も所属していた。このうち、全てのヘリコプターと KC-130は、第 1

海兵航空団の一員である第 36海兵航空群（MAG-36）に所属していた。

3．米国の脅威認識

　戦略文書から米国がアジア太平洋地域の脅威をどのように捉えていたかを分析
すると、概してソ連崩壊後の対米脅威は最小限だが依然として緊張を要する状況
と見ていたと言える。1990年時点では米国は当該地域に大きな脅威はないと認
識しており、同年に議会向けに提出された報告書「アジア太平洋地域の戦略的枠
組み（A Strategic Framework for the Asian Pacific Rim）」（以下、EASI-I）では、自国のコミ
ットメントが低下すれば安全保障の空白が生じ、その他の国がそれを埋めようと
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し、それが軍拡競争につながり地域の不安定化がもたらされる、と述べられてい
た（17）。しかし、95年 2月に発表された「東アジア・太平洋地域の安全保障戦略
（Security Strategy for the East Asia-Pacific Region）」（以後、「東アジア戦略報告」）では、「ア
ジアと太平洋において覇権主義的なソ連の脅威にはもはや直面していないが、朝
鮮半島における軍事的脅威や、再燃しつつある複雑な緊張の数々には依然として
対峙している」と評価していた。
　以下、沖縄の基地をめぐる日米間の協議が行われる以前からその時まで、すな
わち 1990年代前半に安全保障上の問題として挙がっていた朝鮮半島、中国そし
て日本に対する米国の認識を確認する。

（1）朝鮮半島

　1990年代前半、朝鮮半島情勢が悪化した。92年には米国は北朝鮮の軍事的発
展、特に韓国や日本本土を射程に入れる弾道ミサイルの継続的な増加を懸念し、
軍事衝突の可能性として北朝鮮を注意深く観察していた。例えば、93年のボト
ム・アップ・レビュー（Bottom-up Review）では、朝鮮半島での大規模な地域的紛
争があるとの想定の下、米軍態勢を再構築した。米国は北朝鮮の兵力が平時にお
いては米軍と韓国軍を上回る一方、空軍力の質においては北朝鮮が不利であると
いう状況を把握していた（18）。
　北朝鮮の核開発疑惑と国際査察への協力拒否は、米国との対立を深める要因と
なった。実際、国防総省は強制措置として在韓米軍を強化する作戦を練っており、
1994年 4月にはパトリオット・ミサイルと攻撃ヘリコプター大隊の配備、1,000

人の追加派遣など、軍事的準備を整えていた（19）。北朝鮮が電撃的に南へ侵攻して
きた場合には在日米軍基地を使用する可能性も見据えていた（20）。米国の威圧外交
を交えた交渉によって武力行使が回避されたのち、95年の「東アジア戦略報告」
は「北朝鮮は依然として予測不可能で、この地域における潜在的危険の源であり、
……韓国に対する北朝鮮の通常戦力による軍事的脅威は衰えておらず、米軍の継
続警戒と関与が求められる」と強調した（21）。
　北朝鮮が与える具体的な脅威について、軍高官らは奇襲攻撃の可能性やミサイ
ル開発を挙げて警戒していた。例えば、ジョン・ドイッチ（John Deutch）中央情報
長官は 1996年 2月 22日の上院情報特別委員会において、北朝鮮の脅威は韓国
への全面的な侵略であると伝統的に考えられているが、北朝鮮の不確実性が高ま
れば、短期間での侵攻の可能性が高まると指摘した（22）。96年 3月 20日、国防総
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省ミサイル防衛局長マルコム・オニール（Malcolm O’Neil）陸軍中将は、韓国と在韓
米軍は弾道ミサイルの直接的脅威に曝されていると証言した（23）。他方、翌月の公
聴会で彼は、北朝鮮は戦術レベルの戦争を展開したり韓国を攻撃したりする意図
を示しておらず、むしろ米国をターゲットにしていると考えられるため、北朝鮮
の弾道ミサイルシステムは米国にとって戦略的脅威になるだろうと述べた（24）。

（2）中国

　中国は軍備増強と不透明性によって、もう一つの懸念事項と見られていた。
1990年の米国の対中認識は「主要な軍事的脅威」ではなかったが、それは中国
が軍事的近代化の優先順位を低く位置づけていたからであった（25）。93年頃から
米国では「中国脅威論」が台頭し始めるが（26）、その一部はウィリアム・クリン
トン（William Clinton）政権への反対キャンペーンとして出てきた側面もありつつ（27）、
著しい経済成長に伴う国防費の急増、核戦力を含む軍事力の向上がその背景にあ
った。他方、クリントン政権は中国が近代化し国際社会の一員となることが米国
にとって望ましい秩序につながるとして、「包括的関与」政策を選択した（28）。こ
の時点では中国はかつてのソ連のような強大な競争相手には程遠く、クリントン
政権にとって対話を通じて建設的な役割が期待できる相手であった。
　沖縄の米軍基地をめぐる日米協議の期間中、中国と台湾の間の政治・軍事的緊
張が高まった。台湾における初めての大統領選挙に脅しをかけるべく、中国は
1996年 3月 8日から台湾周辺海域でミサイル実験を実施した。米国は台湾海峡
と周辺海域にそれぞれ 1空母打撃群を派遣し、中国の挑発に抑止で対応した（29）。
　また、中国に関する懸念の一つに、南シナ海における領土紛争の存在があった。
中国に対する関与政策を進めていた米国にとって、いわゆる南シナ海における領
土問題は地域的な一つの領土問題と捉えられていた。南シナ海で中国と関係各国
との間で政治的または軍事的対立が徐々に顕在化してきたが、米国は武力を用い
て中国を抑止しようとしたり積極的に介入したりせず、国務省による政策声明を
通じて領土問題の発展を牽制した（30）。
　当時の政策決定者、特に SACO関係者が、中国を本格的な軍事的競争相手、
封じ込めあるいは抑止しなければならない相手だと見ていたかどうかは明言でき
ないが、少なくとも中国との軍事的な衝突や競争は想定していなかったと見られ
る。実際、台湾海峡危機においてクリントン政権は中国が台湾に対して武力行使
しないだろうと見積もっていた（31）。中国のミサイル実験に先立って 1996年 2月
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22日の上院情報特別委員会において、米国政府は中国による台湾攻撃の可能性
と、直近の緊張がもたらす脅威は低いと評価していると述べた（32）。国務省は中国
が台湾に対して攻勢をかけるかどうかは中国の軍事力よりも台湾当局の行動によ
って決まるという評価を示した（33）。国防総省と中央情報局も同様の見解を示し、
事故や誤算によって交戦の可能性が上がるという懸念を表明した（34）。

（3）日本

　1990年代初頭、米国にとって大きな懸念の一つは日本との関係であった。ク
リントン政権は日本との貿易不均衡を是正しようと安全保障より経済に注力して
おり、二国間関係は揺らいでいた。当時の細川護熙首相は防衛問題懇談会を召集
し、76年から持続していた、米国との協力によってアジア地域の平和と安定を
築いてきた「防衛計画の大綱」の見直し、そして冷戦後の新しい時代に即した指
針の検討を求めた。94年 8月に提出された懇談会の報告書「日本の安全保障と
防衛力のあり方：21世紀へ向けての展望」（座長の名前を冠して「樋口レポート」とし
て知られている）は、国連や地域枠組みを通じて多角的安全保障協力を推進してい
くべき、と提言した（35）。他方、米国の重要性については、特に経済面において米
国の相対的パワーが低下し、それによって国際的な経済対立が生じやすくなると
しても、米国中心の同盟ネットワークはかけがえのないものであり、持続可能な
ものであるという認識を明示していた。
　しかし、日本の政治をウォッチする米国人専門家は樋口レポートの提言をアジ
ア太平洋地域における米国の利益の後退に対するヘッジであると解釈した（36）。彼
らは日本の政策見直しプロセスに素早く反応したが、それは日本の「漂流」が米
国にとって好ましくない結果を及ぼすかもしれないという懸念によるものであっ
た。ワシントン・ポストの報道によると、クリントン政権内部の数人が持ってい
た不安は、もし米国が貿易問題で日本を強く非難すると、日本が同盟から外れる
かもしれず、そうなればアジア諸国は日本の再軍備の可能性に脅かされ、米国は
重要な在日米軍基地を存続の危機にさらすことになる、というものであった（37）。
　米国の日本専門家らの懸念は 1995年 2月に発表された「東アジア安全保障戦
略」において、日本に関する新しい政策として結実した。ナイ・レポートと知ら
れる同報告書は、当該地域における米軍プレゼンスの抑止としての役割を強調し、
それがなければアジア諸国は軍拡に進み隣国を脅かし、結果的に不安定化をもた
らす、と警鐘を鳴らした。そのような事態を避け、当該地域の安全保障に対する
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コミットメントを示すため、将来にわたって米軍を 10万人体制で維持すること
を提言した。日本については、航空及び海上の優勢と迅速な展開のため 1個以上
の航空団、第 7艦隊、そして沖縄に 1個海兵遠征軍を維持する方針を示した（38）。
　樋口レポート及びナイ・レポートを経て、日米は安全保障協力の実質的な構造
を築くプロセスに入った。その先には、日米安全保障共同宣言（95年 11月のクリン

トン訪日に合わせて計画されていたが翌年 4月に延期）や物品役務相互提供協定、日米防
衛協力のための指針（新ガイドライン）の作成といった日米同盟の強化のための調整
が控えていた。

4．普天間飛行場の評価

　本節では、米国が在沖海兵隊、とりわけ普天間飛行場の重要性をどのように捉
えていたか、公表された政府文書や政府・軍高官の公での発言を中心に分析する。

（1）在沖海兵隊、普天間の重要性

　1995年 9月の少女暴行事件に端を発した在沖米軍基地の見直し作業の以前
は、米国は普天間飛行場を含む沖縄の海兵隊を現状維持する意図を公に示してい
た。国際環境の大きな変化に応じた西欧の駐留米軍の大規模縮小を盛り込んだボ
トム・アップ・レビューは、在日米軍の構成についてほとんど変化を加えなかっ
た。90年の EASI-Iでは、1～3年以内に特に沖縄において 5,000～6,000人程度の
兵員削減を目標として掲げた（39）。また、主要な基地は閉鎖対象とされなかったが、
地元の圧力を和らげるために沖縄の基地を統合する必要性はあると指摘した。92

年に発表された EASI-IIでは、在沖海兵隊の再編によって 3,500人程度の削減を
達成したと報告された一方、在日海兵隊をそれ以上削減する予定がないことも明
らかにされた（40）。そして前述の 95年のナイ・レポートは東アジアへのコミット
メントの継続路線を規定した上で、沖縄における 1個海兵遠征軍の配置を含む米
軍 10万人体制を維持する方針を固めていた。
　こうした政府方針に従って、米国の政府高官は沖縄における米軍の態勢に変更
がない旨を繰り返し発言した。例えば、1995年 11月に来日したウィリアム・ペ
リー（William Perry）国防長官は記者クラブにおいて、「在日米軍を 47,000人体制
で維持するという制限の下で在沖米軍の影響を減らすよう調整しなければならな
い」と明言した（41）。96年 3月 5日の上院軍事委員会の公聴会においても同様の
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内容を強調した（42）。また、96年 4月に予定されたペリーの来日に先立ってカー
ト・キャンベル（Kurt Campbell）国防次官補代理（アジア太平洋地域担当）が作成したブ
リーフィングブックにも、SACOは「在日米軍の兵力構成や作戦準備態勢に取り
組むことはない」と書かれていた（43）。
　ここで特筆すべきは、国防長官や司令官らは普天間所属の兵力や普天間基地の
重要性について説明せず、在沖海兵隊全体としての戦略的重要性を唱えていたと
いうことである。太平洋軍（Pacific Command: PACOM）司令官に指名されたジョセフ・
プルーハー（Joseph Prueher）は上院軍事委員会での承認公聴会において、PACOM

の作戦にとっての在沖米軍の重要性を問われた際、「沖縄に前方展開する部隊は、
重要なシーレーン、朝鮮半島、そしてアジア地域との関連で極めて重要である」
と返答した（44）。さらに「在沖海兵隊はこの地域における不測の事態に対してハワ
イや米国本土より 7～10日早く配備される」と述べ、地域全体の様々な危機に
迅速に対応することができ、そのような柔軟性は「信頼できる戦力投射能力」を
支えている、と強調した（45）。また、海兵隊総司令官のチャールズ・クルーラック
（Charles Krulak）は、もし海兵隊が沖縄から撤退した場合には太平洋における米軍
の前方展開が持続可能でなくなるリスクと指摘した。在沖米軍の直接的駐留コス
トの 54％を日本が拠出していることを指摘した上で、クルーラックは沖縄を離
れた場合には米国がそうした費用を負担しなければならず、太平洋における前方
展開政策に対する疑問につながるかもしれないと警告した（46）。

（2）「普天間」の浮上

　普天間飛行場が議論のテーブルに上がった時期や背景については実は自明では
ない。少女暴行事件を受けて 1995年 10月 21日に開催された県民総決起集会で
は基地の整理縮小が求められたが、特定の基地は挙がっていなかった（47）。大田昌
秀沖縄県知事から橋本龍太郎首相へ伝わったとされる一方、米国では 95年 10月
の時点で普天間返還のアイディアがペリーの耳に入っていた（48）。なぜ、いかにし
て普天間飛行場がアジェンダになったかについて、多くの先行研究が議論を展開
しており、現時点では、米国側から提案されたと見るのが有力である（49）。具体的
には、96年 2月 23日の首脳会談で橋本が普天間の返還に言及したが、それを差
し向けたのはクリントンであり、会談に先立って米国内部でそれが検討されてい
た可能性が高い。その首脳会談のおよそ 1週間前、ペリー国防長官がクリントン
大統領に対しブリーフィングを行った際、普天間飛行場の返還を進めるべきだと
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助言し、そのためには県内移設が必須条件であることを強調した（50）。沖縄の駐留
米軍が東アジアの不測の事態に迅速に対処する役割を鑑み、ペリーは沖縄のどこ
かに普天間を移転することを「絶対条件」としてその返還を決断していた（51）。会
談後、表向きには米国は否定的な姿勢を示していたが、SACO内では 4月の中間
報告に向けて方向性が固まっていった。
　普天間飛行場の返還合意は、日米の安全保障協力の根幹を揺るがす危険性と日
米の安全保障関係を強化する必要性によって形成されたと見ることができる。前
者については、日米双方とも軍民関係を改善するようなインパクトのある措置が
必要との見方をもっていた。ペリーは沖縄の反基地感情を和らげるためには基地
の返還

0 0

が必要だと考えていた（52）。外務省北米局審議官の田中均は日米の安全保障
パートナーシップが崩れる危険性が日米で共有されていたと回顧した（53）。1996

年 3月 6日に SACOの作業部会のメンバーで沖縄を上空視察した際、普天間飛
行場が住宅密集地に囲まれているのを目の当たりにしたことで「とにかく早くこ
の基地機能を移転するということをやらないと、安保条約への日本国民の本質的
な支持が得られないかもしれない」意識を固めたという（54）。トーマス・ハバード
（Thomas Hubbard）国務次官補代理（東アジア・太平洋担当）も、あの視察は「ブレイク
スルーだった」と表現した（55）。
　他方、日米両政府は二国間の安全保障体制を前進させる必要性もまた認識して
いた。樋口レポート及びナイ・レポートを経て安保体制の見直しを始めていた両
国は、1996年 4月に日米安全保障協力に関する共同宣言の発表を計画していた。
特に、94年の北朝鮮の核危機を経験し、日米防衛ガイドラインをアップデート
することが喫緊の課題であった。ペリーは SACOがガイドライン見直しの風見
鶏になると見ていた（56）。日本側もまた基地問題を越えた先に同盟強化を見据えて
いた。橋本は、基地の問題が解決すれば新しい日米防衛ガイドラインを含む今後
の二国間協力の発展に対する国民の支持が高まると考えていたため、沖縄の基地
問題を最優先することを政府高官に指示した（57）。
　ちょうどこの時期に発生した台湾海峡危機は、基地問題の解決の必要性を高め
る一助となった。中国の軍事行動を含む一連の危機は在沖米軍の価値や役割を強
調する議論につながらなかったが、日本との同盟を強固にしようという米国のイ
ンセンティブを高めた可能性がある。2000年、NHKのインタビューに応じたキ
ャンベルは、「我々は中台危機が起きた時、この複雑で不安定な地域では日米同
盟が安定したしっかりしたものであると示すことが絶対的に重要なことと考え
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た」と証言した（58）。この地域的な事案は、米国が在日米軍の問題を目に見える形
で解決しようと決意した一つの促進要因になったと考えられる。

5．代替基地の要件

　代替を検討するにあたり、考慮される軍事的な要素として次の 3点が挙げられ
る。作戦が想定される地域（戦域 theater）までの距離（近接性）、その基地を拠点とす
る部隊の能力（兵力）、基地が保有する施設・設備や規模（収容力）である。普天間飛
行場の代替として、これらの要素がどのように検討されたのか、次項で分析を試
みる。その後、SACO協議でどのように代替が検討されたかを辿る。

（1）普天間飛行場代替基地の条件

　まず、近接性については、沖縄に駐留する海兵隊は西太平洋から中東にかけて
の予測不可能なあらゆる事態に対処する任務を負っていた。とりわけ 1990年代
前半の時点で普天間飛行場の重要な任務の一つは朝鮮有事への対応であった。96

年 4月のペリー国防長官の訪日に向けて作成されたバックグラウンドブックに
は、「普天間海兵隊飛行場の移転（Relocating Futenma Marine Corps Air Station[MCAS]）」
という表題の 1頁の文書があり、そこには普天間飛行場が 5～10年以内に閉鎖対
象になった場合の、維持されるべき条件と能力が記載されている（59）。その文書の
前段には、普天間基地は朝鮮半島有事の際に海兵隊と国連軍が使用する玄関口で
あり、普天間基地の海兵隊は「朝鮮半島有事の作戦計画にとって不可欠（critical）」
と記してある。米軍と韓国軍の統合司令部が作成した OPLAN5027という軍事作
戦計画において、海兵隊が北朝鮮へ水陸両用作戦を実施し、さらに沖縄から増援
部隊を送り込むことが想定されていた（60）。つまり、代替基地には朝鮮半島での事
態に迅速に派遣されるための近接性が担保される必要があった。
　さらに、作戦地域への距離だけでなく、海兵隊の一体性という観点も重要であ
った。海兵隊の航空部隊、地上部隊、そして訓練施設の間の距離を確保すること
が重視された。普天間飛行場の航空部隊は地上部隊の足の役割を果たしていた。
それら二つを分かつことは海兵隊の即応性を減じることを意味した（61）。クルー
ラック海兵隊総司令官は上院予算委員会小委員会で、平時においては地上及び航
空部隊は合同訓練を実施するが、もし双方が離れて配置されている場合、有事の
際に追加の輸送時間がかかることになり、作戦上の効率性と海兵隊の即応性を損
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なうことになると説明し、双方が近接して配備されていることの正当性を主張し�
た（62）。
　海兵隊の兵力の大部分を日本本土に移転することもオプションになり得るはず
だが、それには政治的問題が生起した。理論的には日本本土、特に西日本は朝鮮
半島により近いため、そこでの有事の場合には、沖縄を起点とするよりも迅速に
兵力を投入することができる（63）。加えて、海兵隊の地上部隊は佐世保海軍基地か
ら派遣される船で輸送される。ペリー国防長官は朝鮮半島で紛争が勃発した際に
は第 7艦隊が海兵隊に対して海上輸送の大部分を占める水陸両用アセットを提
供することを明らかにしていた（64）。すなわち、もし陸上、航空部隊を含め海兵隊
部隊全体を本土に移転すれば軍事的効率性は高まると示唆された。しかし、本土
では基地の確保は困難と見られていた。移転してくる部隊や装備を受け入れるた
めには、日本政府は土地を選定し、受入自治体と交渉し、施設を整備しなければ
ならない（65）。それゆえ、日本政府は本土側に米軍基地の移転を受け入れる受け皿
はないと見積もっていた上、米国政府もそれを承知しているようであった。例え
ば、ウォルター・モンデール（Walter Mondale）駐日米大使は、日本のリーダー達は
沖縄から米軍を追い出したくなかった、と当時を振り返って証言している（66）。プ
ルーハー太平洋軍司令官は 1996年 3月の公聴会で、沖縄の人々ではなく、日本
政府が米軍を沖縄に留めておきたがっている、と発言した（67）。ペリー国防長官も
2017年の NHKとのインタビューにおいて、日本国民が沖縄以外の場所に移転さ
せることにあまり熱心ではなかったと告白した（68）。
　兵力については、前述のバックグラウンドブックによると、代替基地は朝鮮半
島での軍事作戦を支援する基地能力を備えておくことが不可欠だった。海兵隊の
大型・中型ヘリコプター飛行隊を維持し、海兵隊の戦闘能力の一体性を保持でき
る代替が求められた。空中給油部隊と特定の兵站支援部隊が沖縄県外の既存の基
地に吸収されるとしても、普天間を拠点としていたヘリ部隊は沖縄に留まる必要
があった（69）。つまり、ヘリ部隊の維持が必要最小限の兵力だったと理解される。
　さらに、必要とされる兵力は有事の際には約 4倍にも膨れ上がることが想定さ
れていた。普天間の代替基地は海兵隊の輸送ヘリコプターだけでなく、中継で立
ち寄る航空機や後続の小部隊を支援することが求められた。第 1海兵航空団によ
ると、普天間基地は 71機の所定の航空機のほか、142機の中継機、87機の後続
の小部隊を含めた約 300機が使用すると見積もられていた（70）。代替基地は有事の
際にこれほどの数の飛行機を受け入れ、発進・出撃そして事前集積の基地として



2024 年 9 月 116

機能することが想定された。
　収容力について、まず普天間の代替基地はヘリコプター飛行隊を収容するため
に滑走路、誘導路、駐機場、航空作戦支援施設、司令部やメンテナンス、兵站な
どの間接的支援インフラ、基地業務支援、居住・福利厚生施設を備える必要があ
った（71）。普天間飛行場の代替施設に関する在日海兵隊の調査報告書によると、代
替基地は CH-46の後継として計画されているMV-22垂直離着陸機が使用できる
よう設計されなければならないとし、MV-22が安全に運用されるために約 1,573

メートル（5,164フィート）の滑走路を要すると報告された（72）。また、同報告書は
「現在普天間で全ての作戦能力は新しい飛行場もしくは沖縄のどこかに複製され
なければならない」と締め括った（73）。こうした米軍側からの資料から読み取れる
のは、代替基地は普天間の基地機能をそのまま維持することが期待されていたと
いうことである。

（2）代替案の検討

　SACO協議の間、普天間基地の返還条件はどのように議論され変遷し、最終決
定に至ったのか。1996年 12月 2日の最終報告までに、嘉手納空軍基地への統合、
既存の海兵隊基地への統合、そして海上ヘリポートの 3つの案が日米の間で主に
検討された。以下、それらの検討過程を辿る。
　4月 15日に発表された SACO中間報告では、移転計画の原型が示された。2

月の橋本―クリントン会談の後、田中とキャンベルを中心とした非公式協議体が
形成され、普天間の返還条件について極秘で議論が交わされた（74）。田中は在沖米
軍の活動の「目に見えるインパクトをできるだけなくす」ために、訓練や基地機
能を沖縄県外に移転させようと話し合い、県外に移せない海兵隊の一体性に必要
な要素は「人の少ないところに移す」という基本原則で協議したという（75）。4月
のペリー訪日の事前準備として、3月 12日付でキャンベルは概念的計画（notional 

plan）を作成した。その机上プランには、嘉手納空軍基地の近くにヘリポートを建
設すること、普天間所属の KC-130空中給油機を山口県の岩国海兵隊飛行場に移
転すること、緊急時や有事の際に日本の航空基地を使用することが盛り込まれて
いた（76）。
　SACOの中間報告後、第一候補として挙がっていたのは嘉手納統合案だった。
この案は沖縄を含む日本側と海兵隊に一定の支持があったが、特に空軍と国務省
が強く反対していた。防衛施設庁は予見可能な将来にわたって嘉手納は安定的に
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維持されるだろうとの見通しに立ち、嘉手納統合案の可能性を検討していた（77）。
防衛庁審議官の守屋武昌は、1996年 3月に沖縄県が発表した「基地返還アクシ
ョンプログラム」が嘉手納の返還を最終の第三期に据えていたことからそのよう
に考えていた（78）。一方の沖縄では、嘉手納基地周辺の自治体から反対の声が上が
っていたものの、沖縄県はその案にある程度理解を示していた。沖縄県副知事の
吉元政矩はその頃、嘉手納といった既存の米軍基地に普天間の機能を集約させる
ことは可能だと考えていた（79）。
　しかし、米国側では嘉手納統合案についてコンセンサスが取られていなかった。
その案に否定的な理由として、作戦・技術面での難点と政治的懸念があった。在
日米軍と空軍は嘉手納統合が在日米軍の即応性を低めるという点で反論を唱えた。
1996年 7月 26日付の在日米軍による技術評価報告書は、安全、作戦、施設に関
する問題は追加的な手段によって解決され得るが、普天間と嘉手納の基地機能の
連結は有事における即応性を決定的に低下させると結論づけた（80）。嘉手納の有事
における地上での能力はすでにフルに達しており、普天間の機能が加われば軍事
的要求が過多になってしまうと指摘した（81）。他方、海兵隊は普天間の機能を嘉手
納基地に移す案を支持していた。在日海兵隊司令官は即応性の問題は追加的な措
置によって解決され得るとの判断を示した（82）。
　こうした技術的難点だけでなく、在日米軍は嘉手納統合案に対する政治的な問
題も懸念していた。在日米軍の評価報告書は次のように政治的懸念を表明した。
普天間基地から嘉手納基地への移転により、沖縄における米軍の「地理的フ
ットプリント」は縮小する。しかし、我々の評価では、フットプリントの縮
小は、米軍が既存の即応態勢を維持し、有事の際に与えられた任務を遂行す
る能力を阻害することになる。さらに、騒音に対する苦情や安全上の懸念が
増えるという点で、「政治的フットプリント」の規模は移設前よりも大きく
なるだろう（83）。

　米軍だけでなく、国務省も政治的懸念から嘉手納統合案に反対していた。田中
によると、国務省の代表者は、もし普天間の機能が嘉手納に統合されたのち何ら
かの事故や事件が発生すれば、「次のターゲットが嘉手納になってしまう。在日
米軍の強固な基盤の一つを失うことになりかねない」として「ものすごく反対し
た」という（84）。同様に、船橋によれば、国務省職員が挙げた反対理由は、⑴航空
機事故の危険性、⑵ C-5A輸送機を嘉手納に配備できないことによる海兵隊の有
事の作戦遂行能力の低下、⑶嘉手納基地と周辺自治体の比較的良好な関係、⑷予
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見できる将来における嘉手納の戦略的重要性、⑸反基地運動によって嘉手納が政
治的なシンボルになる可能性、の 5点にまとめられた（85）。
　嘉手納統合案が頓挫しつつあった頃、米側は第 2のオプションを提案した。
1996年 8月 1日、自民党幹事長の加藤紘一との面会でキャンベルは嘉手納統合
案に消極的な姿勢を示していた（86）。米側はキャンプ・ハンセンやシュワブといっ
た既存の海兵隊基地にヘリポートを建設し、沖縄の経済・社会振興のためにその
飛行場を軍民共用とする案を提示した（87）。実際、この案は在日米軍が前述の技術
評価報告書で提案した 4つのうちの 1つと近似していた。その報告書では、海兵
隊基地における軍民共用の滑走路を新設する案は収容力に関する条件を全て満た
すため、最も有効なオプションであった（88）。
　第 3のオプションも米側から持ち上がった。1996年 9月 13日の SACO作業部
会にて、キャンベルが海上施設（sea-based facility）を普天間の代替施設として提案し
た。作業部会の日本チームは、その提案によって他の案が不利となり、不可逆的
な「夢のようなオプション」を懸念した（89）。他方、橋本とペリーはその海上施設
案に傾倒していた（90）。両国の首脳が同意を得るにつれてこの案の可能性が高まっ
た。9月末までにクリントンと橋本は実質的に海上施設案を決定した。96年 9月
17日に沖縄で行われた講演会で、橋本は米国が提案した海上施設案は検討する
価値があると公言した（91）。さらに、その一週間後にニューヨークでの会談におい
て、両首脳は海上施設案を主として検討することを相互に確認した（92）。SACOの
交渉テーブルには 3つの選択肢が上っていたが、第 3のオプションが進められる
こととなった。

（3）最終案への集約

　SACO協議の期限に向けて、両政府は普天間代替施設の技術的な、より具体的
な部分を議論した。作業部会は 10月 21～23日にワシントンで、代替施設の作
戦上の要件、具体的には滑走路の長さや規模、工法について協議した。米国側は、
代替施設は CH-46の後継機となるMV-22の活動を支援する必要があると指摘し
た一方、日本側は短い滑走路を有するより小規模の施設を想定しており、埋め立
てよりプラットフォームがより適切だと見ていた。作業部会ののち、海兵隊は、
最低 1,280メートル（4,200フィート）の滑走路と普天間が有する全ての施設を海上
に移設する海上施設案よりも SACO中間報告に則って陸上施設を支持する旨を
繰り返した（93）。10月 28日に在日米軍司令官に転送された在日海兵隊のコメント
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では、海上施設の場合には配置される兵員たちの生活の質が懸念される、と苦言
を呈した（94）。
　10月 30日付の在日米軍司令部から海兵隊キャンプ・バトラー（在沖海兵隊基地
を総括する組織の名称）に送られたと見られるファックスには、日米が検討した複数
の案に対する 4つのカテゴリー（安全性、作戦能力、施設、広報）の 14項目による評
価表が含まれていた（図 1）（95）。誰が、どのような目的・使途でこの比較検討マト
リクス表を作成したのか、米国側のどのレベルまで共有されていたかはこの資料
群からは明らかではないが、米軍側の思考過程を把握するには有益な情報である。
この表によると、嘉手納統合は最も順位の低い案であった。最も評価の高かった
オプションは長い滑走路付きのキャンプ・シュワブ案で、その次に短い滑走路付
きのキャンプ・シュワブ案、大規模海上施設、小規模海上施設と続いた。実際の
SACO協議の結果―海上施設案―と照らし合わせると、米国あるいは日米が何を
重視したかのヒントが導き出せる。海上施設案は作戦スコアと設備スコアにおい
てキャンプ・シュワブ案よりも低かったが、安全性スコアと広報スコアに関して
はより高い評価だった。また、マトリクス表では、「避雷針」効果（“lightning rod” 

effect）の点で海上施設案が高評価となっている。筆者のインタビューに応じた当
時防衛庁防衛局運用課長としてSACOに関わっていた高見澤將林はこの点につい
て、米国側は SACO協議の間、基地の整理統合の結果、新たな基地が「避雷針」
（集中砲火の対象）にならぬようにこだわっていたように見えたと述べた（96）。したが
って、海上施設案を選択することによって作戦や設備の面で多少制約がかかると
しても、沖縄県内の反発を避けることを優先したと見ることができる。換言すれ
ば、米軍（あるいは米国）は軍隊・基地を住民からできるだけ遠ざけ、不可視化させ、
将来にわたって基地に対する市民の反発を避ける意図があったと推測される。
　1996年 12月 2日の日米安全保障協議委員会（Security Consultative Committee: SCC）

において、ペリー国防長官、モンデール駐日大使、池田行彦外相、久間章夫防衛
庁長官は SACO最終報告の提案を承認し、普天間代替基地となる海上施設の建設、
特定の基地の整理・統合・縮小、訓練と運用方法の調整、騒音軽減のための措置、
そして地位協定の運用改善に合意した（97）。SCCはこれらの提案が在沖米軍施設
面積の 20％削減につながるとして、基地統合計画を高く評価した。
　さらに、SACO最終報告の普天間飛行場に関する付属文書で、嘉手納統合案や
キャンプ・シュワブ案よりも利点がある海上施設案が採用された、と記された（98）。
この文書によると、これら 3つの代替案は米軍の作戦能力を維持することができ
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　出典：我部「東アジア多国間安全保障枠組創出のための研究」498頁。

図 1　海兵隊普天間飛行場移設マトリクス表
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たが、海上施設案は沖縄県民の安全性と生活の質の観点から最善の選択だと判断
された。必要性がなくなれば撤去可能という利点も挙げられた。
　普天間の複数の機能はいくつかの施設に移転されることになった。まず、ヘリ
コプター部隊の運用機能は、1,500メートルの滑走路、航空支援の直接的・間接
的施設を備えた新たな海上施設へ移転され、沖縄本島の東海岸沖に建設されると
された。また、12機の KC-130輸送機が担う空中給油機能は山口県の海兵隊岩国
飛行場へ移転されることになった。さらに、嘉手納基地には、海上施設や岩国に
移すことのできないメンテナンスや兵站機能が置かれることが決まった。最後に、
緊急時の基地使用は日米間で継続的に検討されることになった。
　SACO最終報告は、普天間飛行場は代替施設が完成し運用可能になる 5～7年
以内に返還されるとした。また、その移転費用は日本側が負担することも合意さ
れた（99）。こうして最終報告が SCCに承認されたことにより、米国は普天間基地
の代替への保証を得たのである。

お わ り に

　本稿では、米国の脅威認識に応じて、争点の基地の代替に求められる要件が決
まり、それが確保されれば米国は基地の返還に応じるという仮説を立てて、1996

年に合意された普天間飛行場の返還合意を説明することを試みた。脅威認識によ
って東アジア・太平洋地域に維持されるべき兵力が規定され、それによって駐留
米軍 10万人体制、沖縄における 1個海兵遠征軍の維持が設定された。具体的な
脅威に対抗するというよりも、北朝鮮や中国が内包する予測不可能性に広く対処
し、米国の地域の安定へのコミットメントを顕示するための前方展開兵力が求め
られた。
　また、返還の条件として、米国側は普天間の基地機能を複製することを求めて
いた。複製とは、所属するヘリコプター部隊だけでなく有事の際の来援部隊をも
収容し支援できる施設を指していた。そして、その複製は海兵隊の一体性を保持
するためにも県内でなければならないとされた。日米両国は海兵隊を沖縄に維持
するという既定路線を越えない範囲で代替を模索、調整した。佐藤丙午がクリン
トン政権の同盟管理に関する政策を振り返り、「米国は、沖縄の女子小学生暴行
事件によって緊張した日米関係を、普天間基地の返還を約束し、沖縄に対して譲
歩する姿勢を示す

0 0 0 0 0

ことで改善した」（100）（傍点筆者）と分析したように、SACO協議
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を経て米国兵力や基地を削減することはないという点で実質的に米国側が失うも
のがなかった結果に帰着したと言える。グローバルな基地配置の視点から見れば、
政治問題化した基地は既定の戦略・軍事態勢に沿うように再配置されるのである。
　外的脅威や安全保障環境によって基地の重要性が規定されるということを明ら
かにしたが、1990年代半ばよりも戦略環境が厳しさを増した現在において、在
沖米軍基地の価値はますます高まっていると推測される。しかし、この四半世紀
の間に脅威の質は大きく変化し、それに伴って基地の脆弱性や部隊の生存可能性
の問題が顕在化している。この現状を考慮すれば、沖縄の地理的優位性には疑問
符がつくだろう。さらに、戦略的要請に応える方法もまた当時と比べて拡大して
いる。言うまでもなく、日米の安全保障協力は進展してきており、在日米軍と自
衛隊の共同訓練、基地の共同使用、また制度面においても拡充の一途を辿ってい
る。国際環境と戦略的要請、そして必要とされる能力を評価し、沖縄県民に対す
る負担の軽減という残された課題をクリアする代替の在り方を再検討する必要が
ある。

【付記】本稿は、JSPS科学研究費・研究活動スタート支援「海外米軍基地の閉鎖合意条件―
脅威、同盟、代替性の連関」（研究課題番号：23K18672）の研究成果の一部である。
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〈論　文〉

対反乱（COIN）作戦の新たなアプローチに	
関する一考察

足 達 好 正

は じ め に

　対反乱（counterinsurgency）作戦とは、政府等に対する反乱を打倒すると同時にそ
れを封じ込め、また合わせて反乱の根本的な原因に対応するよう立案された包
括的な軍と民の取り組みであり、COINとも呼ばれる（以下、本稿では COINと記述

する）（1）。この COINに関する研究は 100年以上前から行われており（2）、COIN専
門家で米国国務省テロ対策調整官室の首席戦略官を務めたキルカレン（David John 

Kilcullen）によれば、反乱を鎮圧する COINの手法について、2つの基本的アプロ
ーチがあるという。一つは「民衆中心アプローチ（population-centric approach）」であ
り、もう一つは「敵中心アプローチ（enemy-centric approach）」である（3）。
　また彼によれば、民衆中心アプローチの根底にある哲学は、「まず民衆をコン
トロールできれば、他の全てのことは後からついてくる」というものであり、敵
中心アプローチのそれは、「まず敵を打倒できれば、他の全てのことは後からつ
いてくる」というものである（4）。つまり民衆中心アプローチは、COINに係る作
戦の焦点を民衆に当て、敵中心アプローチは作戦の焦点をゲリラ等の反政府勢力
（本稿では便宜上、以下「反乱勢力」と記述する）に当てているところに特徴がある。
　両アプローチは各国の COINに影響を与えてきたが、昨今のアフガニスタン
において米国を中心とする国際治安支援部隊（International Security Assistance Force：

ISAF、以下 ISAFと記述する）が適用したのは民衆中心アプローチであった。ISAF

司令官として作戦の指揮を執った米国陸軍のマクリスタル将軍（General Stanley 

McChrystal）らは、COINガイダンスで民衆を守ることが任務であり（5）、民衆に奉
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仕し、民衆の支持を得ることによってアフガニスタン政府と ISAFは勝利を得る
ことができると主張した（6）。
　この COINガイダンスの基礎となった米国陸軍・海兵隊の COINドクトリンで
ある FM3-24には「COINの核心は、民衆の支持を巡る闘争である。民衆の防護
と民衆への福祉の提供、民衆の支持獲得は、作戦成功に不可欠である（7）」とあり、
米国の COINドクトリンは民衆中心アプローチの影響を強く受けたものであった。
ISAFは国連安保理決議に基づき設立され、NATO諸国を中心に最大で 43ヶ国が
参加した多国籍軍部隊であり、これ程多くの各国軍が民衆中心アプローチに則っ
て COINを展開したことを考えれば、昨今では民衆中心アプローチが COINの主
流であるような感がある。しかし結果として、アフガニスタンの中央政府に対す
る民衆の支持率は低迷し（8）、タリバンの復権に伴い、その中央政府も瓦解したの
で、民衆中心アプローチに基づく COINが成功したとは言い難い（9）。
　では、民衆中心アプローチにはどのような問題点があるのであろうか。またそ
の一方で、敵中心アプローチにはどのような問題点があるのだろうか。加えて、
両者を脱却した新たなアプローチの可能性はあるのだろうか。こうした問題への
解答を得るため、本稿では以下の構成で論旨を展開していく。
　当初、民衆中心アプローチ及び敵中心アプローチの考え方について確認する。
次いで両アプローチの問題点を述べる。その後、両者を脱却したアプローチに係
る先行研究の紹介と評価を行う。その上で、本稿では当該先行研究のアプローチ
に係る枠組みの有効性を検証し、最後にこれらの議論をまとめ結論とする。
　なお、本稿における COIN成功の定義については、冒頭に述べた COINの定義
を準用し、政府等に対する反乱を打倒すると同時にそれを封じ込めることができ
た状況、つまり反乱が鎮圧され、政府等に対する脅威がなくなった状態とする。

1．両アプローチの考え方

（1）民衆中心アプローチ

　民衆中心アプローチの権威とされるフランス軍人のガルーラ（David Galula）は、
アルジェリア戦争（1954-1962）に従軍した自身の経験等をもとに COIN理論を確立
した。彼は「何がゲリラの生き残りと勢力拡大を可能にするのか？」という問い
に対し「それは民衆のゲリラ活動への加担である（10）。」と述べ、反乱勢力の活動
にとって民衆の支援が不可欠である旨を強調した。しかしここで注意すべきは、
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全ての民衆が必ずしも反乱勢力を積極的に支援しているわけではないという点で
ある。ガルーラは、民衆には積極的に反乱勢力を支援する者もいれば、民衆に紛
れ込んだ反乱勢力の報復の恐怖から身を守るため否応なく支援せざるを得ない民
衆が存在する旨にも言及している（11）。そのため民衆中心アプローチで COINの重
要な任務になってくるのが、民衆の防護である。
　民衆が反乱勢力から守られているとの意識を持ち合わさなければ COINは成功
に結び付かない。そのため COINに従事する軍は、パトロールと小規模な作戦や
待ち伏せ攻撃といった軍事行動を昼夜問わず強化し、反乱勢力の民衆への浸透を
防がなくてはならない（12）。ガルーラによれば「COINの勝利とは、反乱勢力の粉
砕ではなく、反乱勢力を民衆から永続的に分断することにより達成される（13）。」
のである。
　加えてガルーラは、民衆支持獲得のため、COINにおける経済、社会、文
化、医療といったさまざまな分野でのプロジェクトに取り組む必要性にも言及す
る（14）。というのも、反乱勢力は革命等の環境醸成のため自己の権力を掌握するま
ではあらゆる手段をもって無秩序を作為する（15）ので、反乱勢力が跋扈する地域で
は社会的基盤が崩壊している場合も多い。そのため COINに従事する兵士は、軍
事的任務に限定せず、ソーシャルワーカー、土木技師、学校教師、看護師、ボー
イスカウトなど、一般には民間人が実施する業務にも従事する準備ができていな
ければならない（16）。こうした兵士による民生支援の取り組みは、民衆防護の取り
組みと相まって COINに従事する軍や政府への民衆の支持獲得につながり、さら
に民衆との個別の接触機会の増大により、反乱勢力に係る情報収集にも有益とな
る（17）。このようにガルーラの主張する民衆中心アプローチは、民衆の防護、民衆
への福祉の提供、民衆の支持獲得を重視する COINアプローチである。
　また、イギリス軍人で COIN専門家のトンプソン（Sir Robert Grainger Ker 

Thompson）も自身のマラヤ危機（1948-1960）やベトナム戦争（諸説有り-1975）での経験
に基づき、同様の認識を示している（18）。さらに、民衆中心アプローチの武力行
使について着意すべきは民衆への危害防止である。米軍統合ドクトリンである
JP3-24には、「反乱勢力に対する標的を慎重に絞った軍事作戦であっても、民衆
に危険をもたらす可能性がある。COIN作戦によって民衆が犠牲になるたびに、
政府とその同盟国への支援が損なわれる（19）。」とあり、民衆への危害防止の重要
性を指摘している。
　このように民衆中心アプローチは、COINにおける作戦の焦点を敵ではなく民
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衆に当て、民衆防護、民衆への福祉の提供、民衆の支持獲得を通じて、反乱勢力
と民衆を分断し、最終的に反乱を鎮圧するアプローチといえるだろう。

（2）敵中心アプローチ

　敵中心アプローチは、反乱を通常の戦争にはるかに近いものとみなし、COIN

に従事する軍の主な任務として敵を倒すことに焦点を当てる。彼らは、民衆中心
アプローチのように軍による民生支援などの一種の政治活動を非難し（20）、もっぱ
ら軍としての行動を求める。そして歴史的事実を引用しながら軍による徹底的な
武力行使の重要性を主張するのである。
　米陸軍の退役軍人であるピーターズ（Ralph Peters）は「過去 3,000年にわたり、
圧倒的多数の反乱は、徹底的な反乱分子の鎮圧によって達成されてきた。軍は断
固たる使用がなされなければ失敗する。歴史的に軍事的対応が最も永続的な成功
を収めてきたことは明らかである（21）」と述べ、COIN成功における軍事的な武力
行使の役割を強調する。またゲリラ等の反乱分子が民衆に紛れていることを認識
した上で、反乱勢力と民衆の分断については、民衆に「恐怖」を与えることによ
って達成できると主張する。
　米国戦略国際問題研究所のルトワック（Edward N. Luttwak）は、「民衆を威嚇した
り恐怖を与えたりできるのは反乱勢力だけではない。町や村に反乱分子が潜んで
いると思われる場合、当局からの民衆に対する集団処刑を含む処罰という脅しが
あれば、その町や村の名士は反乱分子を当局に引き渡さざるを得なくなるのであ
る。…（中略）…占領者は、民衆に対して、反乱勢力への支援願望や反乱勢力から
の脅威以上に当局による報復の恐怖が勝るようにすれば、特別な方法や戦術を必
要とせずにも反乱を鎮圧できる（22）。」と述べ、反乱勢力からの民衆防護の必要性
を否定する。さらに、敵中心アプローチの論者は、COIN成功には民衆の支持獲
得も不要であると指摘する。
　米国海軍大学のヘイゼルトン（Jacqueline L. Hazelton）は、反乱鎮圧の成功事例とし
てマラヤ危機、オマーンのドファール反乱、エルサルバドル内戦等のケース・ス
タディを行い、反乱鎮圧に当たり、民衆の支持獲得の重要性について異議を唱え
ている（23）。彼女は、「反乱鎮圧の成功には国家に対する民衆の支持は不要である
（24）。」と述べた上で、COIN成功の要件として、武力行使による民衆の管理を通
じた反乱勢力への支援防止、反乱勢力の抵抗意志と能力を打ち砕くための徹底的
な武力行使の重要性を指摘している（25）。
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　このように敵中心アプローチは、COINにおける作戦の焦点を民衆ではなく敵
に当て、民衆を含めた反乱勢力への恐怖と強圧的な武力行使によって反乱を鎮圧
するアプローチといえるだろう。

2．両アプローチの問題点

　両アプローチを比較した場合、まず共通しているのは反乱勢力と民衆の分断を
図る必要性を認識しているという点である。両者ともに、反乱勢力は民衆に紛れ
込み、資金、糧食、隠れ家等を民衆に依存しているため、民衆から反乱勢力への
支援の流れを遮断しなければならないと理解している。相違点はその手法にある。
　民衆中心アプローチの手法は、いわゆる Clear（掃討）－ Hold（確保）－ Build（構

築）であり、具体的には、一定の地域において、まず軍事力を用いて反乱勢力の
戦力を粉砕し、その後も部隊を民衆の居住地に配置し続けて反乱勢力の帰還を阻
止し、民衆との良好な関係を構築することで反乱勢力を民衆から分断し、自治組
織や治安部隊を創設して地域の安定性を高める、というやり方である（26）。その際、
COINに従事する軍は、先述のとおり、パトロールと小規模な作戦や待ち伏せ攻
撃といった軍事行動を昼夜問わず強化し、反乱勢力の民衆への浸透を防ぐことが
必要であり、また武力行使に伴う民衆への被害防止に努めなければならない。
　その一方で、敵中心アプローチの手法は、いわゆる「鉄の拳作戦（“Iron Fist” 

campaign）」であり、具体的には非常線の設置と大規模な捜索・掃討作戦であり、
空爆を含む火力に依存した徹底的な武力行使を通じた鎮圧を志向する。また民衆
に対しては、武力行使と集団懲罰を含む強圧的な管理を通じて反乱勢力との分断
を図る。そのため民衆に対する被害防止の着意はほとんど見られない。
　このような両アプローチに対する批判として挙げられるのが、まず民衆中心ア
プローチの場合、この COINアプローチの理論は仮定に過ぎず、その理論の有効
性が十分に検証されていないとの指摘である。前述のヘイゼルトンは、本アプロ
ーチについて、研究者自身の数少ない経験等に基づき理論の一般化が図られてお
り、事例の体系的な比較等がほとんどなされていない未検証の仮定をベースにし
ていると述べ、潜在的に重要な要因（重要な要因の可能性）から注意をそらすため歪
んだ分析になっていると批判する（27）。また実践的な COINという観点から、先述
のピーターズは、民衆中心アプローチの理論家について、一時的な戦術的成功に
しがみつき、「もしも……、もし我々が失敗を補強できれば……」という決まり
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文句の仮定を持ち出し、成功には更なる時間、より多くの資金、あるいはより多
くの兵士が必要だと主張するが、軍事行動は決して完璧な条件下で実施できるも
のではない（28）と指摘する。彼は、「軍の行動には、時間、リソース、あるいは明
確に定義された任務であっても、常に何かが欠けているものである。軍事ドクト
リンで重要なのは、不完全な条件下での有効性である。全ての星が完全に揃って
いることを要求するドクトリンは失敗する運命にある（29）。」と否定的見解を示し
ている。
　このような民衆中心アプローチへの批判は妥当な感がある。確かに民衆中心ア
プローチの権威であるガルーラもトンプソンも自身の経験等をベースに理論構築
を図っており、その他の研究者がその理論の有効性を十分に検証しているとは言
い難い。むしろ敵中心アプローチの論者がケース・スタディに基づいて、COIN

成功にあたり民衆の支持不要、反乱勢力と民衆の強制的分離の有効性等を指摘し、
民衆中心アプローチの理論を批判しているのは先述のとおりである。またピータ
ーズが主張するように、いくら論理的に素晴らしくとも、全ての条件を兼ね備え
ないと成功しない完璧すぎる理論は、不確実性が伴う戦場においては確かに機能
しないであろう。このように考えると民衆中心アプローチは、今後の COIN遂行
にあたり、現実性に乏しいのかもしれない。
　その一方で、敵中心アプローチにも問題がないわけではない。全米経済研究所
のコンドラ（Luke N. Condra）らは、アフガニスタンにおける COINについて、ISAF

民間人死傷者追跡セル（ISAF Civilian Casualty Tracking Cell：CCTC）を活用して ISAF

による民間人死傷事案と反乱の関連性について詳細な分析を行った。その結果、
ISAFによる民間人死傷事案が生起した場合、それ以降、反乱勢力への兵員のリ
クルート数増大につながり、「意欲的な戦闘員の数が増え、反乱勢力の攻撃が拡
大することになる（30）」と結論付けた。彼らはこれを「復讐効果（revenge effect）」と
呼び（31）、その上で、「軍による民間人への危害を最小限に抑えることは、反乱勢
力の徴兵の可能性を最小限に抑えることになる（32）。」と主張している。先述の通
り、敵中心アプローチが民衆への危害防止に無着意であることを勘案すれば、厳
しい指摘であろう。
　また、軍と政治の関係性からも敵中心アプローチには欠点がある。戦闘で勝ち
戦争に敗れたベトナム戦争を象徴する逸話として、ベトナム戦争に従軍したサマ
ーズ米陸軍大佐（Col. Harry G. Summers Jr）が 1975年にハノイを訪問した際にトゥ北
ベトナム陸軍大佐（Col. Tu）と交わしたやり取りは有名である。サマーズ大佐が
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「君達が戦場で我々に決して勝てなかったことは知っているだろう。」というとト
ゥ大佐は「そうかもしれないが、それは無関係でもある。」と答えた（33）。つまり、
米軍は戦場においてベトコンと北ベトナムに対し、米軍の損害よりもはるかに大
きな犠牲者を一貫して与えた（34）が、結果として米国はベトナムからの撤退を余儀
なくされた。米軍は勇敢に戦い、戦闘には勝利したが、トゥ大佐が言ったように
それは無関係であった。ベトナムは軍事的解決ではなく政治的解決（political 

solution）を求めていたのである（35）。このように考えると、COINを成功させるには
政治的視点が不可欠であろう。
　以上のように、民衆中心アプローチ及び敵中心アプローチの双方共に問題点が
見られる。次節では、両者を脱却したアプローチに係る先行研究とその評価につ
いて述べる。

3．両者を脱却したアプローチに係る先行研究とその評価

　両者を脱却したアプローチに係る先行研究として挙げられるのは、管見の限
り米国ランド研究所のポウル（Christopher Paul）らの研究しかない。彼らは、従来の
COINアプローチは、民衆中心・敵中心という哲学のいずれかのレンズを通して
COINを見る傾向があるとの認識を示した上で、1944年から 2010年の間に世界
中で生起した 71の反乱の分析を行った結果、一般的な見解に反して、COINの
考え方における伝統的な民衆中心と敵中心の論理は相互に排他的ではないと主張
する。むしろ、この二分法は風刺的なものであり、歴史的な COINのほとんどは
2つの哲学を混合しており、COINに従事する軍は反乱勢力に対する民衆支援を
遮断すると同時に、殺害と拘束を通じて反乱の分子数を減らそうとしてきたと言
明する（36）。そのため、彼らは今後の COINにあたって、民衆中心及び敵中心とい
う従来のアプローチから脱却した要領で臨むべきであると主張する。具体的には、
COINの努力を指向する目標（target）と COINの実践的な行動（action）の 2つの側面
から、武力行使を含む強圧的な政策と道徳的・政治的取り組みを通じた反乱の動
機を減じさせる穏健的な政策のバランスに留意したアプローチの提言である。
　彼らによれば、過去に成功した COINは、COINを指向する「目標」としての
反乱勢力そのものと反乱勢力への支援者、並びに COINの実践的な「行動」とし
ての物理的な武力行使と道徳的・政治的取り組みという、「目標」及び「行動」
の二直線で区分した 4つの象限を跨ぐようなバランスを見出していた（37）と指摘す
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る。彼らの示す 4つの象限は図 1の通りである。

　図 1　先行研究による「目標」と「行動」の側面からの 4つの象限

　（出�典）Christopher Paul, Colin P. Clarke, Beth Grill & Molly Dunigan, “Moving 
Beyond Population-Centric vs. Enemy-Centric Counterinsurgency”, Small 
Wars & Insurgencies, Vol. 27, No. 6 (October 2016), p. 1029.（筆者翻訳）

　4つの象限の「右下」は、伝統的な敵中心の反乱鎮圧活動の中核となる部分で
あり、活動中の反乱勢力を物理的武力で粉砕することである。「右上」は、ター
ゲットを反乱勢力の支援に絞って物理的な力を使用することであり、反乱勢力へ
の物資の密輸防止などの国境管理措置等が含まれる。「左上」は、反乱勢力の支
援を対象とした道徳的・政治的取り組みであり、支援提供の動機を低下させるた
め、政府の正当性を高めたり、反乱勢力の正当性を低下させたりする取り組み等
が含まれる。「左下」は、活動的な反乱勢力を対象とした道徳的・政治的取り組
みであり、反乱勢力に暴力から離れて政治プロセスに参加してもらうこと、権力
の共有や協力の申し出などが含まれる（38）。
　彼らは図 1のような枠組みを示しながら、将来の COINについて、敵中心アプ
ローチと民衆中心アプローチという伝統的ではあるが時代遅れの二分法に囚われ
るよりも、当初から上記のようなバランスの重要性を認識することでより効果的
な COINの計画と実施が可能になるであろう（39）と主張するのである。
　確かに、民衆中心アプローチと敵中心アプローチは COINの実態を見た場合、
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明確に区分するのは難しいのかもしれない。例えばフィリピン政府によるフク団
鎮圧事例（1946-1954）は、民衆中心アプローチの成功例とされる（40）が、COIN全般
を指導したラモン・マグサイサイ（Ramon Magsaysay）国防長官（1953年より大統領）が
「私は左手で全ての反体制派に平和への道、幸せな家庭、経済的安全を提供する
一方で、右手をもって、我々の民主的政府に抵抗し、政府を破壊しようとする全
ての反乱勢力を粉砕するであろう（41）。」と述べたように、実際には、いわば穏健
策と強圧策を織り交ぜた COINアプローチであった。
　このような COINの実態を考慮すれば、民衆中心アプローチと敵中心アプロー
チは明確に区分できないのであり、本先行研究は、両者を脱却した新たなアプロ
ーチといえるだろう。しかし、今後の COINを遂行するにあたり本先行研究の示
す 4つの象限の枠組みが十分に機能するのか、その検証は不十分である。とい
うのも、本先行研究では 4つの象限全てにわたってバランスのとれた COINの成
功事例としてシエラレオネ共和国の内戦（1991-2002）のケースを取り上げている（42）

が、シエラレオネ共和国の内戦では、旧宗主国のイギリスが介入して反乱勢力を
弱体化させた結果、政府と反乱勢力の和平合意が成立した経緯があり、必ずしも
COIN当事国が主体となって反乱を鎮圧した事例ではないからである。そのため、
本枠組みの有効性を検証するには、COIN当事国が主体となって反乱を鎮圧した
事例を取り上げ検証することも必要であろう。
　そこで次節では、先行研究の枠組みの有効性を検証するため、スリランカ政
府によるタミル人の分離主義組織であるタミル・イーラム解放の虎（Liberation 

Tigers of Tamil Eelam：LTTE、以下 LTTEと記述する）の反乱鎮圧の事例を取り上げた
い。LTTEは、スリランカの多数民族であるシンハラ人と少数民族であるタミル
人（全人口の 12％）間の民族紛争から誕生した組織であり、1983年以来、スリラン
カ政府に対する武装闘争を継続していた。スリランカ政府は、マヒンダ・ラージ
ャパクサ（Mahinda Rajapaksa）大統領（大統領期間：2005.11.19-2015.1.9）政権時代の第 4次
イーラム戦争（2006.7-2009.5）（43）において、LTTEを最終的な軍事的敗北に追い込み、
反乱の鎮圧に成功した。そのため、以下、ラージャパクサ政権の COINに係る取
り組みを先行研究図 1の 4つの象限に沿って分析するとともに COIN実施の過程
でどのような問題が生じたのかについて考察する。
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4．先行研究における 4つの象限の枠組み検証（スリランカのケース・
スタディ）

（1）①反乱勢力を対象にした物理的な武力行使（図 1の「右下」）

　スリランカ政府は、LTTEの反乱鎮圧に当たり、当時の大統領であったラージ
ャパクサの名前を冠してラージャパクサ・モデルと称される COINドクトリンを
採用した。その特徴は「反乱勢力とは決して交渉しない」、「敵を排除し、全滅さ
せて地獄に送る」といった武力行使一辺倒のドクトリンであった（44）。このドクト
リンを遂行するにあたり、ラージャパクサ政権は軍事力の増強に着手した。
　2005年から 2008年までの間、軍事予算を 40％増大（45）するとともに、2008年
だけでも 4万人の兵士を追加徴集し（46）、陸・海・空の 3軍種の総兵力は約 15万
人に達した（47）。また国防費は 17億 4000万ドルに上り、GDP比 17％（48）という驚
異的数値であった。加えて、ラージャパクサ政権は、装備の導入等に際し、中国、
インド、パキスタンといった諸外国からの多大な軍事支援を享受することに成功
した。
　中国は、2007年に陸軍と海軍強化のために最新のレーダーや大量の弾薬供給
を含む 4200万ドル分の軍事支援に係る協定を締結（49）するとともに、2008年には、
空軍に F7ジェット戦闘機 6機を供与し、約 10億ドルの軍事支援を実施した（50）。
インドは 2006年にスリランカ空軍にMi-17ヘリ 5機を供与（51）し、パキスタンも
航空機等の装備を提供するととともにスリランカ軍に対する訓練支援を実施し
た（52）。
　過去の内戦（第 1次イーラム戦争～第 3次イーラム戦争）では、スリランカ陸軍が中
心となり、海軍や空軍は殆ど参加していなかった（53）。スリランカ軍の攻勢は、相
互連携の戦略と調整が欠如しており、LTTEに軍事的圧力をかけ続けることがで
きなかった。そのため、LTTEは、大規模な軍事攻勢を受けつつも、勢力を再編
成し、新たに順応するだけの十分な好機を有していた（54）といわれている。しかし、
こうした諸外国からの支援等を通じて海・空軍能力が向上したことにより、ラー
ジャパクサ政権の下で、スリランカ軍は、陸・海・空軍による総力戦をもって、
LTTEに持続的な軍事的圧力を加え得るレベルに強化されていくのである。
　さらに第 4次イーラム戦争におけるスリランカ陸軍は、良く訓練され、機動
力に富む小規模な部隊を投入した。特別歩兵作戦チーム（Special Infantry Operation 
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Team: SIOT、以下 SIOTと記述する）と呼ばれる小規模の部隊は、4人、8人または 12

人で編制され（55）、LTTE陣地の後方奥深くに浸入して、指揮官等の高価値目標を
攻撃して殺害するとともに、リアルタイムの情報を入手し、LTTEの補給線や指
揮系統を混乱させた。また、空爆や砲迫の火力誘導の訓練も施され、LTTEの防
御陣地に対して精密な火力打撃を与えた。こうした前方及び後方奥深くの同時攻
撃により、LTTEの部隊は、行動の自由を失い、その場に身動きが取れないよう
になり、徐々に壊滅に向かっていった（56）。

（2）②反乱勢力への支援（者）を対象にした物理的な武力行使（図 1の「右上」）

　LTTEは、完全に機能する軍隊の結成に成功したことで有名な組織であった（57）。
LTTEは、大砲やミサイルなどの重火器、自前の海・空部隊までも保有した通常
国家の正規軍に類似したような組織であり、それを裏付けるかのように、2007

年にスリランカ軍が LTTEから押収した兵器には、152mm榴弾砲× 2、120mm

迫撃砲× 5、81mm迫撃砲× 8、T56突撃銃× 624、対空砲× 2、RPG対戦車ミ
サイル、自爆用ボート× 2、クレイモア地雷× 24、機関銃× 13、高性能通信機
材× 34、対人地雷といった通常国家の正規軍が保有するような武器が含まれて
いた（58）。こうした洗練された兵器の入手について、1980年代後半当時、LTTE

の副司令官であったキッテュ大佐（Colonel Kittu）が「LTTEの武器はシンガポール
の国際市場で購入された後、インドのタミル・ナードゥ州に運ばれ、インド・ス
リランカ間の狭いポーク海峡を船で運搬された（59）」と述べたように、LTTEは
兵器等を海外からの密輸入により入手していた。そのため、スリランカ政府が
LTTEの密輸入（武器支援）を遮断するには、スリランカが四面環海の島国である
ことから、自国の海軍等により、海上において LTTEの補給船等を拿捕あるい
は撃沈する必要があった。
　スリランカ海軍は、LTTEの密輸入を阻止するため、イスラエル海軍の高速戦
闘艇にも分類されるドヴォラ級哨戒艇を導入し、1980年代末期より運用してい
た（60）が、LTTEの小型ボートと自爆テロボートによるゲリラ戦術に脆弱であり、
LTTEの密輸入を遮断できないでいた。そこで、海軍強化の一環としてラージャ
パクサ政権時の 2006年に「小型ボート概念（Small Boat Concept）」を導入した。こ
れは、LTTEの小型ボートを活用したゲリラ戦術を効果的に模倣し、大規模に発
展させた概念であった（61）。
　スリランカ海軍は、小型ボート部隊創設に多額の投資を行い、強力なエンジン
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を搭載し、重機関銃や自動擲弾銃を装備した 16ft（4.9m）、18ft（5.5m）、23ft（7.0m）

の 3種類の小型ボート（アロー・ボート）を製造した（62）。この LTTEのゲリラ戦術に
対抗し得るアロー・ボートの開発と小型ボート部隊の創設は、スリランカ海軍に
よるいわば非通常戦争のゲリラ的な戦術への転換と実行であり、これにより、ス
リランカ海軍は LTTEの船舶の損耗を増大させるとともに彼らの制海能力を低
減させることに成功するのである（63）。
　こうして制海能力が向上したスリランカ海軍は、国際社会の支援を得ながら
LTTEの兵器輸送に使用される大型貨物船にターゲットを絞った情報収集を有効
的に実施し、2006年 9月～ 2007年 10月までの間に 1000トン以上の戦時補給品
を積載した大型貨物船 8隻を撃沈した（64）。これにより、LTTEの武器密輸は 80

％以上が削減され、LTTEは武器の枯渇と物資の欠乏で弱体化し、軍隊レベルの
軍用品や兵器の代わりに即席の迫撃砲やロケットといった原始的な戦術に回帰せ
ざるを得なかったといわれている（65）。

（3）③反乱勢力への支援（者）を対象にした道徳的・政治的取り組み（図 1の「左上」）

　LTTEの活動資金は合法・非合法の複合した手段で成り立っており、大部分は
国外在住タミル人からの支援金であった。最大で 90％が海外からの資金であっ
たとされている（66）。2006年段階で、世界各地の在外タミル人は、およそ 60万人
～ 80万人であり（67）、在外タミル人からの支援金は、ピーク時で毎月 200万ドル
に上った（68）。こうした LTTEに対する海外からの支援金を遮断するためにラー
ジャパクサ政権が実施した取り組みは、世界各国に対する LTTEのテロ組織指
定（非合法化）の働きかけである。これは、反乱組織がテロ組織に指定され、非合
法化されると、テロ組織への資金援助は犯罪行為となり、資金集めと送金が禁じ
られるようになるためである。
　このため、ラージャパクサを始めとする政府高官が国連や 2国間対話等の場
を通じて、国際社会に対して LTTEのテロ組織指定及び非合法化を要望した（69）。
ラージャパクサが大統領に就任した 2005年当時は、2001年 9月 11日に発生し
た米国同時多発テロに端を発する世界的なテロとの戦いという雰囲気の真った
だ中にあったこと、LTTEが分離・独立運動の過程で、圧倒的に政治的暴力（暗殺、
処刑、テロなど）と民間人に対する無差別的な暴力を使用していた（70）ことから、多
くの国が LTTEのテロ組織指定を受け入れた。
　ラージャパクサ政権時には、カナダが 2006年 4月に LTTEをテロ組織に指定
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し（71）、同年 5月には欧州連合（EU）も同様の措置を執った（72）。最終的に LTTEが
スリランカ政府に軍事的敗北を喫した 2009年までに 32ヶ国が LTTEを非合法
化することになった（73）。LTTEは、テロ組織としての烙印を押され、ラージャパ
クサ政権は、テロ組織である LTTE撲滅の大義名分を得るとともに、LTTEに対
する在外タミル人からの資金援助を阻止することにも成功したのである。これは
LTTEにとって大打撃であり、LTTEは活動資金に事欠くようになった。2006年
の段階で、LTTE指導者のプラバカラン（Velupillai Prabhakaran）は、LTTEの非合法
化が LTTEの戦闘のための物資購入能力を阻害していると述べている（74）。
　とりわけラージャパクサ政権時の EUとカナダによる LTTEのテロ組織指定の
効果は大きいものがあった。2006年当時の EU加盟国は 25ヶ国であり、欧州各
国にはタミル人が多数居住していた。またカナダにおけるタミル人コミュニティ
ーは約 40万人と世界最大であり（75）、LTTEに対する支援金の 4分の 1は、カナ
ダ系タミル人からの拠出金であった（76）。カナダと EUによる LTTEの非合法化は、
スリランカ政府にとって大きな成果であったといえるだろう。

（4）④反乱勢力を対象にした道徳的・政治的取り組み（図 1の「左下」）

　反乱勢力を対象としたいわゆる穏健策として挙げられるのが、降伏あるいは武
装闘争を放棄した LTTEメンバーの取り込みであろう。過去の内戦（第 1次イーラ

ム戦争～第 3次イーラム戦争）におけるスリランカ政府と軍は、「捕虜を受け付けな
い：“take no prisoners”」精神で LTTEに臨んでいた（77）。これは、LTTEにしてみ
れば投降しても殺害される可能性が高く、より頑強に抵抗する意志を植え付ける
ことになる。また LTTEに係る情報取集の着意も欠如していたため、政府軍に
作戦情報の提供を申し出るタミル人も粗略に扱われ、結果として、これらの人々
は LTTEに加わることが多かった（78）。
　こうした過去の方針から脱却して、ラージャパクサ政権は、LTTEからの離
脱者に対してより寛容な姿勢をとり、多数の高官級 LTTE離脱者から貴重な
情報を得ることに尽力した（79）。その顕著な例は、2004年 3月に約 6000人の
メンバーを引き連れて LTTEを離脱したカルナ大佐（Colonel Karuna Amman）（80）

の取り込みである。彼は、LTTE支配下のスリランカ東部州における優秀な野
戦指揮官であり、LTTEの部隊配置、資源及び隠れ家といった貴重な情報を
有していた（81）。スリランカ軍は、第 4次イーラム戦争の東部州における作戦
間、このカルナ大佐の支援を受けるとともに、彼の率いるカルナ派は、スリラ
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ンカ軍と協力して LTTEと戦った（82）。スリランカ軍は、2007年 6月に LTTE

支配下の東部州全域を制圧したが、東部州における軍事的勝利は、カルナ
派の真摯な支援により容易に達成できたといわれている（83）。そしてカルナ大佐は、
このラージャパクサ政権への協力の対価として、タミル人の地位向上に資する政
治的地位を得ている。
　カルナ大佐は、LTTE指導者のプラバカランがあくまでもタミル人国家の分離
独立を求めていたのに対し、分離独立ではなく、統一国家内の連邦制を目標とし
て、最終的には政治的解決を求めていた（84）。彼は、LTTE離脱後にタミル人政党
である「タミル人民解放の虎（TMVP）」を結成してスリランカ東部で政治活動を
開始する。この TMVPはラージャパクサ政権時の 2008年 1月に正式な政党とし
て登録され（85）、2008年 3月よりラージャパクサの与党政党である統一人民自由
同盟（UPFA）からの支持を得るようになった（86）。また 2008年 10月には、UPFAよ
り国会議員に任命され（87）、LTTEが軍事的敗北を喫する 2か月前の 2009年 3月
には、ラージャパクサ政権の国民統合大臣に就任する（88）という厚遇ぶりであっ
た。政府と協力する大規模なタミル人政党の開設は、一部の地域で LTTEの支
持を減少させ、戦争に疲れた民衆にプラバカランの強権的な支配に代わるものを
提供し、スリランカ政治における将来の発言力を高める可能性をもたらした（89）と
いわれている。

（5）COIN 遂行の過程で生じた問題点

　ラージャパクサ政権の COIN遂行の過程で生じた問題点は、民間人死傷者の拡
大である。第 4次イーラム戦争が始まった 2006年以降、米国や国連、国際的な
人権団体は、スリランカにおける人権状況が悪化しているとして懸念を表明する
ようになった（90）。とりわけ米国は、2007年 6月に、米国下院でスリランカにお
ける人権状況悪化への懸念と速やかに和平協議を再開するように求める決議を採
択し（91）、同年に人権侵害を理由にスリランカへの武器と弾薬の支援を停止した（92）。
　伝統的に米国、EU、カナダ等がスリランカ政府への軍事支援の大部分を提供
してきた。これら西側諸国は支援継続の条件として、人権を尊重し、民間人犠牲
者を出さないように求めてきた。しかしラージャパクサ政権は、こうした西側諸
国の人権に対する関与が LTTE鎮圧への障害とみなすようになり（93）、軍事援助
国を前述の中国、インド、パキスタンに求めるようになった。とりわけ中国は軍
事支援に限らず国際政治の場においてもラージャパクサ政権を支援した。
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　中国は、スリランカ政府の新たな攻勢を批判する国連安全保障理事会の決議を
阻止し（94）、人権団体や西側諸国の抗議にもかかわらず、ラージャパクサ政権に西
側諸国からの懸念を無視し、軍事的鎮圧を進める作戦の自由を与えた（95）ともいわ
れている。この結果、第 4次イーラム戦争では、多くの民間人が死傷し、特に
2009年 1月以降の内戦末期には、国連によると民間人約 6500人が死亡し、少な
くとも 14000人が負傷したとされている（96）。

（6）小　　結

　本節では、先行研究による新たなアプローチの有効性を検証するため、スリラ
ンカ政府による LTTEの反乱鎮圧事例を取り上げ、ラージャパクサ政権の COIN

に係る取り組みを先行研究の 4つの象限の枠組みに沿って分析するとともに
COIN実施の過程でどのような問題が生じたのかについて考察した。
　考察の結果、①反乱勢力を対象にした物理的な武力行使（右下）においては、ラ
ージャパクサ政権がラージャパクサ・モデルと称される武力行使一辺倒のドクト
リンを採用し、このドクトリンを遂行するにあたり、軍事力の増強に着手した
こと、②反乱勢力への支援（者）を対象にした物理的な武力行使（右上）においては、
LTTEの武器の密輸入を阻止するためスリランカ海軍が LTTEのゲリラ戦術に対
抗し得る小型ボート部隊を創設して制海能力を向上させたこと、③反乱勢力への
支援（者）を対象にした道徳的・政治的取り組み（左上）においては、LTTEに対す
る在外タミル人からの支援金を遮断するためにラージャパクサ政権が世界各国に
対して LTTEのテロ組織指定（非合法化）を働きかけたこと、④反乱勢力を対象に
した道徳的・政治的取り組み（左下）においては、降伏あるいは武装闘争を放棄し
た LTTEメンバーを取り込み、政治的対価を保証しながら LTTEの鎮圧に協力
させたこと、が明らかになった。また COIN遂行の過程で、民間人死傷者拡大と
いう問題点が生じたことも認識できた。
　ラージャパクサ政権は、COINの新たなアプローチの枠組みに基づけば、4つ
の象限の全てに跨がるようなバランスをとって LTTEの鎮圧に成功した。そのた
め、先行研究に示した 4つの象限に基づく新たな COINアプローチの枠組みは有
効であると思料する。しかしその一方で、COIN遂行の過程で大量の民間人死傷
者が発生したことは、冷戦終焉以降、人権・民主主義の議論が活発になり、1993

年の「世界人権会議」で、人権が普遍的価値であり、国際社会の正当な関心事項
であることが確認された（97）ことに鑑みれば、ラージャパクサ政権の COINアプロ
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ーチ自体は批判の対象になるだろう。そのため、先行研究の枠組みは、図 2のよ
うに「国際的な人権規範」を考慮する必要性を付記して修正する方が望ましい。

図 2　先行研究の枠組みの修正

　（出典）筆者作成

お わ り に

　本稿では、当初従来の COINアプローチである民衆中心及び敵中心アプローチ
の考え方を確認し、民衆中心アプローチは未検証の仮定をベースにした完璧すぎ
る理論であるため現実性に乏しく、敵中心アプローチは民衆への被害防止に無着
意であり、結果的に反乱を助長するとともに政治的視点が欠如していると評価し
た。その後、両者を脱却した新たなアプローチに係る先行研究を紹介し、先行研
究の枠組みの有効性検証が不十分であるため、スリランカ政府による LTTE鎮
圧事例を取り上げ、その枠組みの有効性を検証した。
　検証の結果、スリランカのラージャパクサ政権は、先行研究に示す COINの新
たなアプローチの枠組みに基づけば、4つの象限の全てに跨がるようなバランス
をとって LTTEの鎮圧に成功していたことから、先行研究の新たな COINアプロ
ーチの枠組みは有効であると結論付けた。しかしその一方で、更なる課題も見え
てきた。
　スリランカのラージャパクサ政権は、確かに LTTEの鎮圧に成功したが、そ

国際的な人権規範
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の後も人権侵害・戦争犯罪調査に係る国際社会からの圧力は継続することになっ
た。2009年 5月には、ジュネーブで国連人権理事会が開催され、スリランカ政
府が戦争犯罪に関わったとしてスリランカの現状を調査すべきとの主張がなされ
た（98）。また 2014年 3月には、国連人権理事会がスリランカ政府は適切な調査を
怠ったとして、紛争中に生じたとされる戦争犯罪の調査を承認した（99）。2021年
3月には、国連人権理事会が紛争中における人権侵害の証拠を収集・分析し、加
害者を訴追するための調査チームに資金を提供する決議を行っている（100）。今後
の COINでは、先行研究に示す 4つの象限のバランスもさることながら、国際社
会の人権規範にも配慮が求められるだろう。
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〈研究ノート〉

パリ講和会議における南洋諸島問題の	
議論と日本外交	

―戦間期初期日本外交への再評価―

本 名 龍 児

は じ め に

　本稿は、第一次世界大戦の戦後処理を議論したパリ講和会議（1919年）における
旧ドイツ領南洋諸島問題の議論に際しての日本外交を論じるものである。パリ講
和会議においては、日本外交にとり大きく 3つの論点（山東問題、人種差別撤廃条約
問題、南洋諸島問題）があった（1）。本稿においては、これら日本外交における 3つの
論点のうち、旧独領南洋諸島問題に関して以下のような問題意識から研究を進め
た。
　これまで当該時期におけるパリ講和会議を含めた日本外交の通史的な評価は、
主として中国大陸に関する施策を基軸として議論され、南洋諸島問題に関しては、
後述する実証的研究が継続されている。一方、他の二つの論点と比較すれば、相
対的に研究上の関心が向けられにくい傾向があった。この背景には、委任統治に
よる問題解決によって結果的に日本外交の所望が概ね達成されたことに起因した
重要性の見過ごしに加え、当該問題が南進論の形成、帝国史観、海軍の軍事行動
を含めた参戦・戦時外交、委任統治という概念等の様々な分野に跨ることによる
論点の拡散などが想定される。
　これらの多様な論点を包含することにより、パリ講和会議と南洋諸島問題に関
する研究は、あらゆる視点やディシプリンに拡がっている。分野別には、個別の
研究が他の分野と重複する要素はあるものの、南洋諸島及び太平洋秩序に係る
通史的な研究（2）、帝国史ないしは植民地主義に関連した委任統治に関する研究（3）、
日本政治外交史及びアメリカの東アジア政策史に係る研究（4）の対象と整理できよ
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う。本稿は、これらのうち、主として比較的近年の実証的研究である佐々木雄一、
高原秀介、等松春夫、中谷直司らの研究に導かれつつ、南洋諸島問題を通じた当
時の日本外交の在り方の再評価に挑むものである。
　前述したように当該時期における日本外交の通史的な解釈は、主として中国大
陸への政策を軸に東アジアを舞台に論ぜられている。第一次世界大戦を境として、
いわゆる「新外交」に見られる外交思想の大きな革新や日本国内の政党政治の進
展などによる転換があったとする「戦後外交転換説（5）」及び戦前からの勢力圏は
維持されており、外交思想の革新はあったにせよ外交問題の解決にあっては、従
前の勢力圏、国際関係に基づく日英協調外交を基軸としており、大戦前の勢力圏
は依然として大きな影響力があったとする「勢力圏外交連続説（6）」さらには、こ
れらを踏まえた研究により検討されてきた（7）。
　これらの解釈の前提としてのパリ講和会議での南洋諸島問題に関する議論にお
ける日本外交に対して通説的には、旧独領南洋諸島の併合を目標とし、併合に近
い形態の委任統治の受任国に選定されたことによる事実上の所望結果を得たこと
が肯定的に評価されている。一方、他の議題とも共通する要素である会議に対す
る準備の不足や、大勢順応を基調として日本の利害に関連しない事項には関与し
ないとすることで他の戦勝国から失望されたこと等、やや否定的な評価が顕在化
した場でもあった（8）。
　こうした日本外交史上の通説的な解釈、評価等に対する本研究への課題は、パ
リ講和会議における日本外交へのやや否定的な通史的解釈への再検討である。欧
米にあっては、現代国際政治の大きな潮流の原点として、冷戦終結後、戦後秩序
構築の先例としてパリ講和会議に再び関心が寄せられるようになった（9）。イギリ
スの外交史を例にとれば、ヴェルサイユ体制に対する従来の否定的な解釈を修正
するような研究の発表によって、伝統的な解釈にとらわれない研究の必要性が主
張されている（10）。同様の関心から南洋諸島問題を舞台として日本外交に対する再
評価を試みることとし、通説的な評価に対して、以下の視角を基に分析した。
　第一に、委任統治受任国の座を得たことによる当初の目標に対する達成度合に
焦点を当てた。当時の日本政府の南洋諸島そのものへの価値判断、提示された委
任統治案に対する評価に着目するほか、事実上の併合すなわち目標達成との評価
に対して、併合に対して十分でない点及びその含意は何かを分析した。
　第二に、会議への準備不足との通説に対して、具体的に欠落していた事項及び
その要因の抽出である。20世紀に入ると、社会の形態、政治思想、軍事力、外
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交思想等の様々な要素での「転換」があったが、外交という分野にあっても帝
国主義に立脚した旧外交に対して、アメリカのウッドロウ・ウィルソン（Woodrow 

Wilson）大統領の提唱した新外交があった。このような「転換」に日本外交は、追
従しきれていたのか、欠落部分をどのように補完しようとしていたのかに留意す
るとともに「転換」がもたらした日本外交の準備と実際の会議進行とのギャップ
に着目した。
　第三に、消極的ととられた方針に対して、方針の本来の意図、形成された背景、
会議に見られた消極性の度合と不具合等の具体化を試みた。南洋諸島問題の議論
に関しては、前述の時代背景「転換」とも相まって生じた多面的な国際関係の影
響が大きい。その要素として、旧宗主国ドイツの残照、英帝国と自治領の関係性
の変化、アメリカの急速な太平洋進出、日本の東アジアにおける版図の拡大と南
進論の進捗さらには、第一次世界大戦による占領とこれを戦後に保証するための
戦勝国間での協約等の複雑な利害関係の掌握に努めた。
　前述の通説的な評価にあっては、これらの点を必ずしも具体的にしきれておら
ず、パリ講和会議における日本外交像の解像度を上げることを期待した。
　これらに支えられた本研究を貫く問いは、「戦間期初期の日本外交は、パリ講
和会議における南洋諸島問題の議論を通じてどのように再評価できるか」である。
　研究の実施にあたり、各国で編纂された会議議事録の対比等、一次資料に基づ
く実証的な分析に配意しつつ、汗牛充棟の先行研究の再確認を行った。史料の読
解に際して留意した点は、先行研究の関心は、外交当局者による発言に集中して
いたことに対し、海軍関係者の進言、電報等にも着目することである。その意図
は、海軍は南洋諸島の占領に関して主導的に活動した集団であり、その思想や存
在感が外交に与えた影響が大きいこと、また南洋諸島の価値判断に際して、軍事
面は海軍関係者の評価が重要であると考えられたことによるものである。これに
より、日本外交像に対して第三者的視点を加味したアプローチを試みた。
　また、研究の対象期間については、日本外交の会議前後を含めて鳥瞰した検討
とすべく、問題の起点としての第一次世界大戦中の講和準備を念頭とした方針形
成過程からパリ講和会議において南洋諸島問題に関連して生起したヤップ島にお
ける海底電線の取り扱いに係る議論、いわゆる「ヤップ島問題」の生起までとし、
この順で本論を論述した。
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1．日本のパリ講和会議における方針形成

（1）日独戦役講和準備委員会での審議

　パリ講和会議への方針は、最終的には講和全権に対する訓令として、1918年
12月 26日、「講和ニ関スル日本政府ノ方針ニ付訓令ノ件 」（方針が大きく三つに区
分されており、以下、「三大方針」）が発信されることで完成をみているが、その検討
の起点は、参戦後、まもない時期にさかのぼることとなる。
　1914年 10月、加藤高明外相は、法学博士でもあった長岡春一一等書記官に講
和準備作業を命じ、講和の先例と関係文書の収集及び調査が開始された。その後、
ベルギー公使館から帰国した木村鋭市の協力も得て 1915年 8月には、ひとまず
の調査資料が完成した。1915年 10月に設けられた日独戦役講和準備委員会（以下、
「講和準備委員会」）において、長岡らの調査を土台とした戦後処理に係る議論がな
された（11）。
　講話準備委員会については、加藤陽子により現存する会議資料に基づく詳細な
実証分析がなされているが、会議の全体像に加えて各論部分は、山東半島の問題
に焦点が当てられている（12）。そのため、加藤の研究に依拠しつつも南洋諸島に関
する記録に着目して論述する。
　講和準備委員会は、外務省、法制局、陸軍省、海軍省の三省一局を出身母体と
して構成された。委員長は外務事務次官が務め、外務省からは通商局長、政務局
長、書記官数名からなる委員が、法制局からは参事官からなる委員が、陸海軍省
からはそれぞれ軍務局長と参事官からなる委員が出席していた（13）。一年以上にわ
たって討議した事項は、対交戦国、ドイツ領南洋諸島及びドイツ租借地の領土権
及び利権の問題、講和会議の構成、開催地、参加国、討議事項などであり、合計
31回の議論を経て、1916年 12月 25日、最終報告を議決し、解散した（14）。旧独
領に対する包括的な方針は、割譲を要求するものであった。1916年 5月 10日の
第 21回会議において、本件は決議され、南洋諸島については、割譲を要求する
とともに当該諸島に存在する商社等も譲渡を要求する方向で議論された（15）。
　6月 24日の第 25回会議で可決された講和条約案にあっては、講和会議の参加
国の発言権を「参列諸国は其の直接の利害を有せざる問題を互いに容喙せざるこ
と」と提言し、そのねらいを欧州諸国に中国大陸や南洋諸島の問題に介入させる
ことを防ぐこととしていた。ただし、連合国による講和会議の開催を前例から予
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期しつつも、ドイツ領に関する処分要領は、対独ないしは「連合国」を交渉先の
対象として検討しており、日本がそれまでに経験した日露戦争までの主として二
国間交渉を念頭とした準備の要素が強かった。このように後の「三大方針」は、
最初の情報収集から審議に至るプロセスの時点で「日独戦役講和準備委員会決
議」という形式で、その骨格部分は概成された形で外務省による補足説明ととも
にまとめられた（16）。
　一連の会合においては、日本の占領した山東半島、南洋諸島の土地そのものに
加え、ドイツが所有していた鉄道、鉱山、電信などの権益の取得についても議論
の対象となった。なかでも南洋諸島及び同地でのドイツ権益の取得について、当
初、「各委員分担調査事項」として主担当したのは、海軍委員であった（17）。彼ら
の調査に加え、南洋諸島におけるドイツの所有する諸特許会社の処分については、
個々の会社の性質を考究することとし、第 9回会議において、「独領南洋諸島独
逸諸会社調査特別委員」を指名して調査研究を深めることとされた。その後、最
終的には、第 28回から第 31回の会議にかけて南洋諸島における商社などのドイ
ツ権益の取得について議論、決議されている（18）。
　とりわけ最後の会議となった第 31回で議論されたのは、ヤップ島の独蘭電信
会社の譲渡要求であった。ヤップ島と米領グアム島、上海を結ぶ線の日本による
保有は、ドイツとの単独の問題ではなくアメリカ、オランダとの関係も考慮する
必要があることから、「講和会議ニ於テ帝国ヨリ進ンテ何等問題ヲ提起セサルコ
ト」とされているが（19）、パリ講和会議の後半から会議後にかけて生起したヤップ
島問題の土壌とその難度を、この時点で委員は懸念していたといえよう。

（2）臨時外交調査委員会での審議

　1917年 6月、寺内正毅内閣下に第一次世界大戦への戦後処理のため、宮中に
設置された省庁横断的な会議体である臨時外交調査委員会（以下、「外交調査会」）に
おいて、戦後処理に関する議論は継続された。
　この外交調査会は、論点の多くを講和準備委員会から踏襲するものであったが、
会期中に生じた戦後処理における対外的な情勢変化を確認したい。
　1918年 1月 7日、アメリカのウィルソン大統領が外交方針を完成させ、翌日、
アメリカの上下院合同会議において、いわゆる「十四か条宣言」を行う。これに
より日本の参戦以来の経緯を踏まえた当時の思想に基づく準備に対して、発想
の転換を求められることとなった。「十四か条宣言」には、公開外交、海洋の自
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由、経済摩擦の撤廃、軍備縮小、植民地問題の公正な処理、国際連盟の創設等に
関する概案が提示されていた（20）。ウィルソンは、私設顧問であったエドワード・
マンデル・ハウス（Edward House）への書簡において、平和会議で複数の陣営から
の議論に対処していくための組織的な対応を重視する観点から「調査機関（The 

Inquiry）」の設置を指示し、「十四か条宣言」の草稿を作成した（21）。
　ハウスは、想定される平和会議において求められる事項が極めて幅広くなるた
め、多様な分野からの専門スタッフを結集させる必要性を認識し、なかでも政治
や外交を含めた概念としての歴史、貿易、国際法の 3つの分野を重視し、人選し
た（22）。この「調査機関」を日本側の検討過程と比較した際には、外務省が審議さ
れる文書の多くを起案していたことに対して、「調査機関」は国務省とも別系統
の官民横断的な特設組織であったという点で本質的に異なるものである。その検
討範囲の広さや構成員における幅広い人員など、安全保障を目的としたシンクタ
ンクの萌芽が見いだされるものであった。
　この「十四か条宣言」に対して日本では、外務省政務局が研究にあたったが、
第 14条「国際連盟」に関して具体的内容が判明せず事務当局を悩ませた（23）。外
務省で入手した史料が貧弱であったため、海軍省参事官がパリで国際連盟規約草
案を入手し、外務省員分担により昼夜兼行全訳することで初めてその全貌が判明
した。さらには、国際法学者や専門家の意見をまとめて、パリ講和会議に提出す
べき日本の対案を作成した（24）。
　これらにより、11月 13日、「日独戦役講和準備委員会決議」に主としてウィ
ルソン大統領の方針への分析等の情勢変化分を加味した形で、外務省起案の意見
書は、内田康哉外相によって外交調査会の議に付され、審議された（25）。
　以下、その過程について南洋諸島問題を中心に確認するが、日本の占領した領
土の取得に係る審議は、山東半島問題などとも併せて包括的な方針や「十四か条
宣言」との関連から議論されており、南洋諸島問題が直接的に議論された要素は
少ない。そのため、南洋諸島問題と密接に関連する秘密外交の廃止、植民地処分
問題及び国際連盟問題を最初に確認した後、南洋諸島が個別に議論された点を確
認する。
　意見書においては、「一　秘密外交ノ廃止ハ帝国政府ノ主義トシテ賛成スル所
ナルモ（中略）外交案件ノ交渉ニ際シ其ノ進行及経過ヲ秘密ニ附スルヲ適当トスル
場合アルハ一般ニ承認セラルル所ナルヘシ」と総論として賛成しつつ各論におい
ては、合理的な理由がある場合の秘密裏の外交の必要性を主張している。
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　植民地処分問題は、イギリス等との密約から秘密外交と強く関連付けられる事
項であり、「帝国政府ノ闘スル限リハ青島及獨領南洋諸島ノ処分問題ニシテ」と
青島と並んで、日本として議論すべき内容として南洋諸島問題を挙げている。ま
た、イギリスとの協調に関して「帝国ノ主張ニ齟齬セザル限リ英国ト歩調ヲ一ニ
シテ可ナリ」と具体的に手法を述べている（26）。
　また、国際連盟問題に対しては、連盟の成立が日本に不利となる恐れがあるの
で、なるべく成立は延期させるように努めるが、いよいよ実現する場合には、日
本として連盟外に孤立することは回避しなければならないので、適当な保証のも
とに参加するとの内容であった（27）。このように前述した事務当局の苦心を裏付け
るとともに、手探り状態といえた。実務的に「十四か条宣言」を研究した幣原次
官にあっても国際連盟を至極迷惑な存在として（28）、会議外交に慣れていないこ
とから多国間外交方式を懸念する一方、日本に参加しない選択肢はないことから、
大勢に順応しておくことを当面の方針としようとしていた。この幣原の姿勢が当
時の新外交に対する日本外交を象徴するものであった（29）。
　占領した領土の取得がこのように包括的な議論となる一方、南洋諸島の価値に
関しては、海軍省委員であった加藤友三郎海相の意見により再確認された。加藤
は、当初は経済的価値が多く見いだせなかった当該諸島に関して、最近の調査結
果の報告の概要を披露した。報告においては、「椰子砂糖及綿花ノ栽培ニ適シ此
三種ノ発達ハ大ニ将来ニ嘱望スヘキモノアリ」とされており、新たな経済価値が
見いだされることとなった。さらには、現地の人口減少により、日本からの移住
の余地が生じたとされ、軍事上の見地に加えて経済上の観点から永久領有するべ
きとの認識が、加藤の発言により委員間で共有された（30）。
　その後、12月 8日の外交調査会においては、2日に牧野伸顕次席全権大使が示
していた新式外交を提唱し、対中協調外交として治外法権の撤廃や日本軍隊の撤
退などを日本政府が率先提唱すべきであるとした外交意見書が書面で審議された。
その要旨は、「其要は帝国政府は公明正大の方針を列国に示すも往々実際には矛
盾の處ありて外国の為に野心を疑わるるに因り其事なきを務ること、国際連盟は
決して空言に非ざる形勢なれば我国は進んで主義上の賛成を表すべし」と大きく
二つあり、各委員は、二点とも異議なしとして、牧野も承知した（31）。
　その後、12月 22日の外交調査会において、外務省起案の方針は、大筋として、
内田外相の提示時点から変更されず、講和大使への訓令案として可決され、牧野
全権や珍田捨巳駐英大使に伝えられた。
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（3）形成された方針の背景要素と意図

　外交調査会により最終的に形成された日本の方針を評すれば、旧外交を基調と
しつつ新外交にも一定の理解を示すものとなろう。これまでに旧独領及びその利
権に対する帝国主義的な関心からなる方針形成過程に、リベラルな外交思想を有
した牧野の意見が加味されたことを確認した。以下、この方針形成の背景要素を
検討する。
　方針形成の背景として着眼すべきは、明治の開国以来、東アジアの新興国とし
て急速な発展を遂げてきた日本にあっても、欧米を中心とした勢力関係からすれ
ば、日英同盟を締結していたとはいえ、方針形成に係る情報収集や分析等におい
ては、地理的条件から当時の通信事情等とも相まって不利な要素が存在したとい
うことである。「十四か条宣言」への対応に関して、まずその全体像を把握する
ことに苦労しているように、外交思想の変革に対しては、欧米諸国と比較して遅
れた対応とならざるをえない背景要素が存在したのである。アメリカが、今日の
安全保障シンクタンクともいうべき組織により方針検討をした先進性との差異は、
地理的条件により、欧州で総力戦となった第一次大戦の様相を体感できなかった
ことにもよっていたと推察される。
　こうした背景要素は、南洋諸島問題への方針形成にあっては、結果として妥協
案として解決策となった国際連盟及び委任統治に関する対応に作用した。「三大
方針」にあっては、独領の無償譲渡という大方針に対して、そのための方策とい
う点では、対英協調、大勢に順応とのアメリカと比較すれば具体性が不足したも
のとならざるをえなかった。
　委任統治は、国際連盟と関連させてウィルソンが新外交における方策の一つと
して考えていた一方、本来は、旧外交としての帝国主義及び植民地主義の発展と
いう点から当時、欧米諸国では検討され始めていた（32）。その結果、第 2節におい
て後述するように米英は、委任統治案を協力して作成することで、議論の収束に
具体的に寄与した。また、同盟国であったイギリスにおいては、その当時、過剰
な植民地主義への批判等への対案として委任統治の概念が検討され始めていたほ
か（33）、後述する南アフリカのヤン・スマッツ（Jan Smuts）をはじめ多くの英自治領
出身者が委任統治の制度設計に関与しており、英帝国再編の要素もあった（34）。
　パリ講和会議において議論された狭義の委任統治に対して、複数又は単数の国
家が、自国外の領域を国際的な合意の基に統治する広義の委任統治にあっては、



159 防衛学研究　第 71 号

既にイギリスによりオスマン帝国領土などを対象に実績はあったことから（35）、日
本も方針への反映は可能であったが、具体的に反映されなかった点は、欧米と比
較すれば、相対的な準備の不足と考えられる。
　他方、情報や他国との連携に関して当時の日本が置かれた環境にあっては、日
英同盟さらには大戦中の戦争協力及びこれに基づく協約を基に、イギリスをはじ
めとする連合諸国との協調を会議方針の基軸としたことは、合理性のある判断と
いえよう。つまり、日本は方針を具体的にしきれなかった面をイギリスとの協調
により補完したものとの解釈である。
　これらの分析を踏まえれば、想定される論点に関しては、当時の外交機関の尽
力によって網羅的な検討を加えられたものであった。これらにより日本方針にお
ける新外交などの不確定な要素については、先進した同盟国イギリスとの協調に
よって、欠落部分の補完を期待するものであったと解されよう。
　ただし、南洋諸島の価値判断に関しては、講和準備委員会において所在する商
社の取得も含めて獲得の手段が検討、議論された一方、外交調査会においては、
加藤海相の発言のほか、明確に議論されていない。加藤の指摘とは、軍事上の価
値に加えて経済的な価値が増大しているとするものであったが、南洋諸島の価値
判断は、パリ講和会議において結果として譲歩案である委任統治を受容するに際
しての重要な指標であり、次節においても継続して確認する。

2．パリ講和会議における旧独領処分の全般方針に関する議論

（1）議論の経過

　南洋諸島問題に関する議論は、占領国を受任国とする委任統治という方針合意
までの期間は、主として戦勝五大国の首脳及び外相により構成された「十人会議
（Council of Ten）」で旧独領処分問題の一つとして包括的に行われており、南洋諸
島問題が単一的に議題となったわけではない。したがって、全般方針の決定に係
る議論は、一般的な独領の獲得地に対する包括的な議論と区別がなく、1919年
1月 24日の「十人会議」で問題提起され、30日に方針の合意を見るまでの主と
して「十人会議」における各国間での議論を把握する。
　なお、1月 13日、イギリス首相デイビッド・ロイド・ジョージ（David Lloyd 

George）は、植民地問題に関しては、イギリスの自治領諸国も個別に関与してい
ることから、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ及びイン
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ドからの代表の参加を求め、これが認められた（36）。そのため、これらの自治領を
含めた議論となった。このことは、自治領の独立や戦争協力に伴う発言力の強化
というイギリスから見れば、成長した自治領との関係性という新たな懸案を孕む
ものであった。特にオーストラリア及びニュージーランドに関しては、細部は後
述するが、赤道以南南洋諸島問題に関しては、宗主国であるイギリスと対等に議
論している。旧独領処分問題の対象国は、10か国であったが、なかでも南洋諸
島問題に大きな利害関係を有し、具体的に発言をしたのは、イギリス、アメリカ、
日本、オーストラリア及びニュージーランドであった。
　検討の対象となる「十人会議」は、1月 24日、27日、28日、29日及び 30日
の会議である。24日に議論の問題提起がなされ、27日に日本は独領無償譲渡に
係る要望を陳述し、28日には、フランスが占領した領土を巡り新旧外交の対立
が顕著となった。そのため、29日にイギリスから委任統治に関する提案があり、
30日には、旧独領の処分に関して、占領国を受任国とした委任統治によるもの
として方針への合意がなされた。
　以下、これらの合計 5日の議論を前後の下調整も含めて要点を確認する。
　1月 24日の「十人会議」においてロイド・ジョージは、旧独領の戦後の管理
方法に関して国際連盟による管理または「併合」の二つの手段があるとして各国
の意見を聞きたいと述べ（37）、国際連盟による管理または併合のいずれとするかと
いう以後の議論を方向付けた。これに対してイギリス自治領諸国（オーストラリア、
ニュージーランド）は、それぞれ、旧独領植民地の併合を主張する。
　オーストラリア首相ビリー・ヒューズ（Billy Hughes）は、大戦中に獲得した赤道
以南旧独領（ニューギニア、ビスマルク諸島）がオーストラリアに対して近く、他国に
よる管理が国防上の脅威となるとした。さらには、ニュージーランド首相ビル・
マッセイ（Bill Massey）も同様に、サモアを自国との距離と共同管理等の非現実性
から、赤道以南の南洋諸島に関して併合を主張した。
　1月 27日、牧野は、「獨領ニ對スル日本政府ノ要求」を読み上げ、南洋赤道以
北における独領諸島ならびに開戦時にこれらの地域においてドイツ人が有した財
産の無償譲渡が正当であると政府方針にそって主張した。その論拠を連合国の一
員としての戦勝への貢献とする一方、日本の占領による民生の安定及びこの島民
保護態勢への継続した従事への希望とし（38）、植民地主義に立脚しつつもウィルソ
ンの外交方針にも一定の理解を示すものであった。また、日本がオーストラリア
やニュージーランドと同様に南洋諸島の併合を主張したことは、結果的には、自
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治領両国にとってはその要求の成就により、自国の国防上の脅威を招くという矛
盾した状況を生起させることを意味した。つまり、これらの国が赤道以南南洋諸
島の併合に成功した場合には、理論的には、日本の赤道以北南洋諸島の併合をも
認めることを意味し、特にオーストラリアにとっては、自国領土の近傍に日本の
領土が進出する状況が生起する状態を招くことが見込まれた。
　しかしながら、オーストラリアが日本の赤道以北南洋諸島の併合を反対するこ
ともロイド・ジョージにより制されていた。1918年 11月 4日、ヒューズは、ロ
イド・ジョージに対して書簡により、日本の併合がオーストラリアの貿易及び国
防上の脅威となるものとして、イギリス及びその自治領諸国全体としてこれに反
対すべきと主張していた（39）。これに対し、ロイド・ジョージは、主張の妥当性を
認めつつ、1917年に日本と交わされた協約との関係上、英帝国全体として日本
の主張に反論できないことを説明していたのである（40）。日英間での戦争協力及び
これに基づく戦後の領土保証の協約は、南洋諸島問題の議論にあっては、このよ
うな形で日本とイギリス及びその自治領諸国間の争議を避ける形で作用した。
　このようにウィルソンの委任統治論と各国の併合論との対立の構図が明確とな
り、会議の決裂の恐れさえ見え始めたことから、各国は妥協点を見いだし始める。
　日本全権団の海軍首席随員であった竹下勇は、アメリカの主張に対抗したオー
ストラリア、ニュージーランド、南アフリカ及びフランスの主張の要旨を 5項目
に整理、分析していた。すなわち「一、国防上ノ危険　二、統治ノ不便及政治的
位置ノ不安定ヨリ生スル開発ノ不熱心　三、外部ヨリノ干渉ヲ招致シ委任統治国
ハ種々其感情ヲ刺激セラル　四、統治国国権ヲ超越セル権力ヲ国際連盟ニ与フル
ノ非違　五、統治費用ノ出処ニ差関フルコト」であるが（41）、これらの主張はいず
れもウィルソンの主張への否定に近い直接的な仮借のない反論として、議論を白
熱させた要素となったととらえられる。日本の主張は、後述する部分も含めて竹
下の整理に該当する要素はなく、ウィルソンの主張にも一定の理解を示す穏当な
ものであった。
　その後、29日にイギリスのロイド・ジョージから、南アフリカのスマッツに
よる委任統治案が妥協案として提示されることとなるが、この日は会議の前後に
も下調整や懇談がこれに関連して行われており、合わせて確認する必要がある。
　アメリカ全権ハウスによれば、「十人会議」直前に戦時内閣の一員でもあった
スマッツがハウスを訪れ、委任統治案を示して会議に際して同調できないかの確
認を求めている。イギリスにとっては、米側が同意するとの確証がなければ、オ
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ーストラリアとニュージーランドには示しにくかったようであったが、前日まで
の会議の対立を終息させる有益な手段であると考えており（42）、イギリスは自治領
をなだめるべく、まずはアメリカとの協調を図った。
　このいわゆるスマッツ案は、29日の会議で配布され、30日までの考究が求め
られているが、ここでその関連箇所を日本側の記録から確認したい。
　スマッツ案は、8か条から構成され、委任統治の区分に関しては後半の第 6条
から第 8条にかけて説明されており、議論を重ねた後にそれぞれ ABC方式とさ
れるようになった。南洋諸島は、西南アフリカと並んで最も委任の度合が強いも
のとして第 8条の規定に該当し、人口が希薄、面積が小さいこと、文明の中心と
の地理的な隔絶等を理由として受任国の構成分子として同国の法律によって統治
されるとする、受任国の法律が適用されるという点で併合に最も近い形態のもの
であった（43）。
　29日の会議後には、ロイド・ジョージと牧野の間で委任統治案に関する内談
が行われた。ロイド・ジョージは、牧野に対してウィルソンと委任統治に関して
協議していないが、当日の会議内で一瞥しており、その感触として概ね同意であ
ると説明し、イギリス自治領のオーストラリア及びニュージーランドは同意する
に至ったと回答した。次いで、牧野は、委任統治の受任国選定要領を質問し、ロ
イド・ジョージは、明言しなかったものの「自ラ明白ナラスヤ」と暗に現時点で
の占領国となることを示唆した。
　1月 30日の「十人会議」で南洋諸島を含めた旧独領植民地の処分問題に対す
る方針は合意を見ることとなる。ロイド・ジョージの示すスマッツ案に対してウ
ィルソンは、国際連盟成立後に委任当事者やその権限を決定するべきで現時点で
の合意は困難と強く抵抗する一方、国際連盟成立までの仮協約との条件で譲歩を
はじめる（44）。
　牧野は、国際連盟の運用については、確信を持てないものの、列強が誠意を持
って考慮している事項として協力は辞さないとの見解を述べた（45）。ただし、本国
に方針を確認中であり、正式な回答を避けるとしているため（46）、事実上、米英の
議論に委ねるかのような発言となっている。オーストラリア及びニュージーラン
ドは、併合を至当としつつも、スマッツ案への同意が最大の譲歩であるものとし
た。スマッツ案への同意が最大の譲歩であることを会議全般への最後通牒と受け
止めたウィルソンとヒューズ及びマッセイの間で議論が感情的に紛糾した（47）。会
議が険悪な雰囲気となる中で、南アフリカ首相のボータ（Louis Botha）による大き
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な理想のために小事でとどまることはやめるべきとした譲歩の提案により、ウィ
ルソンらは途端に平静さを取り戻した（48）。その結果、旧独領植民地の処分問題に
関する方針は、スマッツ案を基調とすることで決着し、南洋諸島にあっては、受
任国の法令によって管理される併合に近い形式となるものと解釈された。
　旧独領の処分に関する方針が委任統治として事実上の併合によることとされ
たが、30日の会議結果は、方針決定のみであり受任国は未定であったことから、
日本にとり赤道以北の南洋諸島を併合するという当初の方針を達成するためには、
以後の受任国決定のための議論の場でその立場を獲得する必要があった。

（2）譲歩案受容に係る全権団と本国間の調整に係る分析

　ここまで確認した経過に対して、日本が譲歩案としての委任統治を受容するに
至った過程、すなわち 1月 29日にスマッツによる委任統治案が提示され、30日
に各国で合意、2月 3日の日本国内での外交調査会までの期間について、全権団
の判断及び本国との調整に焦点を絞り分析を深めたい。
　スマッツ案は、1月 29日に提示され、30日までの考究を求められたが、日本
全権にとっては、三大方針からの譲歩となるため、最終判断を本国に求める必
要があった。しかしながら、『日本外交文書』の一連の記録などによれば、当時、
電報の発信から外務省の接受まで最短でも一両日を要していたため、期日までに
本国の承認を得ることは、東アジアから参加した日本特有の通信事情により、困
難な背景要素があった。そのため、前述したように牧野は、本国に照会中と前置
きしつつも、国際連盟の精神などの肯定的な発言をしたことで、30日に各国と
同様にスマッツ案に対する事実上の合意と解釈されたと判断されよう。実際にも
29日に牧野が本国に発信した請訓電報が外交調査会で議論されたのは、2月 3日
の会議であり（49）、パリでは議論が収束した 4日後のことであった。原敬は、「全
権委員ヨリ請訓シ来タルモノ益々多カルヘク其中ニハ寸刻ヲ争フ程ノ緊急事件モ
アルヘシ」として緊急の場合には、外交調査会によらない方針決定の必要性を示
唆した（50）。なお、原は現地での全権団による事実上の合意を「牧野は本国の訓令
を待つこととして留保的同意をなしたる」と解釈していた（51）。
　現地で牧野がスマッツ案による委任統治を当初の併合と大差のないものとして
受容可能と判断した要素として、竹下による助言に着目する。竹下は、南洋諸島
の委任統治条件にあった砲台の設置の制限に関して、「必スシモ砲台等ヲ設ケズ
トモ差支ナキ」と評価し、むしろアメリカのグアム島における軍事施設を脅威と
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して交渉の必要性を進言しており、牧野も了解した（52）。この竹下の南洋諸島に対
する軍事的な価値が絶対的なものではないとの進言は、牧野がスマッツ案の受諾
は所望結果に近いと判断した大きな要因と推察される。
　また、竹下の助言内容は、電報により海軍大臣及び軍令部総長に報告されてお
り（53）、2月 3日の外交調査会においては、この助言も踏まえたと考えられる加藤
海相からも南洋諸島に対する軍事施設の制限に関して深く憂慮する必要はないと
の発言があった。加藤は、「小防備ノ設置ガ禁止セラレタリトスルモ一朝急変ニ
際シテハ何時ニテモ仮設ノ手段ヲ取ル」と発言することで、委任統治による軍事
利用の制限が日本にとり決定的な不利益ではないことを主張した（54）。
　以上、日本が米英からの譲歩案としての委任統治を受容する時点を中心に全権
団と本国の調整過程などを確認した。その結果、軍事の専門家であった海軍委員
の所見などを基に、提示された委任統治が軍事的にも経済的にも、当初の目標で
あった併合と大差のないことを、現地及び本国の双方が具体的に認識した上での
決断であったことを実証できた。

3．パリ講和会議における委任統治の態様等に関する議論とヤップ島
問題の生起

　国際連盟は、1月 25日の最高会議で設置に関しての合意がなされており（55）、
規約の審議が国際連盟委員会で続けられることとなっていたことから、委任統治
に係る細部要領の議論と合わせて受任国に関する議論も継続された。
　2月 8日、国際連盟委員会で示された国際連盟規約の案文において、委任統
治の態様に関して、「十人会議」で合意を見た「受任国内と同様の統治により（as 

integral portions）」に対し、「受任国内に準じた統治により（as if integral portions）」と
されていることに牧野は気付き、「十人会議」での合意事項と異なるものと指摘
し、抗議した。これに対してウィルソンは、if がなければ、従来の併合と何ら変
わらないものとして反論し、牧野は、委任統治によって生じる毎年の報告義務な
どから、併合とは全く異なるものと主張した。また、「十人会議」において各国
の妥協により成立したものであり、字句も委員会で変更すべきものではないと主
張し、遂には米英とも当初案とすることに同意した（56）。この背景には、ウィルソ
ンの理想論としての国際連盟委任統治の形態に近づけることに加えて、当時、日
本の太平洋地域での急速な勃興への脅威を感じていたことの指摘もある（57）。結
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局、スマッツの委任統治制度草案は、若干の修正を施されて 2月 14日に採択さ
れた。
　一方、日本本国においては、国際連盟規約の細部に関しては憲法との関係性の
点でより詳しく把握する必要があるとの意見から、内田外相から全権団への詳細
確認がなされた。これに際して、南洋諸島問題に関連する条文中の「南太平洋ノ
或島嶼」に関して南太平洋との用語が地理学上的確ではないことから、マーシャ
ル、マリアナ、カロリンの各群島を含まないとの誤解を招く可能性があることを
指摘した（58）。この確認は、外交調査会における加藤海相のこの表現では赤道以北、
以南を問わず一切の南洋諸島が含まれるものかが曖昧であり、明確としなければ、
後日、争議となるとの指摘に基づくものであった（59） 。
　これに対する回答として、3月 10日にイギリスから、太平洋にあるドイツ領
諸島の委任統治については、オーストラリアと日本とは同じ立場であるから、イ
ギリスで作成中の委任統治の形式に関する具体案が作成され次第の相談となると
の回答があったとした（60）。アメリカ側も「南太平洋ノ或島嶼」に係る表現には、
気付いており、ヤップ島が明らかに日本の委任統治領に含まれていないとする後
のアメリカの主張の基礎となることでヤップ島問題の起源であることが先行研究
において確認されているが（61）、日本側も同様に表現を問題視し、本国と全権団の
連携により、その懸念は伝達されていたのである。
　4月 21日、ウィルソンは、ヤップ島に関し、海底電線が集中している島であ
るため、国際連盟による管理が適当であると日本全権に述べた。日本全権は、こ
れに対していずれ委任統治の受任国に関する議論の際に反駁すればよいとして、
この時点では聞き置いたが（62）、4月 30日、牧野は、領土に関しては、帰属を決
めるのが先決であり、海底電線問題は別に討議されるべきとして、領有や委任統
治の問題と切り分けた議論を主張した。ウィルソンは、5月 1日、海底電線をド
イツに返還せず、五大国による管理の要領を議論することで納得した（63）。翌日に
は、将来的な五大国の管理に付すこととされ、ウィルソンからは、何らかの協約
の提案があった（64）。このような経緯により、ヤップ島の問題は、将来的な議論と
して先送りのような処理となった。
　その後、5月 7日、日本を除いた四人会議（Council of four）で突如、旧独領植民地
の受任国が、ロイド・ジョージに促されて日本全権が不在の場で合意をみる。こ
れにより、日本は赤道以北の南洋諸島の委任統治権を獲得することになるが、他
の旧独領植民地における受任国も概ね第一次世界大戦における占領国であっ
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た（65）。このような過程を経て、日本が第一次世界大戦で占領した南洋諸島の処分
に関しては、事実上の併合に近い形式での委任統治によることが、イギリスとの
関係において実現した（66）。
　6月 28日、ヴェルサイユ条約は発効し、連盟規約は第一部に組み入れられた（67）。
連盟規約第二十二条は、委任統治地域を三つの種類に区分する。この区分は、ス
マッツが作ったものではなく、後に A式、B式、C式と呼ばれるようになった。
A式は伝統的国際法上の保護国に近く、一定の自治的な政体が必要であり、それ
を受任国が貢献するものであった。これに対し、B、C式は本質的に受任国の直
接統治下に置かれる点で従来の植民地と外見上の大差はない（68）。他方、主権は受
任国になく、島民の文明化・領域の非武装化などの義務を負い、年次報告書を国
際連盟に提出する義務があった（69）。
　以上の経緯で旧独領南洋諸島問題に関する委任統治の形態及び受任国は決定し、
ヴェルサイユ条約の調印をみた。これにより、各国の首相クラスの全権団長は帰
国することになるが、外相クラスによる細部の審議が委員会において継続され、
日本からは駐英大使であった珍田捨巳がこれにあたった（70）。

お わ り に

　パリ講和会議における南洋諸島問題の議論に臨んだ日本外交に関して、方針形
成過程から議論の終盤までを通観することで、当該議論における日本外交の新た
な評価を試みた。
　序論で述べたパリ講和会議での日本外交に対するやや否定的な通説は、大きく
二点を論拠とするものであった。第一に会議全般に対する準備の不足である。第
二に自国の利害に関係しない事案には容喙しないことで大勢に順応し、欧米から
失望を買い、会議内での発言力を次第に低下させていったことである。本論にお
いて導出した事項は、これらを覆すものではないが、外務省を主体とした網羅的
な方針検討、日本にとり不都合な条文を看過せず調整した点、問題解決における
イギリスとの協調とこれによる事実上の所望結果を得られたことなどの指摘によ
って、肯定的評価要素を幾分か加えるものである。
　会議への準備という点では、新外交や委任統治への対応に十分でない面はある
ものの、第 1節で分析したように、地理的背景、歴史的背景などによる外交思想
の転換及びこれに伴う交渉の多国間化への追従が困難な要素を度外視すれば、外
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務省を中心とした情報収集からはじまる網羅的な方針立案による準備がなされて
いた。ただし、方針検討及び議論に際しては、「十四か条宣言」を考慮しつつも、
これによる「転換」がもたらした多国間の議論に対しては、旧来の二国間を前提
とした議論への準備が主となっており、会議への準備不足とは、このような転換
に際してのギャップを主とする。この準備不足に関して、下調整（内談）等を含め
てイギリスとの協調により乗り切る場面を随所に指摘したように、これらは、当
時の日本が時代の転換に呼応しきれなかった要素を補完するものであった。ウィ
ルソンによる提案が会議の大きな論点となる一方で、譲歩案の提示とこれを容認
させたこと等、イギリスの会議における存在感は大きかった。つまり、国際連盟、
委任統治等に関して具体的に検討することができず総花的な方針となったが、そ
の具体策として当時、絶頂期は過ぎていたとはいえ覇権国の一角であり、同盟関
係を有し、戦争への協力によって領土保証を得ていたイギリスとの協調に依拠す
ることとなった。このことは、結果として、イギリスが有効な譲歩案等の提案を
実施したことにより、当時の日本では準備の難しかった欠落部分が補完されたと
いえよう。
　次いで、自国の利害に関係しない事案には容喙しない大勢順応の姿勢が、会議
内での発言力を次第に低下させていったことに関しては、「三大方針」の形成過
程が関係する。第 1節で確認したように、日本が利害関係を有さない欧州の問題
に介入しないことで、同様に欧州諸国に中国大陸や南洋諸島の問題に介入させる
ことを防ぐことを目的としていた。これに対して実際の議論は、旧独領に対して
地域別の議論ではなく、包括的な議論となった。そのため、当初の日本が想定し
ていたよりも多国間による交渉の要素が強くなったため、日本の意図は外れ、欧
米からは消極的な姿勢ととらえられることとなった。また、消極的と評価されて
欧州に関連する議題から次第に排除されていったことに関しては、南洋諸島問題
の議論においても一部に不在中に審議されることはあったものの補足等がされる
とともに当初の日本側の希望どおりの結果となっており、結果的に日本にとり具
体的に不利な作用があった形跡はない。
　一例として、赤道以北及び以南の独領を巡る日本とオーストラリアによる併合
に関する議論において、オーストラリアが併合の妥当性を主張すればするほど同
様に日本の併合の妥当性が主張されるという恵まれた場面にあっては、イギリス
と協調しつつ大勢に順応しておくことで、所望結果には近づいた面があった。本
論で指摘した竹下の記録、整理による他のアメリカ以外の戦勝国による強硬な主
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張が議論における火に油を注いだ側面に対して、一見、消極的ともみられる大勢
に順応するとの方針は、日本が置かれた環境にあっては、一定の合理性のある方
針であったと評価できるだろう。つまり、無難であるがゆえに完全な勝利を得ら
れる方針ではなくとも、大敗もすることのない方針であったのである。
　また、日本にとり利害関係を有さない問題には、消極的な面があった一方、本
論で指摘した国際連盟規約の条文における日本にとり不利な条文に関する調整な
ど、利害関係を有する事項に対しては、積極的な外交がイギリスとの協調を交え
て実施されていた。
　その結果として、赤道以北の旧独領南洋諸島の委任統治における受任国の座を
獲得した。これにより、国際連盟からは定期的な報告義務などが課されたものの、
海軍の基地建設の禁止以外の南洋諸島における利権の獲得へとつながった。委任
統治として軍事利用の制限はあったが、海軍関係者の所見などから当時は決定的
な不具合ととらえられていなかったことは、本論において指摘したとおりである。
逆説的には、むしろ秩序維持のためにこのような制約があったことは、太平洋に
おけるヴェルサイユ体制としての秩序の誕生を示すものであるとも言え、その受
任国の座を得た日本は、その完成形としては、ワシントン体制の確立を待つ必要
があったものの、曲がりなりにも確立された国際秩序の重要な立場を占めること
を意味したといえよう。
　このように通説の根拠とするところをより具体的に検討していくこと、これま
でに十分に確認されてこなかった海軍関係者の所見をはじめとする価値判断への
着目により、南洋諸島問題の議論における日本外交には、従来以上に肯定的な要
素が見いだせるのである。
　パリ講和会議に臨んだ日本外交に通説以上に肯定的な要素を得たことで、本稿
の最終的な関心は、序論での問いである「戦間期初期の日本外交は、パリ講和会
議における南洋諸島問題の議論を通じてどのように再評価できるか」の検討へと
移る。本稿前半にあっては、方針の立案段階における外交機能の成熟、後半にあ
っては、欧米諸国とも特定の論点に関しては、対等に議論する過程を素描した。
　状況の異なる日清及び日露戦争における戦後処理との単純比較は困難であるも
のの、明治の開国以来、国力の増強とともに発展を遂げた日本外交が国際社会に
おいて一定の地位を確保するとともに、南洋諸島問題の議論が有した多様なイシ
ューからなる多国間での会議外交への対応を通じてヴェルサイユ体制の構築に貢
献し得たという点で、戦間期初期にあって日本外交は、欧米に比肩する水準に到
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達したとすることができよう。
　また、従前、中国大陸ないしは東アジアを中心に議論された当該期の日本外交
の通史的解釈は、序論で述べた「戦後外交転換説」及び「勢力圏外交連続説」な
どから議論されてきたが、近年の研究では、両者に大きな対立関係はないとの指
摘もある（71）。南洋諸島問題の議論をこれらの枠組みに当てはめた場合、本稿にお
ける分析からは、大戦前後の様々な転換の存在を認めつつも従来の勢力圏の連続
した要素が大きかったとの評価となる。この点は、勢力圏外交連続説の立場に立
ちつつも、戦後外交転換説を大きく否定しないという点で、帝国の版図拡大の視
点から両者の併存を指摘した佐々木雄一の所見に軌を一にするものである。
　つまり、外交思想の「転換」という外的要素に対して、従来の勢力圏を活用し
て委任統治受任国の地位を獲得することで帝国の版図を拡大させていったことを
旧独領南洋諸島問題の議論は、如実に体現した場であったといえよう。
　今後、ヴェルサイユ体制を補完する位置付けで成立したワシントン体制との連
接も含めた検討を加えることで、パリ講和会議と戦間期日本外交の関係性につい
てより具体的な再評価とし得るであろう（72）。稿をあらためて、両体制を連接する
鍵であるヤップ島問題及び日本による委任統治に関して検討を加えていきたい。
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〈書　評〉

マイケル・J・グリーン　著　上原　由美子　訳

『安倍晋三と日本の大戦略	
―21 世紀の「利益線」構想』

（日本経済新聞出版、2023年、461頁）

髙見澤　將林

1．本書の位置づけ

　本書『安倍晋三と日本の大戦略―21世紀の「利益線」構想』は、米国における
「日本研究の俊英」であると同時に「学究実務家」として、日米関係を中心に
NSCのスタッフとしても米国の安全保障政策に深くかかわってきたマイケル・
グリーン（Michael J. Green）による労作である。「序章」の締めくくりでは、本書の
狙いとして、「日本のグランド・ストラテジーに安倍がもたらした転換は、近代
アジアの国際関係において最も重要な発展の一つである。それがどこから生じ、
どのように進行したか理解することで、中国がより支配的となりつつある 21世
紀における「破局なき競争」の見込みについて、私たちが正しく評価していく手
助けになるだろう」と述べている。
　こうした観点から、本書では、第 2次安倍政権の外交、経済政策を含む全般的
な取組を俯瞰しつつ、最初の国家安全保障戦略の背景、ルーツ、実現過程などを
中心に、「歴史と政治学が交差する位置から」の包括的な分析が展開される。著
者によれば、この戦略は、「戦略思考の新しいメインストリームを安倍が形にし
た」ものであり、日本の冷戦後の「吉田ドクトリンの終焉」につながっただけ
ではなく、米国や豪州を含む日本の同盟国・同志国の戦略を形成するとともに、
「対中競争をアメリカも展開するにあたり、国内の分裂に向き合い、戦略的な調
整に対処する時間的余裕を得ることができた」と評価されている。

　原著『LINE OF ADVANTAGE: Japan’s Grand Strategy in the Era of Abe Shinzō』
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は、2022年 3月の出版に向けて、2021年中に脱稿しているものであり、2022年
2月に開始されたロシアによるウクライナ侵攻や日本政府による 2022年 12月の
いわゆる戦略三文書（国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計画）の策定といっ
た大きな変化を反映したものではないことに留意が必要である。一方、脱稿の時
点では国家安全保障戦略等の見直し方針が明らかになっていたことから、本書は、
新戦略の方向性について、「安倍のフレームワークを基盤としつつ、サイバーセ
キュリティ、防衛能力、技術競争、ルール形成など、最初の 8年間で不備が明ら
かになった領域にフォーカスを置いたものになると予想されている」と的確に評
価している。
　しかし、著者も指摘するとおり、戦略ビジョンの「実行」は、その策定以上に
困難である。盛りだくさんの制度構築と事業が現在どのような過程にあり、その
実現のために何が求められているかについて検討することは重要な課題である。
加えて、安全保障をめぐる内外の環境変化は止まるところを知らない。終章にお
いて、国内におけるリーダーシップの交代や、国外における予想外の構造的変化
（アメリカのリトレンチメント（役割の縮小・撤退）、中国の威圧・権威主義・戦略
的競争の行方など）が日本の戦略観の基本路線をどう変えうるかについての著者
の一定の考察が提示されている。これらはまさに今そこにある問題でもある。本
書は、2023年に寄せられた著者の日本語版への序文と併せて読み解くことによ
り、戦略を学ぶ者にとって、また戦略を具体化し、さらに発展させる任にある者
にとって、歴史的・俯瞰的・多角的・現代的な視座を提供する貴重な材料となろ
う。
　なお、著者は、序章において、LINE OF ADVANTAGE というタイトルに関連
して、1890年に山県有朋が（第 1回帝国議会における内閣総理大臣施政方針演説におい

て）掲げた、競争優位を保つために「利益線」をどこに引くかという発想と対比
しつつ、「先手を打つ（Proactive）ことを意図した安倍の新しい外交・防衛政策は、
21世紀にふさわしい「利益線」を定めようとするという点で、山県と同じ追求
であると言える」と述べている。

2．本書の構成及び概要

　本書は、序章及び終章のほか、6つの章から成っている。日本の大戦略が形成
されてきた地理的、歴史的ルーツ（第 1章）に始まり、「対外バランシング」として、
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日本にとっての中国と米国の戦略上の位置づけ（第 2章及び第 3章）、安倍内閣が打
ち出したインド太平洋における各種の枠組みの形成に向けた日本の取組（第 4章）、
日韓関係の困難性と課題（第 5章）について分析したのち、「対内バランシング」（第
6章）として国家安全保障会議設置の経緯や意義などを述べた上で、今後の「大戦
略」の展開に伴う課題について展望する（終章）という構成をとっている。

　次に各章の記述について、少し長くなるが、書評者の視点で整理させていただ
く。
　第 1章「近代日本のグランド・ストラテジーにおける歴史的ルーツ」におい
ては、日本は、「17世紀から台頭し始めた海洋大国」であるが、その「地理的条
件」から戦略的な制約を負っており、明治維新後の日本の戦略の調整においては、
「中国中心の秩序」への対抗の必要性や欧米列強の力に直面したことから、日本
の戦略的ツールの原点は歴史的に「海洋戦略」にあると述べている。戦後は吉田
ドクトリンによって軽武装国家となり、この戦略から離れた。その後、ソ連の軍
事力増強が進む中で、米国のレーガン政権が世界戦争勃発時にソ連を封じ込め、
破壊することを目的とした海洋戦略を新たに打ち立てたことから、日本において
海洋戦略が復活したとしている。これは、著者の別の著書のタイトルでもある日
本の「消極的現実主義」を脱却するもので、第 2次安倍政権の国家安全保障戦略
により、こうしたフレームワークが形成されたとしている。

　第 2章「中国」では日中関係に焦点をあて、海洋国家日本と大陸国家中国との
歴史的なライバル関係に言及しつつ、中国の経済力・軍事力が台頭する中で、安
全保障・外交・経済という三つの側面にわたる地政学的課題と競争について考察
している。「東シナ海での執拗な圧力」「地域機関、国際機関への競争拡大」「技
術競争の激化」などの節において、多数の具体例を挙げ、歴代政権における日中
双方の硬軟両面の対応について評価がなされる。その上で、中国は日本にとり最
大の脅威であると同時に経済的相互依存関係により共存する「親愛なる宿敵」で
あり、日本の大戦略の主な要素を決定づけるパラメーターである。これを「破局
なき競争」にするためには、競争と協調をミックスした戦略と「statecraft」の機
敏性が必要であるとしている。本章の最後では、「日本は、米中関係よりも密接
な日米関係および日中関係を結べる可能性が生じ」、「いまや、アメリカのほうが、
日本の対中関係の制御を左右する変数となった。こうした依存関係にある日本に
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は、アメリカの選択を方向づける（安倍の）戦略が必要だった。」という認識が示さ
れている。

　第 3章「米国」においては、冒頭で、日本の戦略について「日本が戦後にとっ
てきた同盟政策は、アメリカからのサポートをつなぎとめたまま自律性を最大化
することによりトゥキュディデスのジレンマを回避する」というものであったが、
「アメリカもアメリカの安全保障においていまや大幅に日本に依存していると認
識し、」「中国の膨張主義と対峙した際に『見捨てられ』るという、はるかに重大
なリスクを避けるために、『巻き込まれ』の可能性のほうを受け入れるという状
態へ、安倍は日本をもっていった」と評価している。こうした流れについて、著
者は、反軍国主義を利用した、戦後の「巻き込まれ回避」、集団的自衛権の行使
禁止の憲法解釈、湾岸戦争に対する消極的対応、日米安保共同宣言の発出と日米
防衛協力指針の改定、米国同時多発テロ後の日本の積極的対応、民主党政権の誕
生、東日本大震災におけるトモダチ作戦などの経緯に触れる。これらを踏まえて、
「安倍の安保法制」についてその経緯を詳述し、「新しい安保法および防衛指針は、
…安倍の最初の、かつ最も重要な対外バランシング戦略であった」と位置づけて
いる。

　第 4章「インド太平洋」においては、外交、貿易、インフラ、民主主義の価値
観を通じた地域的秩序の形成という観点から、「一帯一路」（BRI）やアジアインフ
ラ投資銀行（AIIB）などへの対応、APEC、WTO、TPP及び CPTPP、RCEPなどの
多国間の経済的枠組みの形成を含め、様々な施策について本書の 4分の 1の紙幅
を割いて詳しく述べている。具体的には、覇権国の脅威の前で日本がどのように
アジアの地域秩序を定義してきたかというルーツをたどりつつ、過去 150年間の
政策について、力の均衡、理念、経済、制度構築という観点からの分析がなされ
る。その上で、現在の日本は、「地域」の範囲を「インド 太平洋」に拡大し、民
主主義の規範をベースとして、アメリカをはじめとする海洋大国と緊密な連携を
とるという道を選んでいる、望ましい地域秩序を危うくする最難題は中国であり、
中国に対してできるだけ好ましい均衡を維持するために、様々なパートナーシッ
プを増やしていかなければならないと著者は述べる。こうした観点から、日米豪
印協力の枠組み（Quad）や自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の背景・展開過程と
その意義を細部にわたって説明した上で、この「構想は、国内および欧米とアジ
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アで強く支持されてはいたものの、中国との好ましい均衡を回復するという点で
は、決して全面的な成功というわけではなかった」と評価している。

　第 5章「韓国」では、日本の地域形成戦略における「弱点」という観点から、
日本と韓国、北朝鮮との関係性について説明がなされる。域内の変化する地政学
に対処するには、韓国と日本はいっそう密接な連携をとる必要があるにもかかわ
らず、対中関係にみられるような戦略的優先事項と脅威認識における「地政学的
断絶」と、徴用工問題、従軍慰安婦問題など歴史に絡む「理念的断絶」があるこ
とが指摘され、両国の政治の再編もあって、「古い傷と古い合意の蒸し返し」が
生じているとの認識が示される。著者はその断絶の根深さを認識しつつ、「政治
リーダーという変数」という節において、その解決策として、リーダーが相手国
の抱く印象を変えるように努力し、オープンな受け入れ姿勢を示し、炎上する問
題は国民の憤怒を抑えられる形で脇に置きつつ、共通の利益に関わる喫緊の領域
にリーダーを集中させることが重要であると指摘している。
　この点に関して先取りして言うなら、著者の指摘以上にその後の日韓関係は劇
的に展開している。両国の新しいリーダーの努力もあって、こうした懸念は相当
程度解消され、2023年 8月の日米韓首脳共同声明「キャンプ・デービッドの精
神」をはじめ二国間、三国間で合意した様々な施策が具体化されている。本書の
いう「最大の弱点」とされた日韓関係については、今後の展開に不確定要素が残
るものの、少なくとも戦略的な観点からは「国同士の関係性を変えていくこと」
が実現したと評価できるのではないか。

　第 6章においては、「対内バランシング」として、「危機管理および国家安全保
障の一元化・集中化」という観点から、「日本国内の制度的変容へ焦点を合わせ
（た）」分析がなされる。安倍内閣における国家安全保障会議及び国家安全保障局
の設置をはじめとする制度構築を含め、官邸の機構改革、情報機能の集中化、統
合部隊の設立など歴代内閣の「より中央集権的な国家安全保障体制」の展開過程
について説明し、最も大きな成果を出せた領域は、さらなる模索が続いているも
のの、組織面での「質的改革」にあると分析している。
　また、「量的な対内バランシング」にとって重要な分野として、敵基地攻撃能
力を含む通常戦力及び宇宙・サイバーにおける軍事能力の強化や経済効果につい
て検証を行っている。このうち、アベノミクスについては、「構造改革は結果的
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に不十分で、日本が実現できたはずの成長持続ができなかった」という評価を与
えている。

　終章「吉田ドクトリンの終焉」では、当時言われていたポスト安倍のリーダー
たちの国家安全保障に関する見解について、日米同盟、中国、FOIP、韓国、対
内バランシングという軸で比較する。その上で、その後のリーダーは安倍総理の
グランド・ストラテジーが設定した枠組み（「破局なき戦略的競争」）を踏襲していく
ことになるとしている。日米同盟については、日米の新しい「特別な関係」の可
能性、とりわけアメリカの意思決定形成に影響を及ぼすことの重要性やアメリカ
の日本にとっての不可欠性や限界などについて評価を加えている。最後に、こ
の戦略に基づく新たなアプローチの意義について、中長期的な対中競争という
文脈だけではなく、「かつて 21世紀を特徴づけていた統合、協調、繁栄の軌道」
に「もう一度アジア地域を載せ直せるようなルールと連携を固めていくためにも、
重要なものであるはずだ」という期待で本書を締めくくっている。

3．今後の課題

　以上のように本書は多岐にわたるもので、日本の最先端の安全保障研究の成果
を活用しつつ、歴史、政治、理論など多面的な視点からの立体的な分析がなされ
ており、読者の関心に応じ、様々な読み方が可能である。評者としては、本書の
記述全般はもとより、特に歴史的な文脈からの分析など、学ぶところが多くあっ
た。ここでは、実務的な観点から、次の項目に絞って指摘させていただきたい。

（1）二つの国家安全保障戦略の関係についての捉え方

　2013年国家安全保障戦略は、随所に政策的課題を盛り込み、同時に策定され
た防衛計画の大綱（いわゆる 25大綱）においても、防衛力の「質」及び「量」を必
要かつ十分に確保し、抑止力及び対処力を高めていくこととされている。しかし、
これらの文書においては、我が国の安全保障政策の「継続性」が強調され、政策
的課題についても、目新しいというよりも、それまでにコンセンサスがありなが
ら実現に至らなかったものを網羅したという側面が強く、また、その実施に必要
となる防衛費の増額も極めて控えめであった。
　これに対し、2022年国家安全保障戦略及び同時に策定された国家防衛戦略と
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防衛力整備計画では、「我が国の安全保障に関する基本的な原則を維持しつつ、
戦後の我が国の安全保障政策を実践面から大きく転換するものである。」と述べ
るなど、政策の「大幅な転換」が強調され、防衛力の抜本的強化と同盟国・同志
国との協力の推進及びそれを実行するための防衛費の大幅な増額が盛り込まれて
いる。
　このように戦略文書だけを比較すれば、両者には基本となる国際安全環境認識
や「危機感」には大きな違いがあり、両者の関係をどう理解するかについては一
つの論点となり得る。同時に、著者も指摘するとおり、二つの戦略は「積極的平
和主義」の下で、「インド 太平洋」を中心とし、民主主義、法の支配、人間の尊
厳などの規範をベースとし、海洋大国と緊密な連携をとり、様々なパートナーシ
ップを増やしていくという「安倍のフレームワーク」がその基盤となっているこ
とは確かである。
　この点については、評者は次のように考えている。まず、大戦略といわれるも
のが大戦略たる所以は、戦略文書に盛り込まれた情勢認識や政策の方向性を基盤
としつつも、長期にわたる強い指導力の下で、必要な施策が迅速に実行に移され、
運用され、新たに認識された課題をさらに改善するというサイクルが確立し、常
にアップデートされたものに発展させていくところにある。著者の指摘するとお
り、安倍の大戦略の特徴は、施策の実行能力、国際的な対話・発信能力、そして
国際環境の変化と相手国のメッセージに対応する柔軟性にあり、政治的指導者
として「statecraft」を機敏に発揮した結果、国家関係が新たな展開を見せてきた。
この「大戦略」は、このような観点から、その実施過程を通じ、さらなる発展や
変革を遂げ、新たなステージに立ったものと理解すべきであろう。

（2）戦略の実行能力の持続的確保

　戦略三文書については、盛り込まれた政策課題の早期実行という意味で、策定
後 2年足らずの間に顕著な進捗が見られる。例えば、経済安全保障法制の施行
とセキュリティ・クリアランス制度の拡大、防衛生産基盤強化法の整備、防衛装
備移転三原則及び運用指針の 2度にわたる見直し、統合部隊や常設の統合司令
部設置に向けての具体的な措置がとられ、サイバー安全保障能力の向上について
も、有識者会議における議論を経て、年内にも法案策定作業が進むものと期待さ
れている。また、日米同盟の深化や日韓協力・日米韓協力の復活と高度化が実現
しつつある。同志国との協力についても、準同盟国とも言える豪州との協力関係
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の拡大をいわばテンプレートとして、インド太平洋に加え、幅広い諸国との間で、
様々な枠組みの整備が進んでいる。これには共同の戦略文書の策定、2＋ 2の枠
組みの確立、情報・訓練・演習・装備・施設面における協力や相互支援など、著
者のいう質的な「対内バランシング」と「対外バランシング」の強化に繋がるも
のが含まれている。
　この 12年間の「大戦略」の実行は、結果的に安倍総理と第 2次安倍内閣で長
期にわたり閣僚を務めた菅義偉総理と岸田文雄総理という 3人の指導者に委ねら
れてきた。岸田内閣以降の内閣がこれを継続かつ発展的に実行していくことが求
められる。強化された「対内バランシング」機能が総理の在任期間の長短の如何
にかかわらず、戦略の持続的実行力を確保する上で助けとなることを期待したい。

（3）経費配分の優先度向上と人材確保における持続性

　軍事能力の強化など量的な「対内バランシング」の強化については、多くの課
題が残されている。米国からの導入装備の増大と高騰化、装備品等の維持整備に
伴う経費の増大、歴史的な円安の進行、世界的なインフレ傾向の持続、人材確保
のための待遇改善の必要性を考えれば、現在想定されているような名目上の防衛
費が確保されたとしても、実質的には大幅な目減りが避けがたい。さらなる実質
的な増額が必要である。
　しかし、より深刻なのは人材の確保である。これまでは大戦略の前提として、
様々な施策の組み合わせにより、最終的に必要な数と質の人材は確保可能という
認識があった。ところが、少子高齢化が想定以上に進み、労働力不足が顕在化す
る中で、国際情勢の緊張が高まれば高まるほど、一般隊員の募集と高度人材の確
保は前例のないほど困難で、構造的な問題であることがますます明らかになりつ
つある。したがって、諸外国の例も参考にしつつ、これまで十分に手の回らなか
った安全保障教育や研修を含む安全保障意識向上のための取組を幅広く進めると
ともに、人材確保のための抜本的なエコシステムの構築が必要な段階に来ている
のではないかと思われる。

（4）アメリカのリーダーシップをめぐる課題

　著者は、国外における予想外の構造的変化として、アメリカの役割の縮小と国
際的関与からの撤退や「中国の自由化」といった例を挙げつつも、大戦略の前提
として、「アメリカ以外にアメリカはいない」ことを強調している。しかし、ア
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メリカを含む G7全体の世界経済、世界政治に占める地位と役割が低下すること
は避けがたく、アメリカ国内の分断は構造的なものとなっている。また、戦略
的な正面が中国、ロシア、北朝鮮、イランへと広がり、4カ国の共謀的な連携
（Collusion）が深まる中では、アメリカのリーダーシップに頼れる分野は時間的に
も空間的にも縮小している。現状の米国のフォース・ストラクチャーでは、こう
した諸課題に同時に対応できる抑止力の構成は、核によるものであれ、通常兵器
によるものであれ、いかにその組み合わせを工夫しても、実現困難であろう。
　だからこそ、軍事力のみならず、外交力、情報力、経済力、技術力を含めて、
同盟国・同志国の力を最大限結集しなければならない。そのためには、日本とし
て、また同盟国・同志国が協力してそれぞれの能力を統合的・相互補完的に高め
合うとともに、アメリカに期待する役割とそれが実現されにくいケースについて
各国が協力して検討し、改めて定義する必要がある。このプロセスを通じ、アメ
リカの関与を深めるとともに、その意思決定形成に影響を及ぼすことがますます
重要になっている。著者は、アメリカに影響力を与えることで最大の問題が解決
した第 2次世界大戦の頃のイギリスの例を引いているが、現在の状況は、より深
刻で当時とはかなり異なっていることを率直に認識しなければならない。

元内閣官房副長官補（兼国家安全保障局次長）
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石津　朋之、立川　京一、齋藤　達志、岩上　隆安　編著

『ランド・パワー原論	
―古代ギリシアから 21 世紀の戦争まで』

（日本経済新聞出版、2024年、448頁）

浦 口 　 薫

は じ め に

　本書は、元々、「シリーズ　軍事力の本質」の第 1弾として 2005年に刊行さ
れた『エア・パワー―その理論と実践―』、第 2弾として 2008年に刊行された
『シー・パワー―その理論と実践―』に続く第 3弾として計画されていたもので
ある。同計画は中断されていたが、この度、15年の時を経て本書として刊行さ
れた。このことは著者も「おわりに」で述べている。評者を含め、この刊行を心
待ちにしていた読者はかなりの数に上るだろう。
　もちろん、15年の間にランド・パワーをめぐる環境は大きく変化した。自衛
隊だけを見ても、陸上総隊司令部や水陸機動団の新編を始め、数多くの変化があ
った。世界に目を向ければ、将来戦は陸のみならず海・空・宇宙・サイバー領域
でも同時に生起するというマルチ・ドメイン概念が重要性を増したり、米陸軍を
中心にデジタル化が進展する一方で、実際の戦闘を通じてそれらの限界が露呈し
て一部の分野では伝統的な陸軍力の重要性が再確認されたりしている。
　本書は、これらの変化を反映した項目を置いている一方で、時代を経ても変わ
ることのないランド・パワーの本質的な部分にも焦点を当てている。

1．本書の概要

　第Ⅰ部「ランド・パワーの理論」では、ランド・パワー自体、あるいは、ラン
ド・パワーを論じる上で重要な概念についての分析が行われている。
　第 1章「ランド・パワー―1900～2000年―」では、1900年以降、現在に至る
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ランド・パワーの発展の歴史を踏まえ、戦闘の実体も政治的な意義も大きく変化
しているにもかかわらず、ランド・パワーがあらゆる武力衝突の究極の試金石で
あり続けている点を指摘している。戦闘の実態についていえば、統合の進展によ
り、ランド・パワーをエア・パワーやシー・パワーから切り離して論じることは
もはや現実的でなくなっている。一方、政治的意義についていえば、先進国に死
傷者の発生を忌避する傾向が強く、また、このような国ではメディアに対する国
家の統制が弱く、戦闘、とりわけ、地上戦の負の部分が必要以上に強調される傾
向にある。ランド・パワーはこれらの傾向の影響を強く受け、その行使に制約が
かかる。とはいえ、陸地を確保するというランド・パワーの意義は決定的で、エ
ア・パワーやシー・パワーでは代替が効かないと著者は主張する。
　第 2章「ランド・パワー―その過去、現在、将来―」では、シー・パワーやエ
ア・パワーとの比較から、あるいは、軍事科学技術の発展と関連付けて、ラン
ド・パワーの全体像の提示を試みている。著者は、ランド・パワーの本質的な役
割が人間の支配にあり、その手段として「ランド」を支配する点に、エア・パワ
ーやシー・パワーにはないランド・パワーの決定的な意義があるとする。一方、
ランド・パワーについて議論する際に用いられる決戦と持久戦、外線作戦と内線
作戦、攻勢作戦と防勢作戦等の概念が十分に整理されておらず、また、これらの
概念で議論される伝統的なランド・パワーの機能に加えて、治安維持作戦や対反
乱作戦といった国内安定化やプレゼンスの顕示が求められるランド・パワーの活
用の場が増えていることがさらに議論を複雑にし、ランド・パワーをめぐる議論
全体を混乱させていると指摘する。一方、軍事科学技術の発展がランド・パワー
に及ぼす影響として、軍事における革命（RMA）を経たハイテク戦争と非対称戦を
中核とするローテク戦争が混在するハイブリッド型の戦争の増加の可能性を指摘
する。
　第 3章「軍事ドクトリン―知性の戦力化―」では、軍事ドクトリンがいかな
るものであって、どのように生み出され、いかなる条件の下で、どのような効果
を発揮するのかについての分析を試みている。著者は様々な軍事ドクトリンの定
義を分析した上で、「軍全体に対して共通の外観と行動のための統一的な基礎を
提供する一連の諸原則及び方法論」というホームズの定義を一般的に使用し得る
定義として提示する。軍事ドクトリンの開発については、戦闘で得られた教訓や
軍事科学技術の発展をきっかけに「発案者」が新たに提示した理論が、軍内での
「賛同者」を得て非公式に普及し、作戦教範に記述され、編成や装備に反映され
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るというモデルを提示する。そして、適切な条件の下で適用されて初めて真価を
発揮して勝利の原動力となるのであり、その開発や運用における知的努力を通じ
た組織の知性の戦力化が重要であると主張する。
　第 4章「ランド・パワーとロジスティクス」では、軍事ロジスティクスについ
ての分析を通じて、同用語の定義に曖昧さが残っていること及びロジスティクス
が戦闘様相や戦略を規定している事実を指摘している。また、ロジスティクスの
確保には、海上優勢、航空優勢の確保や的確なインテリジェンスが不可欠である
点を指摘している。
　第 5章「ランド・パワーにおける指揮」では、シー・パワーやエア・パワーに
比して、人間への依存の度合いが高いランド・パワーにおいては、指揮が個人や
部隊の機能を統合する上で重要な役割を果たしている点を指摘している。
　第 6章「ランド・パワーにおけるインテリジェンス―日本陸軍を事例として―」
では、インテリジェンスに関する概念的議論に加え、日本陸軍の事例からインテ
リジェンスが有効に機能する上で重要な要素を考察している。

　第Ⅱ部「ランド・パワーの歴史」では、歴史上でランド・パワーが用いられた
個別の事例を取り上げ、いくつかの結論を導出している。
　第 7章「古代ギリシア・ローマの戦争―戦いの叡智と知られざる重火器以前の戦争

―」では、古代ギリシア・ローマ時代の戦争を例に、過去の戦いに学ぶことが
有用である一方で、戦いの背景や戦略環境を理解しなければ適切な教訓を引き出
せないことを指摘する。
　第 8章「西部戦線での統合あるいは諸兵科共同作戦―1918年―」では、1918

年のヨーロッパ西部戦線を取り上げ、連合国（協商国）側の勝利の一因が連合作戦
や統合作戦の実施にあったが、それらは作戦の背景に照らして考察する必要があ
ると主張する。
　第 9章「第二次世界大戦における連合・統合作戦―イギリスとアメリカを中心に

―」では、第二次世界大戦における米英軍の連合作戦が、ヨーロッパ戦域では
アメリカ主導による軍事戦略の明確化を中心に進展した一方で、太平洋戦域では
広大な海洋で行われる戦闘を統制する必要性を原動力として進展したことを明ら
かにしている。
　第 10章「国民総武装―ヴェトナム戦争を中心に―」では、ヴェトナム戦争が小
国ヴェトナムと大国アメリカとの間の不正規戦であるとの認識の下、ヴェトナム



2024 年 9 月 188

が大衆を獲得したことが勝利に結び付いた点を指摘する。
　第 11章「シー・パワー的ランド・パワーとしての水陸両用戦争・作戦―日本

軍を事例として―」では、水陸両用戦の概念を整理した上で、島国である日本に
おいて、古代から現代における水陸両用戦の事例を分析している。とりわけ、日
本陸海軍が、明治以降、日本周辺の大陸沿岸に上手く適合した先進的な水陸両用
戦のドクトリンと編成・装備を開発し、第二次世界大戦でも初期には有効に機能
したが、広大遠隔の海洋という太平洋戦域の特性に上手く対応できず、アメリカ
軍の前に敗退したと分析する。
　第 12章「日本陸軍における水陸両用師団の運用―太平洋戦争期の第 5師団の場

合―」では、上陸作戦に使用可能で揚陸能力を備えた第 5師団の運用について
分析し、その長所である機動力を発揮できたマレー侵攻作戦では効果的に運用で
きた一方で、豪北転用後は真価を発揮できなかった点を明らかにしている。
　第 13章「内線作戦と外線作戦―ランド・パワーとビルマ防衛作戦―」では、
1943～45年のビルマ戦線について、内線作戦と外線作戦の視点から分析し、い
ずれも機動能力、ロジスティクスや指揮官の能力が重要であるとしている。
　第 14章「日本陸軍の宣伝戦―南方軍の『宣伝戦』を中心に―」では、戦闘を交
えずに勝利を目指す手段の 1つとしての宣伝戦に注目し、第一次世界大戦時のヨ
ーロッパでの宣伝戦と第二次世界大戦時に日本陸軍が南方戦域で行った宣伝戦を
事例として分析している。前者では交戦国双方が活発な宣伝戦を行っていたこと、
後者では宣伝戦についての広範な理解が得られず活動が限定的にならざるを得な
かった一方で、特定の分野においては際立った成果を上げていたことを明らかに
している。

　第Ⅲ部「ランド・パワーの現在と将来」では、ランド・パワーのデジタル化や
将来構想といった今後のランド・パワーを方向付ける論点について分析している。
　第 15章「エアランド・バトルと現代戦」では、エアランド・バトルの現代へ
の適用可能性について検討し、軍種間の緊密な連携と縦深性のある攻撃の必要性
というエアシー・バトルとの類似点はあるものの、多くの部分で両者が異なって
いる点を指摘する。とりわけ、対潜水艦作戦や防空作戦といった個々の戦闘に帰
結する傾向が強くエスカレーションの可能性は低いエアシー・バトルに対し、陸
上での戦闘や敵国奥地の拠点攻撃によりエスカレーションを引き起こしやすいエ
アランド・バトルは、多くの場合、現代の戦略環境に適さず、極めて限定的にし
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か用いることができないと主張する。
　第 16章「陸軍のデジタル化とイラク戦争―戦場の情報化―」では、一般的に
論じられる RMAの成否の議論から陸軍のデジタル化そのものの実態や意義の議
論を切り離して、正規戦においてデジタル化がランド・パワーの将来にどのよう
な影響を及ぼすかを考察している。結論として、デジタル化が戦闘力の総合発揮
に大きな成果を上げるとともに統合をより深化させる方向に作用した一方で、今
後は「対等な競争者」の出現によりそのアドバンテージが減少しつつある点を指
摘している。
　第 17章「ランド・パワーの将来構想の軌跡と展開―アメリカ陸軍マルチ・
ドメイン・オペレーション構想を中心に―」では、アメリカ陸軍のマルチ・ド
メイン・オペレーション（MDO）構想が前提とする情勢認識、将来構想の特徴、今
後の方向性と課題について分析し、MDO構想の方向性がまだ十分に確定してお
らず、今後も紆余曲折が予想されると結論付けている。

2．本書の意義、特徴と課題

　本書の意義は「はじめに」で述べられている。編著者の一人である石津朋之は、
本書を「ランド・パワーについて、その歴史を踏まえながら包括的な解説を試み
た啓蒙書」と位置付けている（3頁）。そして、防衛大学校や防衛研究所など、防
衛省・自衛隊の各種教育機関、さらには一般大学での「教科書」として活用され
ることを期待しつつ、編著者は執筆及び編集を行ったようである（同上）。確かに、
エア・パワーやシー・パワーについて論じた著作は、本書に先行して刊行された
先述の 2冊を始め、日本語文献も外国語文献も、数多く存在する。しかし、ラン
ド・パワーについての著作は、管見の限り、日本語文献では存在しない。そのよ
うな意味で本書には希少価値がある。
　本書の特徴は、序文を書いた荒井正芳によれば、「現在進行形の目前の戦争事
象を研究し、自国の安全保障、外交、軍事政策や軍事力整備・運用への喫緊の教
訓を得ること」と「軍事に関わる基本的な理論等を状況に応じて適用を試みる実
行の経験と、それらのなかでの理論等の適用について抽象化し、再び軍事に関わ
る理論等と見比べ、さらに思索を深める」ことのバランスを図った点にあろう
（1-2頁）。このことは、「軍事を学び、究めるということは、実務・実践という場
において交わされる学と術の間の往復書簡を読み解くようなことに似ており、ま
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た、そのような態度が求められている」という、非常に含蓄のある彼自身の言葉
からも明らかである（2頁）。この点は編著者の共通認識として確実に存在してい
るようで、石津も「おわりに」で「ランド・パワーは時代の要請への対応を常に
求められているが、その一方で、変わらない部分を持ち合わせている」と述べて
いる（447頁）。確かに、ランド・パワーの理論を論じた第Ⅰ部とこれまでの歴史
及び現在・将来について論じた第Ⅱ・Ⅲ部の組み合わせは適切で、どちらに偏る
こともなく程よいバランスを保っているように感じる。
　このような意義と特徴を有する本書であるが、残された課題もある。ここでは、
評者が特に気になった点を 2つ提示したい。1つ目は、本書を読み終えても、な
お、ランド・パワーの核心となる議論が何であるか、上手くイメージできない点
である。もちろん、評者がこのような印象を受けた背景には、評者自身のラン
ド・パワーに対する理解不足があることは間違いなく、深い知見を有する読者が
読めばかなり印象が異なるかも知れない。しかし、このことを完全に認めた上で
あえて指摘するのだが、本書がターゲットと想定する読者のうち、陸上自衛隊関
係者を始めとする十分な知見を有する一部の読者はさておき、防衛大学校や一般
大学の学生、あるいは単にランド・パワーに関心があってたまたま本書を手に取
っただけの読者の大半は、評者よりもさらにランド・パワーについての理解が不
足している可能性が高い。したがって、評者が感じたのと同じ、あるいは、それ
以上に、この点について疑問を持つのではないだろうか。
　評者を含め、シー・パワーやエア・パワーを論じる場合に比べ、ランド・パワ
ーについて論じようとするときに、骨格となる論点が分かりにくいという印象を
持つ読者は少なくないだろう。例えば、シー・パワーといえば、海上通商路、海
運や海軍力の集中の重要性を説いたマハン（Alfred T. Mahan）と、統合運用や政治・
外交の目的と海軍活動の整合を図ることの重要性を説いたコーベット（Julian S. 

Corbett）の見解対立を想起する読者は多いだろう。エア・パワーといえば、エア・
パワー単独で決定的な戦果を収めることができるとして、航空優勢確保や戦略爆
撃実施の重要性を説いたドゥーエ（Giulio Douhet）と、敵の補給線や地上兵力等に対
する戦域航空攻撃を主張し、陸上・海上兵力を含む全体的な戦争計画の中にエ
ア・パワーを組み込むことの重要性を説いたミッチェル（William Mitchell）の見解対
立がよく知られている。
　しかし、ランド・パワーと聞いて同様の見解対立が想起できるだろうか。例
えば、軍事戦略の研究者としてよく名の知られているスローン（Elinor C. Sloan）は、
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著書『現代の軍事戦略入門（増補新版）』のランド・パワーの章で、戦略思想を語
る上で必須の人物として、孫子（Sun Tzu）、クラウゼヴィッツ（Carl von Clausewitz）、
ジョミニ（Antonie H. Jomini）及びリデルハート（Basil H. Liddell Hart）の 4名の名前を挙
げている（1）。しかし、スローン自身が指摘するように、上記 4名の主張の大部分
はランド・パワーに限定されるものではなく、戦略思想全般という文脈の中で語
られることが多い（2）。
　なぜこのようなことが生じるのだろうか。ランド・パワーと同様に古くから存
在したシー・パワーと比較しつつ、その特徴を見てみると、戦場となる陸と海が
本質的に異なるものである点に気付く。陸は人が住める領域であり、いずれかの
国の領有下にある。戦時に交戦国領土内に紛争非当事国の人や車両が無自覚なま
まに存在することはほとんど想定されない。これに対し、海は基本的に人が住め
ない領域であり、交戦国領海のみならず公海上での戦闘も生起し得るし（紛争非当
事国領海での戦闘は禁止）、非当事国船舶が戦闘海域の近傍に存在することが当初か
ら想定されている。交戦国が戦闘に従事していようとも非当事国船舶は公海の自
由を享受する権利を有すると考えられ、これと交戦国が戦闘勝利に必要な措置を
とる権利を有するという考えの妥協点にいわゆる中立法規が成立し、同法規によ
って海上封鎖や海上捕獲等の海上経済戦が規律されてきた。すなわち、海戦では
紛争非当事国船舶の存在とそれらに対する海上経済戦措置の実施が想定されてい
るため、海戦法規は交戦法規のみならず中立法規が大きな割合を占める。これに
対し、陸戦はいずれかの交戦国の領土で実施され、そこに紛争非当事国の人や物
が存在することは例外的にしか想定されず、陸戦法規は交戦法規がその大部分を
占める。この点は、マハンがシー・パワーを狭義のそれと広義のそれに区分して
論じていることとも関連する。すなわち、シー・パワーを語る上で商船の存在は
必須であり、このことがシー・パワーの議論に様々なバリエーションを与えてい
るのである。
　また、陸域が持続的な占有の対象として捉えられているのに対し、海域は時間
的及び空間的に限定的な統制の対象として捉えられている点もシー・パワーの議
論にバリエーションを与える一因であろう。すなわち、陸域は特定の領域を自国
か敵国のいずれが占有するかが究極の状態となり、必然的に占有が目的となる。
これに対し、海域の統制は、ミアシャイマー（John Mearsheimer）の言葉を借りれば、
「一つの大海を支配するには、海軍は必ずしもすべての海を常にコントロールし
ておく必要はな」く、「いざという時に戦略的に重要な部分を支配できて、しか
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も敵が同じようにするのを阻止できる（3）」だけで十分なのであり、また、通常は
このような形でしか制海（sea control）を得られない。この性格の違いは、ランド・
パワーとシー・パワーの運用に先述の相違をもたらす。ランド・パワーを用いた
陸域の占有が持続的／絶対的なものを志向して占有自体が目的化する傾向がある
のに対し、シー・パワーを用いた海域の統制は一時的／相対的なものを志向し、
それ自体が目的化して論じられることもあれば、単なる手段として論じられるこ
ともある。この相違により、シー・パワーについては海域の統制を目的として理
解したマハンから手段として論じたコーベットまで幅広い議論が可能となるのに
対して、ランド・パワーについては議論の幅に一定の制約が存在するのである。
　しかし、このような制約の存在を認めつつも、ランド・パワーの理論化を図っ
て骨格となる論点を明らかにしていかなければ、シー・パワーやエア・パワーで
見られるような広範な議論が幅広い層で行われる状況にはならないのではないだ
ろうか。
　2つ目は用語の整理である。第 2章で石津が指摘するように、「用語あるいは
概念について専門家による統一した定義が存在していない」ことが、「ランド・
パワーをめぐる議論を複雑にし、混乱させている」のは事実であろう（32-33頁）。
だとすれば、ランド・パワーについての「教科書」を志向する本書としては、用
語や概念の整理に力を入れるべきではなかったのだろうか。確かに、一部にはこ
のような努力がみられる章がある。例えば、第 3章では、各論者による軍事ド
クトリンの定義を整理した上で一般的に使用し得る定義が提示され、また、軍事
ドクトリンの萌芽から定着に至るモデルが提示されるという興味深い議論が展開
され（65-79頁）、注目に値する。しかし、その他の多くの章では、現実の説明に努
力の多くが傾注され、理論化や用語・概念の整理にはあまり関心が向いていない
ように感じた。とはいえ、決戦と持久戦、外線作戦と内線作戦、攻勢作戦と防勢
作戦等のランド・パワーを形作る概念についての共通認識がないままでは一層の
議論の発展は難しい。著者はロジスティクスという用語についても、論者ごとに
捉え方が異なるという。これらが、シー・パワーやエア・パワーの議論で見られ
るような骨太の議論がしにくい一因となっているようにも感じる。もちろん、こ
れらの用語を整理するのは容易な作業ではないし、シー・パワーやエア・パワー
の議論で用いられる用語や概念にも論者によるバラツキはある。しかし、やはり、
ランド・パワーをめぐる概念は、後 2者に比べてもかなりバラツキが大きいよう
に思われる。
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　上記の課題があるとはいえ、本書の価値がいささかも損なわれることはない。
本書がランド・パワーについて議論する際に必ず参照されるべき重要な文献であ
ることに変わりはなく、ランド・パワーに関心のある研究者や実務家にお勧めし
たい優れた一冊である。

註
（1）　エリノア・スローン『現代の軍事戦略入門（増補新版）』奥山真司、平山茂敏訳（芙蓉書

房出版、2019年）49-60頁。
（2）　同上、49頁。
（3）　ジョン・Ｊ・ミアシャイマー『大国政治の悲劇（新装完全版）』奥山真司訳（五月書房新

社、2019年）131頁。

（防衛大学校准教授）



編 集 後 記
　今回の『防衛学研究』は、「日本の安全保障と沖縄」と題する特集を組みまし
た。日本の安全保障を考える上で沖縄は極めて重要な地域であるにもかかわらず、
これまで安全保障研究に関する学会誌において特集が組まれたことはあまりあり
ませんでした。また、復帰から半世紀を経て沖縄に対する日本国内、特に政府の
実務者の関心はますます低下しているように感じられてなりません。しかし、近
年の国際情勢や日本の安全保障政策の転換などから沖縄に目を向けることがます
ます重要になっています。幸いなことに、歴史研究や安全保障研究において、広
い意味で沖縄をテーマとする研究者は近年増えています。
　このような中でようやく発刊できた本特集号は、学術的・社会的に大きな意義
を持つものと自負しています。特に防衛・安全保障問題に関心を持つ方々を会員
とする本学会の学会誌において、このような特集を組むことができたことは重要
だと考えています。
　本特集号には、第一線の研究者から、「日本の安全保障と沖縄」に関する様々
なテーマの論文をご寄稿いただきました。いずれもその分野の研究レベルを引き
上げる力作ばかりであり、執筆いただいた先生方には深くお礼申し上げます。ま
た小川委員長、篠﨑副委員長をはじめ編集委員会の先生方にも、編集作業におい
てご協力いただき、感謝申し上げます。

（特集編集責任者：野添　文彬）

（会誌の刊行につき出版費用の一部として、公益財団法人 防衛大学校学術・教育振興会より助
成金の交付を受けました。ここに記して感謝申し上げます。）
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